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比較

1 事業の目的・概要
平成25年 10月8目、全国のろう者が注目する中、鳥取県手話言語条例が全会一致で可決・成
立した(施行は同年 10月 11日)。との条例の成立を受けて、広〈手話を普及し、手話を使いや
すい環境の整備を推進するため、全国高校生手話パフォーマンス甲子園、鳥取県手話言語条例制定
l周年記念行事を開催するほか、手話通訳者の養成等を行う。
さらに、手話を使用しない聴覚障がい者、盲ろう者(聴覚と視覚に障がいがある者)、視覚障が
い者に対しでも情報アクセス・コミュニケーション環境が向上するよう、取組の充実・推進を図る。

2 主な事業内容
(1 ) 手話言語条例制定1周年記念「全国高校生手話パフォーマンス甲子園J
6. 672千円(前年度:日円) [財源内訳 雑入:5， 337千円、一般財源:1. 335千円]

(単仲・
区升 「 事業内容 |予

(新)全国高校生手話パフォ|高校生を対象とした手話パフォーマンスの全国コンテスI 5， 000 
ーマンス甲子園 |ト「全国高校生手話パフォーマンス甲子園」を開催する。

( 1 )開催日平成26年 11月23日(日)
(2 )場所県民ふれあい会館(鳥取市)
(3 )対象者手話を使ったパフォーマンスを行う高校生
(4 )内容手話で表現するダンス、歌唱、演劇、漫才等
※ろうあ関係団体等の協力も得て、実行委員会により実施予定。
※全国に募集し、事前審査を通過した出場者が手話によるパフ
すーマンスを披露するB

(新)鳥取県手話言語条例制|条例制定 1周年を記念し、手話について考え、手話を楽I 1.訂E
定 1周年記念行事 |しむ行事を開催する。

( 1 )開催日平成26年 11月22日(士)
(2) 場所県民ふれあい会館(鳥取市)
(3 )内容
ア 著名人(ろう者)による基調講演
イ 手話施策先進事例の報告
ウ 手話言語条例、手話言語法の意義を考えるパネ
ルディスカッション
エ 手話エンターテイメントステージ
オ鳥取聾学校写真展

(2) 手話でコミュニケーション事業 65. 677千円(前年度:42. 568千円)
[財源内訳 国庫支出金:23， 644千円、雑入:14， 593千円、

① 手話通訳者の養成
区分 | 事業内容

(新)手話通訳者トレーナー|経験の浅い手話通訳者等のサポートをしながら、現場
で手話通訳者を養成するとともに、手話通訳者の手話
表現技術の向上、手話涌訳者の指導者養成等を行う。

手話通訳者養成研修等の充|手話通訳者養成研修(新テキストにより内容充実)、現I 3， 751 
実 |任者研修等の開催
合計 I ___  I .9布。
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③ 手話の普及

予需
区分 事業内容

手話ミー講座の開催 全23時6因間/。回程度の講座を、 3圏域で月 1回程度開催する。

手話学習会等補助金 企業8等0回が分開。催する手話学習会への講師謝金等への補助 1. 520 
金。

手話サ クルへの補助金 手話サ クル活動を推進するための補助金。 600 
合計 3， 750 

④ 手話を使いやすい環境の整備

主夏5，E350 区分 事業内主主

ICTを活事年2ピ7年用ス業12モ実月ZしHたデ施24 3 遠隔手話

ろう者が、聞こえる人と手話でコミユーケ ションを必
通訳サー ル事業 要とする場合に、タブレット型端末のテレビ電話機能を

(モ成平デ成ル25 期間:
通じて手話通訳者が画面越しにろう者と聞こえる人との

率 日 手話通訳を行う。
~平 1日)
(新)手話ガイド製作 親等をろ一一 2， 484 
議(新会)鳥の取経県費手話施策推進協 手話施策推進協議会の委員報酬、旅費。 417 

(新)とっとり手話研究会 鳥取の手話を少事し業ずつ主整理して記録し、地域の手話を残 100 
(仮称)への補助 |定す取)組を支援( 体・鳥取県ろうあ団体連合会を予

聴覚障がい相談員設置事業 3圏域に聴覚障がい者相談員を毘置し、聴覚整障がい者携か 20， 100 
らの各種相談に対して助言、関係機関との調 ・連等
を行う。

聴覚障がい者福祉研修会へ 手話通訳者その他覚聴障覚障がい者の支修援に関わる者を対象 65 
の補助 ると補して助行う「聴 がい者福祉研 会」の開催費に対す

金。
標準事務費 80 
合計 28， 596 

(3 ) 聴覚障がい者センタ一事業(聴覚[障財が務い者意思国疎庫通支支出援金事:業) 21曾 640千円(前年度.91874286千千円円]) 
源内訳 9， 192千円、一般財源:11. 

① 聴覚障がい者センターの樫要

1 事相 事一a良醐肘E5宮市6削J米除子子問Z市f叫季合者問点等市に厨加岳え協中会選2実施主4
3開設場R
4 聴覚障がし
対象者は手話 う 途失聴者、高齢難聴者等の聴覚障がい者全てを
含む。
(1 )聴覚障がい者とのコミュニケーションが円滑に行われる環境づくり
手話通が訳者等の養成身 ・派遣、情報提供機器の貸し出し

(2 ) 聴覚覚障 い者が、 近配所支援で置づ気、く軽に相談できる環境づくり
聴聴 障がいい日相者中談活の動員居の(3 ) 覚障が 場 り幕(生きりが映像い、学貸習出等、情報収集など)
委主E型の の 字入 の

② 聴覚障がい者センター関連経費 (宇毛頭)
区分 事業内容

字幕入り映像の貸出事業 現在、、中部東部だけで実も施実施している字幕入り映像の貸出事業 7， 557 
を と西部で する。

(新)磁気ループの貸出事業 現在、、中部東部と西部で実施実して施すいる磁気ループの貸出事業 296 
を のセンターでも る。

(新)聴覚障がい者センタ I聴イ覚ト障がい者備センタ 事業の開始に伴い、看板、パトフ 2， 054 
整備 等を整する。
合計 9， 907 

③ 要約筆記事業
宝豆亙区分 事業内容

要約筆記者現任者研修事業 要約筆記者現成任研者修研の修開の催充、実指(導開者催養回成数研3修回へ→の5派回遣)、
等の充実 要約筆記者養
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区分 l 事業内容
要約筆記者設置・派遣事業|イベント主催者側の負担感を軽減し、要約筆記者の配置

を推進するため、県負担分を 1回当たり派遣人数の2分
のlとする。(現在は県負担分が1名/問。通常、要約
記者は4名派遣o ) 
派遣報酬単価の引上げを行う。(現行2，000円/時間を3，
盟担ζ堕盟辺

亨霊亙
7， 334 

940 要扇肇記著百雇通改善

11. 733 

11. 468千円(前年度:5，069千円)
[財源内訳国庫支出金:5， 734千円

+
t
 

一
吉
岡

盲ろう者意思疎通支援事業

A 

" 
(4) 

4， 694 

3，487 

区百平 1 事業内容
(新)鳥取盲ろう者友の会事|鳥取盲ろう者友の会事務局に専任職員 1名を配置し、各
務局の体制強化 |種取組の充実・拡大を図る a
盲ろう者向け通訳・介助員|平成26年度は厚労省が提示した新カリキュラムによる研
差成研修等の充実 |修を実施し、研修内容の充実を図る。
盲ろう者向け通訳・介助員|派遣報酬単価の引上げを行う。(現行2，500円/時間を3，
の処遇改善と派遣事業の実1000円/時間に)
El  
(新)盲ろう者の生活訓練事|先進地視察を行い、生活訓練事業等の検討を始める。

の検宅

302 

11. 468 計

視覚障がい者情報支援事業 41，398千円(前年度:32， 828千円)
[財源内訳 国庫支出金:20， 698千円、一般財源:

， ""'1V I円)
パソコンをリサイクルして活用し、視覚障がい者を
対象としたパソコン講座を開催することにより、情
報アクセスの向上を図っていく。
(2)調査研究(1， 000千円)
視覚障がい者、聴覚障がい者、盲ろう者、音声機能
障がい者等で構成する「障がい者情報アクセス研究
会(仮称)J において、情報支援機器の調査研究を
行う。
(3 )情報アクセス困難者情報支援機器整備事業
(2， 100千円)
ア 盲ろう者情報機器(点字ディスプレイ)支援事
業(1， 000千円)
イ 視覚障がい者情報支援機器支援事業(音声ガイ
ドソフトほか) (1， 000千円)
ウ 音声機能障がい者発声訓練教材費支援事業(100

(5 ) 

これまでの取組状況、改善点
平成25年 10月 11日に鳥取県手話言語条例を公布・施行し、同条例と併せて成立した補正予
算を活用し、手話を使いやすい環境の整備、手話の普及に関する取組を実施中である。
これ以外にも手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳・介助員等の養成及び派遣事業、県広報誌
の点訳・音声訳版の発行、点字図書館の運営費補助等の取組を継続的に実施し、障がい者の情報ア
クセス・コミュニケーション環境の向上のための取組を実施してきた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
1項社会福祉費
目ム臼 r平 I"~" ~者自立支援事事費
事業名 本年度 前年度 比較 財

国庫支出金

障がい福祉課(内線 :.7675)
(単位・千円)

源 内 訳 備考
起債 その他 般財源

あいサボ ト運動 {基金繰入金}

推進・連携・強化事業 18. 411 20. 272 ム1.86J 18. 411 
トータルコスト 29. 246千円(前年度28.216千円) [正職員:1.4人]
主な業務内容 「あいサボ ト運動」の普及啓発
工程表向政策目標骨i調 障がいの有無にかかわらず誰もが暮らしやすい共生社会の実現
事業内容の説明 【「とっとり支え愛基金J充当事業]

事業の目的・概要
-あいサポート運動を積極的に推進するため、「障がい理解への更なる推進」、「他県との連携拡充J、
「地域実践塾の開催」、「あいサポート企業・団体の認定及び取組みの推進」、「あいサボーター研
修の充実」、「児童・生徒への普及の促進」等を積極的に実施する。
-障がい当事者や保護者等の思い、エピソードなどストーリーま仕た立、てとし、「障がいを知り、共に|
生きるJことの大切さを共感できるデジタル絵本を作成する。 、障がいの当事者や家族等に「あ
いサポート運動応援団」になっていただき、草の根的な普及活動を行うことにより県民の障がいべ
の更なる理解を図る。

-あいサポート運動の更なる全国展開を目指し、他都道府関県掲載予夫す、手る企。業等をぜ恩τーる←などbて、連
携推進を図るとともに、障がいへの理解をシリーズで新

2 主な事業内容 (単位:千円)
事 業 内 $f 会. 予算額

( 1) rあいサポート運動J研修等事業
-あいサポート運動を広く県民に浸透させるため、県内に広くネッ 6， 077 
トワークを有する鳥取県社会福祉協議会にあいサポート研修等事業
を委託して実施

(2 )あいサポート運動の更なる推進事業
-県民等への施策啓発広報及び他県連携の実施 1， 643 
-あいサポート企業・団体認定制度
-障害者週間における啓発
( 3) [新規]あいサボ ト運動全国展開
-更なる全国展開を目指し、他都道府県や大手企業等を訪問するなど 1， 500 
して、連携推進を図るとともに、障がいへの理解をシリーズで新聞
掲載する。

(4) [新規]障がい理解デジタル絵本の作成
-日頃、あまり伝わることのない、障がい当事者や保護者等の思い、 4， 968 
エピソードなどストーリー仕立てとし、絵本という形で表現するこ
とにより、「障がいを知り、共に生きる」ことの大切さを共感でき
るデジタル絵本を作成

( 5) [新規1rあいサボ ト運動応援団j支援事業
-障がいの当事者や家族、支て援者等がひとりひとりと向き合いながら
少しずつ共感の輸を広げ い普く及「活あいサポート運動応援団」になっ 4. 003 
ていただき、自ら草の根的な 動を実施

( 6 )事務経費 220 
計 U ， 411 

3 ;::れまでの取組状況、ポ改ー善ト点
県内外の方々にあいサ 運動の趣旨に賛同いただき、あいサポーターになっていただいた。
運動の広がりへの期待も大きい反面、県内における周知についてはまだまだ不十分であり、共生社会
の実現に向け一層の啓発が必要である。
[あいサボーター数]
151. 623人(うち県内42.960入、県外(島根県、広島県、長野県、奈良県)108. 663入)
[あいサポート企業・団体数]
587企業・団体(うち県内161企業・団体、県外(島根県、広島県)426企業・団体)
[あいサボーター研修回数]
1. 379回(うち県内575回、県外(島根県、広島県、長野県、奈良県)804回)
[あいサポートメッセンジャー(研修講師)1 
953人(うち県内295人、県外(島根県、奈良県)658人)

[平成25年12月末現在〕
」

4 



平成26年度一般会計予算説明資料
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Liy 国庫支出金
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(新)ユニバーサル社会
の実現に向けたバリア
フリー化推進事業
[一般公共事業]

トータルコスト

主な業務内容

108， 000 
く23，000> 

01108， 0001 75， 6001 29， 000 3，400 

1 18， 061千円(前年度 O千円) [正職員1.3人]

整備計画の策定、設計積算、工事監督、関係機関との調整

工程表の政策目標(指標)I公共施設周辺のバリアフリー化
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県では、高齢者や障がい者など誰もが安心して暮らせるユニバーサル社会の実現を目指してお

り、道路においても視覚障がい者誘導ブロックの設置、車いすが通行しやすい縁石への改修、段差

解消、利用しやすいバス停の整備等を進める。

2 主な事業内容
「全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会」が予定されている地区においては、大会会場から最

寄りの釈までのルートについて重点的にバリアフリー化に取り組むこととし、国等と連携して障が

い者団体、パス協会等と調整し、縁石の改修、対策が必要なバス停の改善等を大会までに行う。

その他の地区についても、継続してバリアフリー化の取組を行う。

O大会開催までに対策を実施する主な地区
主な区間 主な路線

鳥取地区 鳥取駅~とりぎん文化会館 (国)5 3号、(県)鳥取停車場線外
米子地区 米子駅~米子市公会堂 (国)9号、(県)米子停車場線外

倉吉地区 倉吉駅~倉吉体育文化会館 (県)倉吉青谷線外

[対策工事の概要]
・車いす利用者に配慮した縁石の改修(車いすの車輪部分は、 2cmの段差をゼロに)
・バス停の正着性の向上(テラス設置、歩道高さ 20cm-> 15 cmなど)
<車いすに配慮した縁石> <パスが正着し易いようテラスを設置>

0引き続き、障がい者団体から要望のあった箇所について歩道のバリアフリー化を推進する。
-国道179号(倉吉市米田町)外
-県道米子停車場線(米子市明治町~加茂町)

・県道皆生西原線(米子市上福原)

3 これまでの取組状況、改善点

県ではこれまでも障がい者団体等の関係機関と協議しながらバリアフリー化に取り組んでおり、

歩道等の墾備にあたっては誰もが利用しやすい構造となるよう整備を行っている。

しかし、未だ対策が必要な箇所が残っていることから、国等の他道路管理者と連携し、バリアフ

リーに係る取組をより一層進めていく必要がある。

(注)起債欄の上段< >書きは、交付税措置額を除いた金額である。
県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

前年度

1 事業の概要

2 

鳥取聾学校をはじめろう児が通学する学校(以下「鳥取聾学校等」という。)におけるろう児・保護者
等への情報提供などの支援の充実や教職員等の手話技術の向上を図るため、手話講座の開催、手話通訳者
の派遣を充実させるとともに、教職員への手話技能検定の検定料及び通信教育の受講料の助成を行う。
また、学校教育でろう及び手話への理解を深めるため、学習教材等を作成するとともに、手話普及コー
ディネーター及び手話普及支援員を配置し、ろう及び手話に関する普及活動及び学習教材の利用促進を図
る。

I新7 詰菩友コニデ.{ネーヲーI7， 
.手話普及支援員の配置

聾学校幼児児童生徒との交流学習

17.222 

3 これまでの取組状況、改善点
・「鳥取県手話言語条例Jが制定され、鳥取聾学校教職員の手話の知識・技能の向上を図るため、
の開催や、ろう児・保護者等との情報共有を図るため手話通訳者の派遣、及び地域の学校と
を実施し、手話に関する理解を深めているところである。
・学校で活用する手話学習教材について、手話学習教材作成委員会の意見を聞いて、手話ハンドフ守ツク(入
門編)を作成し、平成26年2月に県内全小中高等学校に配付した。
-学校現場では、「総合的な学習の時間j等での授業や、学習発表会等での手話による合唱、手話クラブの
設置など取り組み、県教育委員会では、採用 1~2 年目の教職員研修で手話学習を取り入れるとともに、
職員向けの手話講座の開催(月ム 2回)や、県立図書館での手話コーナーの設置などに取り紐んでいる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
l項社会福祉費 全国障がい者芸術・文化祭課(内線 :7157)
1 2目 障がい者且立支援事業費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県障がい者アー
ト推進事業 {基金繰入金等)

279，420 29， 754 249， 666 32， 400 232， 805 14， 215 

トタjレコスト 333， 593千円(前年度38，492千円) [正職員:7. 0人、非常勤職員1.0人]
主な業務内容 大会の準備、運営
工E表旧政貫目1'-'指車) 障がいの有無にかかわらず誰もが暮らしやすい地域社会(共生社会)の実現。
事業内容の説明 ( rとっとり支え愛基金」充当事業(奉迎対策費を除く)1 

事業の目的・概要
平成26年度に開催する「あいサポート・アートとっとりフェスタJ(第14回全国障がい者芸
術・文化祭とっとり大会)の成功に向け、その開催準備を行うとともに、との大会への出演・出展
を目指して芸術文化活動に取り組む障がい者の活動支援を行うなど、障がい者アートの振興を図る。

2 主な事業内容
( 1 )とっとり大会実行委員会負担金 226， 221千円
大会の開催に必要な経費を負担金として実行委員会に支出する。

(単位.千円)
項 自 所要領 説明

大会運営費 162，736 全国大会開催に係る運営委託料
※大会運営委託費全体の7割相当 (11月補正債務負担
分)

大会広報費 42， 284 チフシ・ポスター、新聞広告・テレビCM、街頭広告等
23， 908千円※大会広報委託費全体の7割相当 (11月補
正債務負担分)
キャフパン隊、パスフツピング等
18， 376千円※大会運営委託事業者とは別発注するもの

ボフンァィア運営費 16， 821 鳥取県社会福祉協議会へのボフンティアセンタ の運営
委託経費

(新規)糸賀一雄顕 1， 000 鳥取県知的障害者福祉協会が実施する「光のイベント」
彰イベント開催補助 に関する開催費補助
事業費 1， 500千円×補助率2/3一1， 000千円
アート鑑賞機会づく 3， 000 アート作品を街角や庖先で気軽に鑑賞できる機会を設け

官業費 る経費※展示箇所の拡充 (]6カ所→46カ所)
委員会開催経費 380 委員旅費、会場使用料等
合計 226， 221 

(2 )障がい者アート活動支援事業補助金 35， 450千円
障がい者や俸がい者が所属する団体が行うアート活動に対して支援を行うとともに、市町村が実
施する芸術文化活動振興事業に対して補助を行う。

(単位千円)
項 自 所要額 説明

団体練習経費等補助 15， 200 (地域活動掘り起こし型)
障がい者が所属する団体が行う文芸・美術・舞台芸術活
動で、展示会や催事への出展や出演を目指して行う練習
等に要する経費を補助する。
(30団体×補助上限24万円]※24団体→30団体に拡充
(舞台芸術レベルアップ型)
障がい者が所属する回体が行う舞台芸術活動(演劇、タ@
ンス、合唱等)で、密度の濃い練習等でレベルアップを
図る活動に要する経費を補助する。
(20団体×補助上限40万円]※11団体→20団体に拡充
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項目

l新規) 戻等開催
経費補助

(新規)全国障がい
者芸術・文化祭とっ
とり大会市町村芸術
文化活動振興事業臨
時補助金
※平成26年度限り

~ dt 

(単位千円)
所要額 | 説明

6， 000 I障がい者や障がい者が所属する団体が個展等を開催する
経費を補助する。
[30団体×補助上限20万円】

14， 250 I市町村が、障がい者の芸術文化活動を蚕戻するため、芸
術文化活動の成果発表の機会を提供したり、ワークショ
ップ等を開催して活動支援を行う場合区、県がその所要
経費の一部を助成する。
[補助率3/4)

35，450 

(3) (新規)奉迎対策費 14， 215千円
宮内庁等関係機関との協議や奉迎に要する経費

(4 )検討委員会開催経費 180千円
全国障がい者芸術・文化祭に向けた開催プログラム案の検討や大会後の振興施策等を検討する
ため、関係者や有識者による検討委員会を開催する。

(5 )障がい者アートコーディネーター(非常勤)人件費等 3， 354千円
障がい者アートに関する豊富な経験、見識をもっ者を配置し、大会の開催準備等に関する業務
を行う。

3 これまでの取組状況、改善点
平成24年 10月17日 検討委員会を発足
平成24年 11月21日 検討委員会(第2回)を開催し、開催計画の素案を検討
平成25年 2月21日 検討委員会(第3回)を開催し、開催計画の素案を検討
平成25年 4月 4日 大会の開催について厚生労働省に申請
平成25年 4月23日 平成26年度の開催地が鳥取県に決定
平成25年 4月24日 検討委員会(第4回)を開催し、開催計画の素案を検討
平成25年 6月 6日 検討委員会(第5回)を開催し、開催計画の素案を検討
平成25年 6月28日 実行委員会を発足
平成25年 8月 9日 アーチストリンク(1組目:彫刻家×鳥取盲学校生徒)の開始

※障がい者とアーチストが相対し、お互いの感性や創造性を大切にしなが
ら共同作品を制作し、併せてプロセスと成果を発表・展示するもの。

平成25年 8月28日 障がいのある方と障がいのない方が一緒につくる劇団を立ち上げ
※1 1 月 1~3 日のクライマックスイベントで披露する予定。

平成25年 9月 6日 アーチストリンク (2組目:絵本作家×米子養護学校生徒)の開始
平成25年 9月16日 ワークショップ(和紙による灯りオブジェの制作.倉吉市)の開催

※施設事業所の職員や関係者が障がい者ともに実際にアート活動を体験し
ながらレクチャーを受けるなど、具体的な指導力の向上につなげるため
の取組として実施。
検討委員会(第6回)を開催し、開催計画の素案を検討
ワークショップ(演劇:鳥取市)の開催
実行委員会(第2回)を開催し、開催計画の素案、大会愛称、等を決定
プレ大会(第3回鳥取県障がい者芸術文化祭)の開催
大会愛称及び大会トリピー愛称の発表

平成25年 11月23日 ワークショッブ(粘土造形:倉吉市)の開催
平成25年 11月29日 障がい者アート鑑賞機会づくり事業として、鳥取市本通り商庖衝の 11 

底舗において障がい者アート(絵画)の展示を開始
ワークショップ(絵画:米子市)の開催
f全国障がい者芸術・文化祭実施本部Jを発足
アーチストリンク (3組回:造形作家×盲ろうの方)の開始
ボランティアセンターを関所
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平成25年 12月15日
平成26年 1月 1日
平成26年 1月21日
平成26年 1月22日
<今後の取組>
平成26年 2月中旬
平成26年 2月下旬
平成26年 4月
平成26年 4月12日
平成26年 7月12日

~ 11月 3日

PRキャラバン隊の開始
l大会運営委託事業者の決定
検討委員会及び実行委員会を開催し、実施計画を決定

関連イベントとして「糸賀一雄生誕 100周年フォーラム」
「あいサポート・アートとっとりフェスタ」開催

を開催
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第 14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会概要

( 1 )目的
全ての障がい者の芸術及び文化活動への参加を通じて、障がい者の生活を豊かにするとともに、
国民及び県民の障がいへの理解と認識を深め、障がい者の自立と社会参加の促進に寄与する。
(2 )主催
厚生労働省、鳥取県、鳥取市

(3 )開催方針
・障がいのあるなしにかかわらず、あらゆる人が参加して交流し、互いに理解と認識を深めるとと
もに、共に創作する。
・障がい者が日頃取り組んでいる芸術文化活動の成果を紹介、発表し、その創造性や芸術性を全国
に発信する。
・鳥取のI力」を発信し、鳥取発の「あいサポート運動」を推進する。
(4 )大会テーマ
障がいを知り 共に生きる

(5 )大会愛称
あいサポート・アートとっとりフェスタ

(6 )開催期間
平成26年7月12日(土)-1 1月3日(月・祝)

(7)開催内容
<舞台発表等>

開{崖日 内容
平成26年 7月12日 オプングセレモ
平成26年 8月 9日 瑞宝太鼓関連イベント
平成26年 9月 6日 ア ル・ブリュットシンボジウ

ム
平成26年 9月20日 特別支援学校による合同文化祭
平成26年 9月 中旬 鳥の演劇祭とのコフボイベント
平成26年 10月 4日 あいサボ トコンサ ト
平成26年11月 1日~ クライマックスイベント

1 1月 3日
<展示会>

開催期間 内容
平成26年 9月 6日~ ア ル・ブリュット展(西部)

9月28日
平成26年10月 9日~ ア ル・ブリュット展(中部)

1 0月19日
平成26年 10月25日~ ア ル・ブリュット展(東部)

1 1月 3日
平成26年10月16日~ ア チストリンク作品展

1 1月 3日
平成26年10月25日~ 国際障がい者ア ト展

1 1月 3日

場所
とりぎん文化会館(鳥取市)
倉吉未来中心(倉吉市)
米子市立図書館(米子市)

倉吉体育文化会館(倉吉市)
鳥の劇場(鳥取市)
米子市公会堂(米子市)
とりぎん文化会館(鳥取市)

場所
米子市美術館(米子市)

倉吉博物館(倉吉市)

県立博物館(鳥取市)

とりぎん文化会館(鳥取市)

県立博物館(鳥取市)

※関連イベントとして、 4月12日(土)に「糸賀一雄生誕 10 0周年フォーラム」をとりぎん
文化会館で、 11月22日(土)-23日(日)に「手話関連イベント」を県民ふれあい会館
(鳥取市)で開催。

(注)アール・ブリュットとは、「生(き)の芸術」という意味で、芸術の専門的な教育を受けてい
ない人が、伝統や流行などに左右されずに自身の内側から湧き上がる衝動のまま表現した芸術
のことです。



平成26年度一般会計当初予算説明資料

比較

※ 

1 事業の目的・概要

障がいの有無に関わらず、積極的にスポーツに参加できる環境づくりのため、各種スポーツ大会

の開催を通じて障がい者スポーツの振興を図る。
また、障がい者スポーツの充実が求められる中、 J鳥取県障がい者スポーツ協会がその役割を担える

よう運営体制の充実を図る。障がい者スポーツの振興を図るため、指導者の育成、各種スポーツ大

会の開催などに対して助成する。

開催支援事業 ①鳥取さわやか車いすマラソシ&湖山池ハーフマラソシ大会

〔補助先:鳥取さわやか車いす&湖山池マラソン大会実行委員会〕

2， 546千円
941千円②鳥取県身体障害者体育大会

[補助先:鳥取県身体障害者福祉協会〕

③鳥取県手をつなぐスポーツ祭り
〔補助先:鳥取県手をつなぐ育成会〕

④全日本cha11 engedアクアスロン皆生大会 500千円
〔補助先 全日本challengedアクアスロン皆生大会実行委員会〕
⑤第20田中四国車いすテニス大会ln鳥取 200千円

2， 400千円

ヤJレ才リンピッ
クス鳥取運営事業

t 、
口 計
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
l項社会福祉費
1 2目 障がい者自立支援事業費

障がい福祉課(内線 :7675)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 源 z差主 訳
備考

国席主出金 属 f曹 般財源

障がい者スポーツ機
会創出事業 2.429 2. 654 ム225 2. 429 
トータルコスト 2. 429千円(前年度 3.448千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 委託契約業務等

工程表の政策目標 障がい者スポ ツ及び文化・芸術振興を図る

甘鯛

事業内容の説明 e 

事業の目的・概要
障がい者の生活の向上のためには豊かな地域生活の保障が必要であり、その手段として地域で日常

的にスポーツ活動が行える環境整備を行いスポーツ機会の創出を図るため、スポーツ教室を開催する。
また、障がい者がスポーツ活動に参加する際のコーディネートや指導、補助等を行う障がい者スポ

一ツ指導員の養成を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 予算額 内 ~ゴ，ー

スポ ツ教室開催事業 1. 598 スポ ツをしたいと思う障がい者が気軽に参加できる機会の
創出のため土日を含めた通年型のスポーツ教室を開催する。
また、障がい者や施設等からの求めに応じ、スポーツをする

場(プール、体育館等)にスポーツ指導員を派遣し、必要な
指導を行う。
〔委託先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕

障害者スポ ツ指導員 381 障がい者スポ ツの振興・普及を図るため、障がいを正しく
養成事業 理解し、障がい者スポーツのルール等について知識・技能を

習得した「初級」障がい者スポーツ指導員の養成を行うロ
〔委託先.鳥取県障がい者スポーツ協会〕

スポ 事ツ業フェスァィパ 450 障がいのある人もない人も参加できるスポ ツを通じて、参
ル開催 加者全員が経験や体験を共有することにiすよるり。、障がい者の社

会参加と県民の障がい者への理解を促進
〔委託先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕

メE弘3、 言十 2.429 

11 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費
1項公衆衛生費
4目 精神衛生費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

精神障がい者スポーツ
大会 869 303 566 
ト タjレコスト 1， 643千円(前年度1，097千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 委託契約事務等

障がい福祉課(内線 :7862)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

869 

工程表の政策目 障がいの有無にかかわらず誰もが曇らしやすい地域社会(共生社会)の実現

標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
スポーツを通じて社会参加の促進や交流の輪を広げる。

2 主な事業内容
( 1 )精神障がい者バレーボール鳥取県大会の開催(委託)
-委託先・鳥取県精神保健福祉協会

-対象者:県内の 13歳以上の精神障がい者
-県大会優勝チームは、中四国大会に出場する。

(2)精神障がい者バレーボール中四国大会視察(委託)
平成27年度中四国ブロック大会開催県は鳥取県の予定であるため、平成26年度開催県で
ある高知県を視察する。

委託先:鳥取県精神保健福祉協会

(3 )【新]鳥取県精神障がい者フットサル交流会の開催(委託)
-委託先:鳥取県精神保健福祉協会
-対象者・県内の精神障がい者等
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
1項社会福祉費 障がい福祉課(内線:7675)→事業実施:文化観光スポーツ局スポーツ課
1 2目障がい者自立支援事業費 (単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較 帥ム自主王遺E戸島匠 備考
(新)全国障害者ス
ポーツ大会派遣等事 16. 801 。16. 801 16. 801 
業

トータルコスト 17. 575千円(前年度 O千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 委託契約業務等
工狸表の政策目標 障がい者スポ ツ及び文化・芸術を図る
世鞠

事業内容の説明

事業の目的・概要
夏の国民体育大会後に開催される「全国障害者スポーツ大会」への鳥取県選手団の派遣等に係る
業務を鳥取県障がい者スポーツ協会に委託して行う。

2 主な事業内容 (単位.千円)
事業名 予算額 内 n甘~ 

全国障害者スポ ツ大 8. 520 全国障害者スポ ツ大会へ個人競技選手、団体競技チームを
会派遣 派遣する。

〔委託先:)鳥取県障がい者スポーツ協会〕

全国障害者スポーツ大 6. 313 全国障害者スポーツ大会団体競技への出場チームを決定する
会中・四国ブロック予 ための中・四国ブロック予選会に県代表チームを派遣する。
選会派遣 〔委託先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕
個人競技選手選考会の 726 全国障害者スポーツ大会個人競技への出場選手を選考するた
開催 めの選考会を開催する。

〔委託先・鳥取県障がい者スポーツ協会〕
オープン競技選手選考 52 全国障害者スポーツ大会オープン競技への出場チームを決定
会の開催 するための選考会を開催する。

〔委託先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕
鳥取県選手団強化練習 574 全国障害者スポ ツ大会へ出場する個人競技選手に対して強
会の開催 化練習会を開催する。

〔委託先・鳥取県障がい者スポーツ協会〕
標準事務費 616 

d口h 計 16. 801 

13 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
1項社会福祉費 障がい福祉課(内線:7 6 7 5)→事業実施.文化観光スポーツ局スポーツ課
1 2目障がい者自立支援事業費 (単位:千円)

財 源 内 言R
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国陣支出金 起債 その他 一般財源

(新)障がい者スポ
ーツ競技力向上事業 14. 545 。14. 545 14. 545 
ト タルコスト 16. 093千円(前年度O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 委託契約事務、受託者との連絡調整等

工程表の政策目 障がい者スポ ツ及び文化・芸術振興を図る

標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
2 0 2 0年東京パラリンピック開催ポ決定を契機に障がい者スポーツへの関心がさらに高まってい
る。本県出身の選手が全国障害者ス ーツ大会や東京パラリンピック等で活躍できるよう、よりレ

ベルの高い選手や指導者の育成を行い、競技力の向上を図る。

[委託先]鳥取県障がい者スポーツ協会

2 主な事業内容
( 1 )全国障害者スポーツ大会や国際的なスポーツ大会等で活躍できる選手の育成
区分 内 H甘b 予算額

個人競技 強化選手を指定し、合宿や県外遠征の実施や強化トレ ーングを実施する。
(県体育協会加盟の競技団体と合同の合宿や、県体育協会の競技団体に所 4.721 
属する指導者による指導を実施する。)

団体競技 団体チ ム強化のため、合同練習会や合宿等を実施。

(特別支援学校で取り組まれているソフトボールやバスケットボールは、 4. 421 
生徒も交えた合同練習会を開催する。)

【委託先]鳥取県障がい者スポーツ協会

( 2)競技活動を支える体制の整備
区分 内 ~ゴ，ー 予算額

指導者育成 県外へ指導者を派遣し優れた指導方法を身につけてもらうなど、県内指導

者の指導力向上及び指導体制の充実を図る。 667 
体制整備 競技力向上策を県障がい者スポーツ協会において実施していくため、協会

に専任のスポーツ指導員 l名を配置し、体制整備を図る。 3.736 
[委託先]鳥取県障がい者スポーツ協会

(3 )東京パラリンピックに向けたトレーニングセンター誘致
区分 内 Z廿切 予算額
調査研究 東京パラリンピックの開催に向け、全国の樟がい者が使いやすいトレ一一

ングの場を本県へ誘致するための調査研究を行う。 1. 000 
【委託先]民間の調査会社

3 これまでの取組状況、改善点
-現在の障がい者スポーツにおける競技力向上策は、全国障害者スポーツ大会個人競技出場選手に対
する強化練習会を開催しているだけで、その他の強化策は行われていない状況にある。

-団体競技は競技人口が少なく、県内に日頃の練習・対戦相手となるチームが無いため、競技力向上

が望めない状況。その結果、全国障害者スポーツ大会中四国ブロック予選を勝ち抜けない状況が続

いている。
-選手の競技力向上に加え、各競技において強化の中心となり得る質の高い指導者を養成し、指導体

制の充実を図る必要がある。

-県障がい者スポーツ協会に加盟する競技団体は運営基盤が脆弱であるため、協会のリーダーシップ

のもと、個人・団体競技を関わず障がい者スポーツの競技力の底上げを行うため、協会の体制整備

が必要。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
5項特殊学校費 特別支援教育課(内線 :7924)
2目 特別支援学校費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)共生社会をめざ (基金器入金)

す文化・芸術活動支援 6， 262 。 6， 262 6， 262 
事業

トータルコスト 6， 262千円(前年度O千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 「第14回全国障がい芸術・文化祭とっとり大会」における特別支援学校活動
万鼓駒施策日間関 特別支援教育の充実、文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明 uとっとり支え愛基金」充当事業】

1 事業の概要
平成26年度に開催される「第14回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会」の一貫として、「特別l
支援学校合同文化祭J、「特別支援学校合同合唱」等に取り組み、大会の成功及び各学校の文化・芸術活動

の充実を図る。

2 事業内容及び事業費
[大会スケジュール]

07月12日(土)rオープニングセレモニーJ
県立米子養護学校と日野高等学校による荒神神楽

09月20日(土)r特別支援学校合同文化祭J
特別支援学校と高等学校生徒とのコラボレーション

011月l日(土)rクライマックスイベントJ
特別支援学校合同合唱

県立米子養護学校と日野高等学校による荒神神楽

区分 予算額 事業内容

各学校での活動 2， 311 各学校の取組
学校名 活動内容

鳥取盲学校 陶芸活動・合唱

鳥取聾学校 演劇・ダンス・合唱

鳥取養護学校 傘踊り・合唱

自兎養護学校 すず心踊り・白兎太鼓・

ハンドベル・合唱

倉吉養護学校 くらょうばやし・合唱・

フラワーアレンジメント・茶道・

書道・絵画

皆生養護学校 演劇・ダンス・合唱

県立米子養護学校 荒神神楽・ダンス・けんぺい太鼓・

合唱

琴の滞高等特別支援学校 合唱

芸術文化祭に係る 3， 951 -地域別(東・中・西部)での合同練習 2回
事前合同練習 -全体練習 l回

合計 6， 262 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
1項社会福祉費
1 2目 障がい者自立支援事業費

障がい福祉課(内線・ 71 9 3) 
(単位:千円)

E 財 源内訳
前年度!比較 1 !備考

I国庫支出金|起債|その他|一般財源
事業名 本年度

4委主事室障がい児1 45， 2021 。い5202| l rm|  

卜ータルコ λ 卜140. IbU十円【同咋I亨 i十十円) 11十臓員:u， z人|
王な菜務内谷l禰切金父何事務寺

2 主な事業内容
(1)重症心身障がい児者等日中支援事業【新規] (25，193千円)
生活介護事業所、放課後等デイ事業所において、重症心身障がい児者等の日中支援を行う
社会福祉法人等に対し、 1 : 1相当の配置に係る人件費から事業者が得る自立支援給付費の
相当額を引いた差額分の助成を行う。
人補助対象 l重症心身障がい児者等の日中支援を行う在否福証語天等
負担割合 |県112、市町村112
補助基準単価 |生活介護利用 一人当たり 2，900円/日

放課後等デイ利用 一人当たり 1. 900円/日

(2 )重症心身障がい児者等短期入所利用支援事業【新規] (4， 921千円)
短期入所事業所において、重症心身障がい児者の短期入所への支援を行う社会福祉法人等
に対し、 1: 1相当の配置に係る人件費から事業者が得る自立支援給付費の相当額を引いた
差額分の助成を行う。
|補助対象 |重症心身障がい児者等の短期入所への支援を行う社会福祉法人等 | 
l 負担割合 |県112、市町村112
補助基準単価 |一人当たり 6. 700円/日 | 

( 3)重症心身障がい児者等ケアホーム夜間生活支援員配置事業【組替え・拡充】 (7，092千円i
共同生活援助事業所において、重症心身障がい児者等の支援に必要となる生活支援員を独
自に配置し支援を行う社会福祉法人等に対し、 1: 1相当の配置に係る人件費から事業者が
得る自立支援給付費の相当額を引いた差額分の助成を行う。
※障がい者グループホーム夜間世話人配置事業からの組替え
現行:1施設支援員1名上限キ拡充:1施設支援員2名上限

実施主体 |市町村
補助対象 |重症心身障がい児者等の支援に必要となる生活支援員を独自に配置し支

援を行う社会福祉法人等
負担詞合 |県112、市町村112
補助基準単価 |一人当たり 9. 715円/臼

(4 )重症心身障がい児者等専IJ用施設基盤整備事業【新規】 (7，996千円)
生活介護事業所、共同生活介護事業所(ケアホーム)、短期入所事業所、放課後等デイ事業
所において、重症心身障がい児者等を受け入れるために必要な施設の整備を行う社会福祉法
人等に対して整備に必要な経費の助成を行うロ

実施主体
補助対象

負担割合

補助額

社会福祉法人等

生活介護事業所、共同生活介護事業所(ケアホ一五)、短期医所事業所、
放課後等デイ事業所において、重症心身障がい児者等を受け入れる社会

盈誕益ム笠
県 10/10
総事業費から社会福祉施設等施設整備事渠の国庫扇扇基本額に4/3を
乗じて得た額を除いた額の 1/2
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3 これまでの取組状況・課題
重症心身障がい児者施策として、「重症心身障がい児者等受入事業所(ケアホーム)夜間世話人等
配置事業」や「介護職員等によるたん吸引等実施のための研修事業Jなどを実施してきた。
しかし、重症心身障がい児者等を支える事業所及び支援者が少なく、保護者が必死に支援して
いる中、保護者の高齢化に伴い保護者の精神的・身体的な負担が大きくなり、在宅生活に限界
が生じている。
また、保護者・本人が親亡きあとの生活に不安を抱えている現状の中、受け皿となる事業所
(生活介護・ショートステイ・ケアホーム事業所)を婚やすなど、持続的な運営を支援するこ
とが急務主なっている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
2項児童福祉費 子ども発達支援課(内線 :7865)

(単位:千円)1日 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)重度障がい (基金繰入金)

児者医療型ショー 67. 898 。67. 898 67. 898 
トステイ整備等事
業
ト タルコスト 69. 446千円(前年度目千円) [正職員:O. 2人〕

主工(指程な標表業務)¢政内容策目標
補助金 、 い との連絡調整
重症心身障がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続した支援体制
の整備

[fとっとり支え愛基金J充当事業]
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
医療ケアの必要な重度障がい児者の地域生活に係る家族の負担軽減のためには、医療機関と連携し
たサービスの実施が不可欠であることから、医療機関の実施する医療型ショートステイ事業所の拡充
を図るとともに、ー当該ショートステイ事業所における支援の充実を図る。

2 主な事業内容
(1)在宅生活を送る医療ケアの必要な重度障がい児者が安心していつでも医療型ショートステイを
利用できるようにするため、医療機関が重度障がい児者を受け入れるために年間を通して病床
を確保する。

(2 )当該ショートステイにおける支援の場に、利用者及びその家族への安心感の提供、支援の充実、
医療機関が抱く支援への不安を解消するため、利用者が普段地域で利用しているへルパ一等を
派遣する仕組みを併せて構築し、そのへルパ一等の派遣に係る費用を助成する。

区 分 内 容
補助対象 医療機関(各圏域1床を想定)、重度訪問介護事業所等
負担割合 (1)県 10/10、(2)県90%、本人 10%
補助単価 (1)医療型ショ トスァイ病床の確保

-所要額:37. 623千円/年 (3病院)
(2 )へルパ一派遣
-所要額:30. 275千円/年 (3事業所)

3 これまでの取組状況、改善点
重度障がい児者が地域で安心・安全に生活できるように、保護者等の声を聞きながら、これまでも
県単独で様々な事業に取り組んできたが、周産期医療の進展により、在宅での医療ケアが必要な重度
の障がい児者が増加してきでいる。
このような中、多くの家族は在宅生活を望んでいるが、障がい児者の重度化が進むと家族の身体的
-精神的負担が大きく、とりわけ、医療ケアが必要な本人及び保護者・家族の負担はまだまだ大きい。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
2項児童福祉費

前年度|比較

~ 906 I 0 

事業内容の説明

1 事業の目的・槻要
重度障がい者に対し地域でリハビリテーションを提供できる事業所が不足しているため、重度障が
い者の日中活動の場におけるリハビリテーション機能の充実を図る。

2 主な事業内容
重度障がい者が日中利用する生活介護事業所等l之、医療機関の理学療法士等の専門職員を派遣し、
事業所職員に対し、重度障がい者への関わりについて指導、助言を行うために必要な経費を助成す
る。

区分 内 M廿h 

実施主体 県

委託先 訪問リハビリァ ション等を実施している医療機関及び民間事業所
(各圏域1か所ずつ)

負担割合 県 10/10
所要額 3， 906千円

3 これまでの取組状況、改善点
重症心身障がい者への理解、基本的な支援方法等を事業所に学んでもらう機会として、重症心身
障がい児者受入研修を実施した。
しかし、生活介護事業所など重度障がい者が日中利用する事業所における利用者への関わりは、
利用者個々によって異なり、事業所からは実際の支援の場面で専門的な知識を持った理学療法士等
からの助言を求める意見も出ている。特に、 18歳以上の重度障がい者に係る助言等を行う体制が整
っていないため、地域の訪問リハビリテーション事業所の理学療法士等の協力を得ながら、利用者
への関わり方を事業所職員に助言、指導できる仕組みを作ることが必要である。

巴:仏語山

[，生活介盟事案所】
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
2項児童福祉費 子ども発達支援諜(内線 :7151)
1 EI 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)重度障がい (基金繰入金)

児者地域生活促進 10，826 。10， 826 10， 826 
-安心事業
トータルコスト 131l整d備4心8千身障円 (前年度O千円) [正職員:0.3人〕
主な業務内容 補 、契約業務、関係団体との連絡調整

工程蹟表標の政策目標 重の がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続した支援体制
{m~) 

rrとっとり支え愛基金」充当事業]
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
医療ケアが必要な重度障がい児者の地域移行を推進するため、重度障がい者が利用するケアホーム
等を活用した体験事業を実施する団体を支援する。
また、重度障がい児者及びその家族等が身近に相談できる体制を整備する。

2 主な事業内容
(1)重度障がい児者地域移行推進モデル事業
入院又は入所中の医療的ケアが必要な重度障がい児者を対象に、ケアホーム等での生活を体験し
ていただき、その中で支援方法や課題を整理し、その後の地域移行につなげるための支援を行う団
体に対して、支援に必要な経費(看護師等の人件費、介護用ベッド等の備品代等)を助成する。
区 分 内 h合旬f 

補助対象 ケアホ ム等を活用した生活体験により医療ケアが必要な重度障がい児者
の地域移行を推進する団体

補助対象経費 0支援者の人件費
該当者1名に対して看護師2名、支援員1名の計3名分
0医療用備品等購入費等

体験形態 0日帰り体験
0宿泊体験(1泊2日)

所要額 10，466千円

(2 )重度障がい児児者者相談員設置事業
重度障がい とその保護者の悩みや思いに寄り添い、相談に応じ、適切な情報提供や豊富な経
験に基づく助言等を行う相談員を新たに配置する。
区 分 内 n甘~ 

実施主体 県
相談員の数 3名程度(各国域1名ずつ)
相談員の業務 ①家庭における養育、生活等に関する相談に応じ、必要な指導、助日等を

行う。
②重度障がい児者の専門的な相談支援に関し、関係機関との連絡調整を行
つ。

所要額 360千円

3 これまでの取組状況、改善点
重度障がい児者が地域で安心・安全に生活できるため、保護者等の声を聞きながら、これまでも県
単独で様々な事業に取り組んできたが、在宅での医療ケアが必要な重度の障がい児者が増加してきで
いる。
一方、多くの家族がどんなに障がいが重たくても在宅での生活を望んでいるが、家族の高齢化や障
がいの重度化により在宅での生活が困難になってきている状況がある。また、入所施設ではなく、地
域で生活させたいという、多くの保護者の強い思いもある。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費

l項社会福祉費

1 2目 障がい者自立支援事業費

障がい福祉課(内線 :7889)

(単位:千円)

事業、名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国防支出金 起債 その他 一般財源

障がい者就労継続事

業所工賃3倍計画事 40， 058 34， 180 5， 878 20， 309 19，749 
業

トータルコスト 47， 797千円(前年度 42，124千円) [正職員:1. 0人]
主な業務内容 委託契約事務、補助金業務、実態調査の実施財産貸付事務等

工程表の政策目標館関 工賃が平成18年度実績額の3倍となるよう支援する。
(目標値:平均工賃月額が33千円/月)

事業内容の説明

事業の目的・概要 | 
(1)障がい者が地域で自立して生活するための最低収入の確保の実現及び障がい者就労継続支援事

業所(以下「事業所」という。)で訓練を受けながら働く障がい者の就労に対する意識の向上を図

るため、事業所の経営改善及び職員の意識改革・スキルアップ等を図り、経営・ビジネスの観点を|

踏まえた事業所運営を支援する。

(2) 11日)境水産高校情報科棟(昭和53年建築)を障害福祉サービス事業所として、引き続き社会
福祉法人養和会へ有償貸付(貸付期間・平成26年4月~平成31年3月の5年間)を行うに当た|
り、国庫納付金相当額を鳥取県県立公共施設等建設基金に積み立てる。

2 主な事業内容
(単位:千円)

項 目 事 業 内 釘廿且τ・ 予算額 備考

アドバイザー派 中小企業診断士、デザイナ一等の経営系及びパァィシエ等の

事 遣事業 技術系の専門家をアドバイザーとして委嘱し、事業所及び企

業 業へ派遣する。 1. 630 委託
所 "r ①事業所への派遣 (国112)
経 -事業所からの相談申込みに基づく支援

営 -個々の課題に対応した相談支援(電話・訪問)

基 ②企業への派遣

盤 -企業の商品開発の企画段階から事業所との協働を提案し、

支 協働による新たな事業展開を促進

援

事業所カルテ・ 事業所ごとのカルテ及びベンチマークを作成し、個々の事業

ベンチマーク作 所に必要な支援を的確に提案、実行していくための基盤を整 1. 397 委託
成事業 える。 (国112)

-アドバイザー(中小企業診断土)が事業所を訪問調査

-事業所の現状(経営資源の保有状況、経営基盤、目標工賃

等)の見える化を実現するため、事業所毎のカルテを作成

-事業所ごとのベンチマーク(3年先までの各年ごとの目標
設定等)を作成し的確な経営ビジョンの確立及び目標達成

への取組みを支援

21 

? 



各種セミナーの ①トップセミナー

人 開催 対象 法人理事長、施設長等

材 (目的)工賃向上に係るトップの意識改革を図る。

育 内容 (狙い)事業所全体の取組みとして促進

成 (具体的内容)
. -事業所における支援力、ビジネスカ(経営力) 1. 104 委託
体 の必要性に関する講義 (国112)

制 -目標工賃達成事業所・利用者の欠席が少ない事

整 業所の施設長による成功例の発表 等

備 ②事業所職員研修

対象 職業指導員、生活支援員

ア営業カアップ研修

内容 (目的)企業との交渉を行う際のプレゼンテーショ

ン力(商談力)の習得を図る。

(内容)プレゼンテーショシ資料の作り方、話し方、

自事業所の売り込み方など実践を想定したワー

クセミナー

イ 就労支援スキルアップ研修

(目的)事業所で働く障がい者を支える職業支援

員等に、“就労・労働の場"としての意識

の育成を図る。

(内容) 2日関連続のグループワーク研修等

販路・受注拡大 -企業への訪問による発注可能作業の把握

販 推進事業 -事業所への訪問による状況把握、企業情報の提供 780 委託

路 -企業及び事業所への企画商品の提案、斡旋、販売企画 (国112)
. -製品アドバイス&ブラッシュアップ見本市の開催

~ ζ -企業等による事業所の仕事見学会の開催

注 -個別スーパーでのハートフルデー(毎月特定日等)の開催 l

拡

大

推 関西圏域各府県 関西圏域の各府県が合同で開催するスイーツコンテスト等へ

進 合同コンテスト の参加を支援し、一般市場を意識した製品品質の向上、販路 4，697 委託

支 への参戦 拡大を図る。 (国112)

援 -県内予選会開催及び県代表による決勝出場(予定会場:神 (国10/10)
戸市)に係る支援

-関西圏域の各府県が合同で開催及び参加する商談会参加へ

の支援

-県外で開催される商談会(物産協会主催)等参加への支援

振興センター機 NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターに工賃向上の 10，619 委託
能強化事業 ための職員を配置(東部、西部に各1名) (国112)
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NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターに「共同受注 9.331 委託
共同受注窓口の 窓口」を設置し、平成25年4月に施行された障害者優先調 (匡110/10)
設置事業 逮推進法に基づく官公需等の受注の円滑化を図る。

<共同受注窓口の業務>

-官公庁や企業が障がい者就労施設からの物品等の調達を

行うにあたり、受注内容を対応可能な事業所等に分配し、

複数の事業所で連携して対応できるよう調整等を実施(大

量受注等に対し有効)

. (新規】

官公庁(県、市町村)向けに、障がい者就労施設の製品、

仕事の展示説明会を開催する。(各市町村を会場として

実施)

[新規] 就労継続支援事業所の商品をより付加価値のある商品として 6.489 委託
ギフトビジネス参 売り込むためにギフトカタログを制作し、葬儀返礼品ピジネ (単県)

入事業 スなど新たなビジネスチャンスを開拓する。 100 直営
(単県)

当該年度の平均工賃月額を前年度実績より20%以上増加させ 2. 000 補助
目標工賃達成助成 ることを目標に掲げた就労継続支援事業所が、その目標を達 (単県)

事業 成した場合に補助金を支給する。

実施主体 就労継続支援B型事業所を運営する法人
補助額 次の工賃僧加害l合による

ア)30%以上 10千円×利用定員
イ)20%-30%未満 5千円×利用定員

補助対象 当該事業に必要な職員給料、職員手当等

終脅

[新規】 産業教育関係国庫補助金等により取得した財産(旧境水産品 1. 911 
基金造成事業 校情報科棟)について目的外使用(社会福祉法人養和会が障 (単県)

がい者就労継続支援事業所を運営するための貸し付け)を行

うため補助金等に係る予算の適正化に関する法律に基づき、

残存価格相当額を県立学校の施設整備に要する経費に充てる

ことを目的とした基金に積み立てる。

言十 40. 058 
※委託事業は、 NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターに委託を予定(新規事業を除く)。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
1項社会福祉費 障がい福祉課(内線・ 78 8 9) 

(単位:千円)1 2目 障がい者自立支援事業費

事業名
財 源 内 訳

備考本年度 前年度 比較
一般財源国庫支出金 起債 その他

農福連携推進事業 (雑入)
9. 922 13. 896 ム3.974 33 9. 889 

トータルコスト 17. 661千円(前年度 2J.840千円) [正職員:1. 0入、非常勤職員3.0人]
主な業務内容 農福連携マッチング業務、プロジェクトチ ムの開催等
工程表町政責 ~I (指事) 工賃が平成 18年度実績額の3倍となるよう支援する。

(目標値:平均工賃月額が33千円/月)
事業内容の説明

事業の目的・概要
障がい者の農業分野への就労を促進するため、就労系障害福祉サービス事業所と農家の農作業受
委託のマッチングを行うほか、特産品生産に係る支援など農福連携の受注体制強化のための取組支
援を行う。

2 主な事業内容
( 1 )農福連携マッチング機能

農家と就労系障害福祉サ ビス事業所との農作業の受委託を円滑に行うため、各圏
内容 域のプロジェクトチームの管理の下、福祉保健局等にコーディネーターを配置して次

の業務を行う。

<業務内容>
-就労系障害福祉サービス事業所のニーズ把握及び農福への取組勧奨
-農作業の情報収集及び就労系障害福祉サービス事業所が受注しやすいような農
作業の提案等
-農作業受委託のマッチング、契約支援等
-契約内容の進捗管理及び履行状況の把握
-農林局、，福祉保健局等の関係機関からの農家及び就労系障害福祉サービス事業
所に関する情報把握
-他県の農福連携の取組に関する情報収集等

予算額 8. 088千円

( 2 )作業単価の高いらっきょう作業の支援 ※事業期間:平成 25~26 年度
作業単価の高いらっきょうの根切り作業の受注を拡大するため次の事業を実施す
る。
ア 繁忙期の支援員増に対する助成

内容 補助対象者 繁忙期の土日にらっきょうの根切り作業を行うため、支援員
を配置する就労系障害福祉サービス事業所

対象経費 支援員の人件費
補助額 支援員の労働時間 1時間当たり 664円(最低賃金)

イ 根切り機の購入に対する助成
補助対象者 らっきょうの根切り作業受託のため、新たに根切り機を購入

する就労系障害福祉サービス事業所
対象経費 根切り機購入経費
補助率 県 1/2、事業者1/2

予算額 931千円

( 3 )農業を主要な就労事業とする就労系障害福祉サービス事業所の育成支援
年間を通じて事業所が農作業を受託できるよう、共同発注を積極的に進める農家に
謝金を支給する。

内容 <謝金制度の概要>
1つの就労系障害福祉サービス事業所に年間を通じた (5か月以上)複数の農作物
に関する農作業を発注する共同発注グループの農家に対して謝金(作業料金の8割、
上限5万円)を支給する。

予算額 300千円

( 4)標準事務費 603千円

24 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
l項社会福祉費 障がい福祉課{内線 :7889)
1 2目 障がい者自立支援事業費 (単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
ftt 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

障がい者一般就労移 (基金繰入金}

行支援事業 2. 669 3. 930 ム1.261 1. 081 1. 0.82 506 
ト タlレコスト 3.443千円(前年度 5.519千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 委託契約事務、実習謝金の支払い 等

工程表の政策目標醐 福祉施設における就労から、 般就労に移行することができるように支援するロ
(目標値:一般就労への移行者数64人(平成23年度~平成30年度において毎年)) 

事業内容の説明 (fとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要
( 1 )障がい者が円滑に職場に適用できるよう、障害福祉サービス事業所等の職員の資質向上を図る
ため、ジョブコーチ地方セミナーを開催する。
(2)障害福祉サービス事業所を利用する障がい者の職場実習の活性給化を図ることを目的として、実
習の受入企業に対して謝金を、実習受講者に対して奨励金を支 する。

2 主な事業内容
( 1 )ジョブコーチ地方セミナー開催事業
内容 <対象者>

福祉施設職員、企業関係者、特別支援教育に携わる教職員など

<内容・定員>
ア 基礎セミナー(1日目) ・・定員 100人
講義、県内ジョブコーチによる実践発表

イ 実践セミナー (2日目)…定員36人
職場開拓、作業指示等のロールプレイなど

<開催時期>

9月頃
予算額 2. 163千円(国 1/2、とっとり支え愛基金1/2)

※ジョブコーチ(職場適応援助者)とは
障がい者が円滑に職場に適応できるよう、直接、職場に出向いて、作業遂行力や職場内コ
ミュニケーション能力の向上支援等のきめ細やかな支援を行う者。

( 2 )実習受入謝金等の支給
内容 障害福祉サ ビス事業所からの実習の受入企業に対して謝金を、実習受講者に

対して奨励金を支給する。(但し、 3日以上の美習に限る。)
<謝金・奨励金の単価>

ア 受入企業への裁金 …実習1日当たり 1，000円
イ 実習受講者への奨励金 …実習1日当たり 1，000円

予算額 506千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
2項児童福祉費

前年度|比較

。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取療育園では、外来分室棟(エルマー)で自閉症等発達障がいのある未就学児童に対する療育指
導や保護者の相談を受けているが、利用者ニーズ等の増加に伴い建物が狭随化している乙とや療育園
本館と離れているため利便性が低いことに加え、老朽化が進み、雨漏りや療育指導の際に床が揺れる
などの問題が発生している。
このため、鳥取療育園本館棋に新たに外来分室棟を改築し移転する。

延床面積:約210ぱ

3 これまでの取組状況、改善点
鳥取療育園は、昭和50年に肢体不自由児通園施設として運営開始したが、平成16年に理学療法
室等を増築し、平成17年から外来診療を開始するとともに自閉症協会が行っていた自閉症療育(現
名称:児童発達支援)を県事業として引継ぎ旧積善学園で実施するなど、多様化するニーズに対応す
るため順次対象者及び事業を拡大している。(平成19年には、東部福祉保健局から譲渡された中央
病院敷地内の建物を外来分室棟とし、児童発達支援の実施場所を移転)
しかし、元々が肢体不自由児通園施設であることから、診察待合室がなく狭隆である等、外来診療
及び‘発達障がいの療育等に充分に対応できていない面があり、平成24年度に診察室を一部区切り待
合室を設置し、環境の改善を図った。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
u亘労政費
1目 労政総務費

雇用人材総室 I就業支援室] (内線:7229)
(単位・千円)

財源内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国庫支出生起債その他一般財源

(新)障がい者就 (42， 646) 1 (0) 1 (42， 646) 1 1 1 (21， 153) 1 (21， 493) 
業支援推進事業 〈繰入金〉

28，6041 01 28，6041 1 1 7，1111 21，493 

トータルコスト 36， 343千円(前年度 O千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 障がい者創業・起業支援、県版ジョブコーチセンター設置など

I程制服時(指喜) 障がい者の就業支援.民間企業における障がい者雇用率を前年度以上とする

事業内容の説明 上段( )は[緊「と急っ雇と用り創支出え事愛業基計金上」分充を当含事む業惣] 

1着責支援需主)暴を需行うと勢。専る障がい者雇用の啓発を行うとともに障がい者就業支援体制強化(特に定

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分予算額 事業概要

シュ ことにR寧業がテャ支Jいィレ援者創コ事業ソミ業-1 20，294 
_ T -f AI'l* ' 
起

障がい者就業 (21，153)
体制強化事業 7， 111 

の起業

らの起

介護事

人ョ吉ブ齢・チ障害

=事ョブコー

啓障発が推い者進事雇業用 345 0O0企企障し業業たが精をいに対神者雇象障雇用が用とされいをした雇進て障用めい対がてる応いい問者{例く雇示た等用集めにののの対好{企す事成業る研例啓集修発会の・作情成報提供を主体と

事小業ツトワーク ネットワーク及び関連機障奇，がい者就労
85418 築E32部P孝ワ者者-生ー個が活ク就々支を職人援そ構活セ支動築ン援をタす行ーるうをた場中合め心等のl こ連携体制を構築
0 、必要に応じて手話通訳

合計 (42， 646) 
8，604 

3 ζ擾者障平れ副成セ雇が平ま知用ン成い2で事の者タ52の)目雇年4取を等標年用4組設及の度のR状置支ぴ末推の況援具し進訟た体法蜘に2;改的闘取雇蓄なで用1り点構施組9率暗策む6改』す人た正をるめに検=伴今I討障平いし平が成成い1当障者28協厚年8議f年度周会u唯にのーム末選下「実障にの施が3、数2会い商値議3者工目託』0団標0業を体を人新支や設3た擾障定に推害し設進者た協置就.議し業会』『 (会長生活支
障がい
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10款教育費
l項教育総務費
2目事務局費

事 業 名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

教育総務課(内線 :7578)
(単位:一千円)

本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

県教育委員会におけ (諸収入)
る障がい者就労支援 70， 322 64， 540 5， 782 233 70， 089 
事業
ト タルコスト 71. 096千円(前年度65，334千円) [正職員:O. 1入、非常勤職員33.0人]
主な業務内容 県立学校等に障がい者等を雇用
工程表功儲目標絡調 特別支援教育の充実
事業内容の説明

1 事業の概要
県立学校及び事務部局に知的障がい者等を非常勤職員として雇用し、学校現場における業務を
通じて:就労に向けて必要な業務遂行能力や事務処理能力、コミュニケーション能力の向上を図
り、一般就労につなげていく。
また、ハローワークの求職者情報に基づき、学校等における業務を切り出してマッチングを行
うとともに、業務に従事する中で明らかとなった課題や問題点を学校教育における指導の充実に
役立てるなど、学校でのノーマライゼーションの推進を図る。

2 事業内容
(1)学校版知的障がい者等ワークセンター

配置校
履用 人数 業務内容

障がい者 支援員 障がい者 支援員
特別支援学校 [知的障がい者等] 業務支援員 7人 事務補助、清掃、 業務に係る支援、
[自兎養護倉吉養護 業務補助職員 ※各校1人 除草、印刷、発送、 基本的職業習慣定
米子養護] 14人 米子養護は、障 給食配膳、調理、 着のための指導、

※臼兎養護 2人 がい者就業・生 データ入力、ホー 教職員との連携・
※倉吉養護 2人 活支援センター ムページ作成・管 調整等
米子養護10人 へ委託(5人) 理等

県立学校(1校) 業務補助職員2人 業務支援員 l人 向上 向上

(2 )知的障がい者等に対する就労支援・雇用促進事業

配置校
雇用 人数 業務内容

障がい者 支援員 障がい者 支援員
特別支援学校 [聴覚障がい者] デタ入力等の事
L鳥取聾学校本校・ 業務補助職員2人 務、校内実習にお
ひまわり分校] ※各校1人 ける補助的業務等
高等学校 [知的障がい者] 農産物への潅水・ 業務支援、基本的
[鳥取湖陵智頭農林 農場管理補助職員 業務支援員 散水、農場等の除 職業習慣定着のた
倉吉農業l 6人 3人 草、ハウスの清掃 めの指導、教職員

※各校2人 ※各校1人 等 との連携・調整等
事務部局(図書館) [精神障がい者] 本の書庫への返

業務補助職員2人 却、ラベル貼付等 一
( 3)重度視覚障がい者ワークセンター
配属先 雇用 人数 業務内容

教育総務課 [視覚障がい者] 視覚障がい者に対する県のパブリシティの点検、資料の
業務補助職員1人 点訳、テープ起こし等

3 これまでの取組状況、改善点
-平成25年度の教員採用試験から新たに障がい者枠を設定し、採用者の確保に努めるとともに、
事務部局の事務職員や非常勤職員など教員以外の職種での障がい者雇用に引き続き取り組んだ。
-これらの取組により、平成26年度は障がい者法定雇用率(2.2%)を達成する見込みである。

年度 1. 1 9 I 20 I 21 I 22 I 23 I 24 I 25 
|県教委の障がい者雇用率I1. 619Q， I 1. 49% I 1. 61% I 1. 74% I 1. 63% I 1. 67% I 1. 83% 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

前年度| 比較

13， 173 

1 事業の概要
特別支援学校等における進路指導や職業教育等を充実させ、特別支援学校卒業生の就労を促
進する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 ?g 

職ル業アッ指プ導研ス修キ 57 
特性別の託支高援い学知よョ校識りブ障の・コ教方害ー員者法チ就が及セ企業びミ技業・ナ術生開一拓等活等支、をに援就身派セ労に遣支つンす援けタる一にる。等係たる専門の委に がめ実県施
しているジ

特就必ヨ三斗三別労支促援進学協校議
107 
障にがいに者支のつ援雇改い用学善て校、に、携充の学学わ実校習るにも県の向交様内けえ子のたて学関を意視係習見機察内交容関し換ややて等事指いを業導た行所だ方う等き、の方職
業在特教り方別育 法等の

就事労業サボータ 15， 240 

障が)のい韓に開配置のし謀就て労いにる語議皇来室車草度壁は験ら議喜有品襲E喜撃重る者特き長務就夏園労サ季業
子校職を活場 な実援事がさせら

つつ

特にデ別助おル支等け事援のる業学業就校務

1. 429 

E5持1i基iあi!京!;?川貼;ii主主i町2必1iiFEit; i 補労

のが行在いい 分業析等サ結に果情報は知提体知的供をモ

合計 16， 833 

3 これまでの取組・成果
・県内外で開催されているジョブコーチセミナーに、平成19年度から平成25年度までの聞に、特
別支援学校の教員をのべ30名派遣。派遣者の多くは研修後、進路指導主事、作業学習主任等と
して各校における指導の中核的存在となっている。
-就労促進協議会は近年、岡山県、大阪府、広島県等において職業教育に力を入れている特別支
援学校及び障がい者雇用に先進的に取り組んでいる事業所等を視察。そこで得た知見を各校の
取組に生かしている。
-就労サボーターの配置は平成21年度から開始。
[参考]平成21年度 2名(白兎養護・倉吉養護)・平成22年度 3名(米子養護に培配置)
・就労サボーターは、特別支援学校高等部生徒の就職率の上昇に大きく貢献していると評価。
参考:特別一安梼掌枝卒業牛の就職率1※平成23年彦は令国第1仲

fj". I'lf I H19 I H20 I H21 I H22 I H23 
16.7% I 28.0% I 30. 1% I 28.3% I 42.5% 
24. 3% I 23. 7% I 23. 6% I 24. 3% I 2fi. 0% I ( 

-琴の浦に配置した学校業務補助員は少しずつ労働環境や業務内容にも慣れ、雇用当初に比べて
少ない支援で清掃や事務補助等、取り組める業務が培えてきている。また、同校に在籍する l
年生にとっても、卒業後の身近なよきモデルとしての存在となっている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費

5目教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較

特別支援教育課(内線 :7598)
(単位:千円)

ftj 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)県版特別支 健全器入金)

援学校技能検定実 2. 514 。2， 514 2， 514 
施事業

トータルコスト :1， 288千円(前年度 O千円) [正職員:0.1人]
主な業務内容 企業団体等と連携した特別支援学校版の技能検定の実施、校内技能検定の先行

実施

工程表η施策日間関 特別支援教育の充実
事業内容の説明 [ rとっとり支え愛基金」充当事業]
事業の概要

労働局や企業団体等と連携して、特別支援学校版の技能検定制度を創設し、特別支援学校に在籍

する生徒が作業学習等で身につけた知識、技能、態度等を一定の基準で評価することにより、「働

く意欲」や「技能」及び卒業後の就職率の一層の向上を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 !!ゴhー

技能検定制度の策定、 2， 514 0特別支援学校版技能検定
企業団体等と連携した -実施時期平成26年11 月 ~l 2月上旬
特別支援学校版の技能 -実施予定清掃部門検定

検定の実施及び校内技 -参加校 県内の特別支援学校の生徒

能検定の先行実施 -実施概要

5種目(テーブル拭き、自在ぼうき、モップ、ダスタ
ークロス、スクイージー)を実施

0校内技能検定
-各校の実態に応じた校内検定

-実施校県立特別支援学校(知的障がい)

3 これまでの取組状況、改善点
-特別支援学校3校に就労サポーターを配置し、各圏域における積極的な職場開拓を進めており、
高等部生徒の就職率が向上しつつある。

-さらなる就職率の向上に向けては、企業への啓発だけでなく、生徒の働く意欲、働く力(知識・

技能・態度等)を十分に育む教育を一層進めることが重要。

-これまで、県立特別支援学校の生徒が県障害者技能競技大会に参加しており、場加傾向にある。

[高等部卒業生の就職率] (各年度3月卒業者、%)
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

鳥取県 28. 0 30. 1 28. 3 42. 5 35. 7 

全 国 23. 7 23. 6 24， 3 25. 0 

【県立特別支援学校高等部生徒の県障害者技能競技大会への参加状況]

平成22年度 平成23年度 平成24年度

白兎養護学校 3名 3名 5名
米子養護学校 4名 5名 1 5名
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
6項住宅費
2目件宅建設費

事業名 |本年 前年度

(新)
とっとり住まいる I304. 650 I 0 
支援事業

トータルコスト I 316.259千円 (前年度 O千円) I正職員・1.5Al 
主な業務内容 | 申請書等の審査、補助金交付決定、中間確認・完成検査、補助金の支払い
工緯表の政策目標脂関目

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
消費税率引き上げによる住宅需要の腰折れ防止と関連産業の下支えを目的として、県内業者等を活
用した、県民の住まいづくりを幅広く支援する。

2 主な事業内容
(1)支援事業の内容

新
築

改
修

ア 住宅の新築に対する助成
県内事業者により木造一戸建住宅を新築する場合、基本支援として定額5万円の助成を行う。
さらに一定量以上の県産材を活用した場合については上乗せの支援項目を設け、 1戸あたり
最大95万円の助成を行う。

イ 住宅の改修等に対する助成
O. 3 rrI以上の県産材を活用して既存の住宅の改修等を行う場合、県産材の使用状況に応じた助
成を行う。また県産規格材の活用に係る要件及び伝統的な技術の活用に係る要件を満たすもの
に対しては上乗せの助成を行い、 l戸あたり最大45万円の助成を行う。

ウ 工務庖等に対する助成
本助成事業の利用実績がある企業(工務脂、設計事務所等) 3社以上が連携し消費者への情
報提供を実施する場合、必要経費の一部について助成を行う。
※県施策の周知を併せて行うものに限る。
補助率 1/2 (上限50万円) 。予算額・1.500千円

3 これまでの取組状況
住宅取得者を幅広く支援するため、「環境にやさしい木の住まい助成事業」を全面的に見直し、よ
り利用しやすい新制度とした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費
2目 中小企業振興費

経済産業組[産業概室](内覧記鵠i
財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 較 備考
国庫支出金 l起債 その他 一般財源

経支(新援営)改事善業設備投資 86， 200 。86， 200 86， 200 

トータルコスト 88， 522千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 商工団体調整、補助金交付事務、進捗管理等

工程表の政篇目標(指標) 県内企業の競争力ある新事業展開!と販路開拓等への支援

事業内容の説明

1器強事経化業;や済の男i成票冒用i長的戦i仮維略i需持iに要拡iよ大iるをi足図認気る回復への期経待営が高まる 方、消契費税率引き上げによる需要減少すが県版 革新計闘の認プ定を 新向中たな取経組営規改模に事善チやャレンジ る
て、さらなるステッア けた 成長 へ
を支援することにより、県ツ内の 小・小 業者の分競野争力

2 主な事業内容

〈経営改善設備投資支援補助金〉

対象者
( 1 )今県も版の経づ営く革り新企計業画以外の認数加も値定含を事む業「者全業達種た成事J が対象
((2))県雇版経維営持革新ま計た画の 前目標提等を または達成有が見込まれること
3 用の は増 とし 業計画をすること

対象事業 8設県備経済投資再を伴成う経営改に定善.向上の取的組推進(生産性やlJ-t'̂ル新レいW川ヘイ事.業展開
県 生長戦略 める戦略 分野にかかる

補助上限額 [[一 戦般 型]] 3，O00千円 (事事業業規規模模下下限 500千円)) 
成長略型 10，000千円( 限4，500千円
※成長戦略型は、先進的な技術開発を伴う設備投資や一定の経済波及効果が認めら
れるものなどを対象

補助率 2/3以内

対象経費 設工備具器(生具産、性備品・ト、ピシルスヘテ'ルム向)上のま購た入は、新改事修業、展リ開ーにス必費要用な等建物・機械装置、

補助期間 最長12ヶ月(債務負担行為:平成27年度)

予算額
1 )企業への補助金 85，補000千円(H26交付決定枠 120，000千円)
2)商工団体への事務費助 J， 200千円

3 官ζ民れま{2で認4の定取(企製f組業2造L数状柔甥況〕86社器改4建8善7設社産点業主5団こ8E社5T創142院月1末事小現売在埋12)1社設宿泊号式飲食蛸? 
中小企業者による新たな取組を

社、その他十ピ:>:113社、その他43社)

0へ生の産進性出やをサ促ーすビ。スレベルの向上に必要な設備導入を支援し、実効性のある経営改善や新分野
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
1 r頁商業費
2目 商業振興費

経済産業総室融支援室](内糧計端

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国Il支出金 起債 その他 一般財源

(新拡)) 

獲商得園支援大事・需業要
17， 000 。17， 000 17， 000 

トータJレコスト 19， 322千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 事業者、関係機関・団体との連絡調整、補助金交付、検査等事務手続等

標工程)表の政策目標(指 企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1 速域卸事道へ業・路の小の消の売目費開事的流通業出や・者概に新、要対たサすなーる航ビ取路ス組就事、航業商等者圏、等拡新が大た行等なうに人消資・費すモ税るノ率取の引組流きのれ上支のげ援変にを化対行に応うよし。た消費喚起の象取等組や、 高るストロー現 の他聞

2 主な事業内容

事業枠 予算額 事業概要
(千円)

消費喚起型 6， 000 
県内及実び他商圏における他費消(定(債繭用費額務幽喚)広負へ起d報担のセ費行取ー用為組ルの等ス平経成プ費2ロに7モ年つー度い)シてョ補ン助等す}るo (県内外で 施費するイベント、
[対象経額]イベント実施
φ補実助金 2， 000千円
- 施期間 12ヶ月以内

調査検討型 6， 000 商圏拡大及び需要獲得に係る調査・検討の取組の経費について補助す
る。
[対象経助費]市場調査費用、テストマーケティング費用 等
.補 金額 3，000千円(定(債額務) 
-実施期間 12ヶ月以内 負担行為:平成27年度)

事業改善型 5，000 商転圏拡換大等や)需要獲費家得に向けた取組(新サービス等の開発、新事業展開、

業態 の経 について補導助費(補す用助、る率。シ2 
【対象経助施費額]専門による指 ステム改)修費用等
@ 金 5， 00 内 /3以内
.補実 期間 24ヶO月千以円内以(債務負担行為:平成27年度~28年度)

3 これまでの取組状況人、口改減善少点、
少子高齢化による 平成26年4月以降の消費税率引き上げ等、卸・小売、サービス事
業者等の経営環境は今後厳しい状況に置かれることが予想される。
一方で、高速道路の開通、 DBS航路、米子鬼太郎空港へのスカイマーク使就航など、大交流時
代を迎えた鳥取県に、新たな人・モノの流れが生まれるといった明るい材料も見られる。
これらの外部環境の影響を大きく受ける卸・小売業、サービス業等の業種は、ピンチであると
同時にチャンスであるといえる。
消費税率引き上げや、他圏域への消費流出等に対する課題解決の取組を支援するとともに(ピ
ンチの克服)、ヒト・モノの流れを着実に経済活性化(カネの流れ)につなげるべく、新たな消
費喚起に向けた取組、業態転換も含めた生産性向上等の取組を支援し(チャンスをつかむ)、個
々の企業の経営力強化を図っていく必要がある。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
1項商業費
3目 金融対策費

経済産業総室I経営支援室](内線:7658)
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名|本年度|前年度|比較 備考
国庫支出金|起債| その他 |一般財源

企業自立サポー 〈貸付金元利収入〉

ト事業 1 1. 117. 3411 1. 630. 0191ム512.678 523. 242 I 594. 099 
(制度金融費)

トータルコストI1. 126.628千円(前年度 1.639. 552千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容l制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定等
工程制臨時(時)I資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

自立型社会への転換に向け、県内中小企業者等の事業の活性化及び経営の安定化などに要する
資金の円滑な調達を支援する。

2 平成26年度の主な制度内容
( 1 )業態転換やテイクオフなど新たな需要を獲得するための設備投資後押しのため、超長期資
金「企業競争力強化資金(仮称)Jの創設[新設】

+貸付利率通常利率/10年以内:1. 66% 10年超:1. 87耳 、
特別利率/10年以内:1. 43% 10年超:1. 60% 

+融資期間 20年以内(うち据置3年以内(措置特例5年以内))
争使途 設備(設備+運転や設備+倍換は可)
+特例措置次の要件に該当する場合、特別利率の適用や信用保証料を更に軽減
・鳥取県経済再生成長戦略の戦略的推進分野、商圏拡大(海外展開含む)、地域経済活性化に
資するとして公的支援案件、規制強化に伴う施設改修等(耐震化、地下タンク更新等) ) 

※利用企業の経営状況に応じた現行の負担軽減措置に加え、一定の要件(上記条件、小規模事業者、消
費税率引き上げ対応、特定の創業)に該当する場合には、更に現行の5割租度にまで負担軽減

(2 )円滑なニューマネー供給環境の整備[新設]
全国の業況悪化業種(セーフテイネット保証(※1))の指定業種の縮小(※2)に伴い、新たに
全業種対応のニューマネー資金「県版セーフティネット資金(仮称)Jを創設する。[… ……ヨ一一餓一一(也峨全錯銅業鵜種
'融資期間:リ10年(のうち据置3年)以内 +限度額:8，000万円
+貸付利率:年1.43% . .使途:運転・設備(借換)
+債務負担:信用保証協会の貸倒リスクの1/2について県の損失補償を設定。

※1全国的に業況が悪化している業種(国が指定)を営む事業者が金融機関から受ける融資について、信
用保証制度の特例として融資額の100%を信用保証協会が保証する制度(通常80%)
※2国の補正予算成立の一定期間経過後、指定業種が現在の642業種から 195業種に縮小される予定。
(主な指定外業種)電子・デバイス製造業、食料品製造業の一部、繊維工業の一部、建設業の一部など

(3 )債権者調整を必要とする経営再生をサポートする金融支援の継続
超長期(15年)の{昔換資金「経営再生円滑化借換特別資金」を延長する。

(4)小規模事業者や創業する者に対する支援[拡充]
「小規模事業者」や商工団体等の継続的支援など一定の要件を満たす「創業Jについて、
更なる保証料軽減を措置する。

(5)消費税率引き上げへの対応[新設]
地域経済変動対策資金に「消費税率引き上げ影響対応枠」を設定し、長期・低利の融資制

度を設けることに加えて、更なる保証料軽減を措置する。
[使途・運転・設備・借換期間:10年(据置3年)以内 限度額:2.8億円 金利ー年1.43%) 
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13 各制度融資の融資枠等(平成26年度新規融資枠500億円) (単位:千円)

資 金 名 平成26年度当初 平成25年度当初
融資枠 予算額 融資枠 予算額

(新規)企業競争カ強化資金(仮称) 4， 000， 000 11. 925 
中小企業小口融資 2， 000， 000 7， 038 2， 000， 000 7， 038 
小規模事業者融資 1. 000， 000 3， 226 1. 000， 000 3， 226. 
企業自立化支援資金 2， 000， 000 2， 000， 000 
(新規)県版t-7テイネット資金(仮称) 15， 000， 000 58， 725 
(廃止)経営活力強化資金 16， 000， 000 62， 640 
経営再生円滑化借換特別資金 7， 000， 000 31. 500 5， 000， 000 22， 500 
経営安定支援借換資金 10， 000， 000 47， 502 12， 000， 000 57， 002 
新規参入資金 4， 000， 000 11， 558 3， 000， 000 8， 669 
再生支援資金 400， 000 400， 000 
取引安定化対策資金 100， 000 353 100， 000 353 
流動資産担保融資 500， 000 2， 363 500， 000 2， 363 
災害等緊急対策資金 1， 000， OQil 4，242 1. 000， 000 4， 242 
地域経済変動対策資金 3， 000， 000 11. 745 2， 000， 000 7， 830 
新規分計 50， 000， 000 190，177 45， 000， 000 175， 863 

継 1 8年度以降実行分(利子補助) 403， 922 482，619 
続 1 7年度以前実行分(預託) 523， 242 971. 537 
分 継続分計 927， 164 1. 454， 156 

i'i 言十 50， 000， 000 1. 117， 341 45， 000， 000 1.630，019 

4 これまでの取組状況、改善点
地域経済に大きな影響を及ぼす世界的な金融危機や経済情勢の変化を受けて、厳しい経営環境
にある県内中小企業者の金融の円滑化を図るため、資金繰り緩和やニューマネー資金の供給など、
臨機応変な金融対策を実施してきた。

(主な取組状況)
-平成20年度1月臨時補正
既往借入金等の返済負担軽減のため、「経営安定支援借換資金」等を創設。
〔使途:f昔換期間・ 10年(据置3年)以内限度額・ 2億円金利:年1.66%等〕

-平成21年度9月補正予算
えJリーマンショックからの受注回復期におけるニューマネー資金需要に対応するため、セーフティ
ネット保証を活用した「経営活力再生緊急資金」を創設。
〔使途:運転・設備期間:10年(据置3年)以内限度額:8千万円金利:年1.43% J 

@平成23年度当初予算
景気対応緊急保証終了 (H23，3末)後の円滑なニューマネー供給環境を整備するため、「経営活力
再生緊急資金」をリニューアルして、セーフテイネット保証(業況悪化業種)から外れる中小企
業者も融資対象とする「経営活力強化資金Jを創設。
〔使途:運転・設備期間:10年(据置3年)以内限度額:8千万円金利:年1.43%J 

-平成23年度9月補正予算
県内大手企業の事業再編(三洋CE)の影響を受ける中小企業者の資金需要に対応するため、
「地域経済変動対策資金」を創設。
〔使途:運転・設備・{昔換期間・ 10年(据置3年)以内限度額:2，8億円金利・年1.43 %J 

φ平成24年度6月補正予算
金融円滑化法の終了を年度末に控え、経営再生に向け取り組む中小企業者等を支援するため、
超長期の「経営再生円滑化{昔換特別資金」を創設。
〔使途:借換期間:15年(据置1年)以内限度額:2. 8億円金利:年1.60%J 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
い 1項商業費 経済産業総室[経営支援室](内線:7658)

(単位:千円)3目 金融対策費

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

信用保証料負担

軽減補助金
138， 750 115，376 23， 374 138，750 

トータルコスト 141， 846千円(前年度118，554千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・!補助金の交付決定など

工程表町政量目標(指書) 資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
企業自立サポート事業(制度金融)では、その信用保証料率を鳥取県信用保証協会(以下「保
証協会J)の基本料率より低く設定しており、これによる保証協会の減収相当額について同協会
に補填を行っている。平成25年度経済対策として、さらに低い制度料率を設定し、中小企業者
等の業態転換や小規模げ事の業者層の創業や事業継続の下支えを図ることとしており、平成26年度
においても当該引下 措置を継続していく。

2 主な事業内容
‘一一・・引下げ拡大部分

区 分 基本 事業者負担 補助率 対象資金

料率 現行 拡充後 (拡充後)
一般資金 0.45% 0.45% 0.07% 企業自立化支援資金、企業立地促進資金

~ 1. 90% ~ 1. 45% ~O. 45% 
通常 0.45% O. 45% O. 15% 経営安定支援借換資金、経営活力強化資金(ー

戦略 ~ 1. 90% ~ 1. 08% ~O. 82% 般保証)、地域経済変動対策資金など
特例 0.45% 0.45% 。.23% 0.22% (新)企業競争力強化資金(仮称/超長期設備資

資金 ~ 1. 90% ~ 1. 08% ~O. 68% ~ 1. 22% 金)、新規参入資金(創業)、地域経済変動対策
資金(消費税率引き上げ対応枠)

小規模資金 0.45% O. 45% 0.23% 0.22% 中小企業小口融資、小規模事業者融資
~2. 20% ~ 1. 23% ~O. 78% ~ 1. 42% 

~ 10 協会基本料率 引下げ拡式イメージ(戦略費量) |引下げ猷抽イメージ | 
1. 90 ]. 75 ]. 90 
]. 70 

冠1五bE設足重備三議写言λ司」・F堕型動企聖子〉E 剥年率《% 1l 5叩0 四位正史補助部分

]. 10 ].1'8 '1.04 

0.90 現行桝.. I $ ...-- u.g:J ~O.80 

0.70 
日凶日9 号 4085 〉~-4L41d0L2J35 O. 50 
拡充後科準 0.54 ~49 0.~5 0.4 く亙互〉く麺極極〉

0.30 斜率区分

d垂垣善憂うO. 10 
悪ー経営核，，-良 町.

① ② ③ @ @ @ ⑦ @ @ 

3 これまでの取組状況、改善点
県の制度融資においては、従来から全資金を対象に、信用保証料の一部を補助し中小企業者の
負担軽減を図ってきたところである。全国的には景気回復が進展する一方、県内中小企業者には
充分に波及していない中で、特に厳しい経営環境下にある企業層に対し、より一層の配慮が必要
である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費興援
費
業

費
業
商

工
荷
商

目沼下
2

款
1
ヲ'

経済産業総室[経営支援室1(内集計翰l
財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 J:t 較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

経支援営事力強業化緊急 42， 415 65， 230 ム22，815 42， 415 

トータルコスト 44， 737千円(前年度67，613千円) [正職員;O. 3人]

主な業務内容 商工団体との連絡調整、申請・報告の審査、補助金事務

標工程(表指標の政)策目 企企業業支支援援体体制制のの充構実築 (経営支援による企業体質の強化) 企業の経営課題に応じた

事業内容の説明

1図E事書主業加主白主書義的料を育髄騒品音手者JJ認パイ持スが管できる官人材をf1商締工団結体に配露置す君る臨ととも絞に資中制小企業E診

2業主者商なの工事需団業要体内創(容出商や工企会業議関所連、携商支工援会等・商こ要工す会る連経合費会を及助び成中す小企業団体中央会)が実施する中小企
る (単位:千円)

区分 予算額 前年度予算額 概 要

( 1 )需要創出 15， 000 30， 000 商工団体が実施する県内中小企業者等の需要創出効果を
等推進事業 も補対た助象らす率事支業:援活動/、 取組(に必度額要な経費00を助成)する。•• 10 10 限 5， 0 千円

イメージ
0新たな商談等の発掘のため、誘致企業・県外企業との機会設定等
(他商圏商工団体との交流による商談会等の実施等)
0県内企業の起業・創業促進、新規事業創出のためのセミナーの実施

支化(2事)援商業体工制団体強
23， 415 23， 230 各商受工団体の管が内中き小企体業制等構築をきめ細しかく巡成す回し、 相談

をけることでる に対て助 る。

職員の毘置 20， 575 ※20. 630 
企・回業補専数助門職対率職員:員、1数及0体び/制経1営で0相人(員談計職が6不員名足)をす配置る商す工る会。議所に、 巡

※とっとり企業支援ネットワーク連携強化事業から組替 (20.630千円). 
ー・・・・・・・・・・・ー 晶・・・・・・・・.---ー岨』ーー薗岨 ー---------・・・・ーーーー・・・・・・・・--------------------ー『ー-------

得断中士促小企資進業格診取
2， 840 2， 600 

商用成. 工を助団体成職す員るの(中中小小企企業業診大学断士校等へのの資派格遣取費得用にのかか部るを費助

補助率;1/2 

(3)企業経営 4， 000 12， 000 中小企業者等の行う、企業連携や経営力強化の取組を行
力強化事業 うに当たり、事業商実施に必要な経助費千や、外部専門家活用

経・費補等助の一部を 工限団体度を通じて 成す)る。
率;2/3 (額 2，000 円

計 42， 415 65， 230 

-本事業についきて上はげ、対実策績と評し価て(平「地成25年人から3りカ事年業程」度を基想金定事)業に基にづおきい交て付商金工化団を体検に討職中員。
-消費税率引 、 域づく (!151Íl:~~) t:::SvlcilIIIlif]i$:t:::l[iiU't 7名を
別途措置。

3 等課商こ題にれ工よをま団抱る体で競えのが争て取経力お組営強り状支化、援況)商、をの工行改充団善っ実体点て強のい化経るを営県図支内る援中必活小要動企が業(あ売のる上多。確く保はや「販売路上開減拓少等との過需剰要債創務出」、と企い業った関経連営携
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

荷工政策課(内線:7212)
{単位:干円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

雇用創造 1万推人進費プ
ロジェクト " 825 " '55 670 " 825 

トータルコスト 4， 147千円(前年度 3， 538千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 雇用進創捗造状1況万及人び推追進加会施議策及案びのパとートナーシツなプど会議の運営、 l万人プロジェク
トの りまとめ

工程表の政輩目標(指標)雇(H用2創造6lの万4人年プ間ロでジlェ万ク人ト分のの着雇実用な創推造進をに目よ指るす雇)用環境の改善
3~2 

事業内容の説明

1 事業成の目的・概要策推
平 23年度に 定進した雇等用創造催1万人ププロジェクト推の進進捗管理及び追加施策の検討等を行う
とともに、 1万人 会議を開し、 ロジェクトの を図る。

雇用創造1万人プロジェクト(年次目標及び実績)

H23~H24 H25 H26 4年間
区分

目標 実績 目標
実績 年間実績

目標
目標 実績②見込

(10月時点) 見込 ① 

雇用創造 4，800 5，293 2，400 1，864 3，077 2，800 10，000 11，170 112弛

しj医自由療産福主祉主分教育笠分目野 I 3，700 3，936 1，900 1，525 2，480 2，400 し|も2，O00000 8，816 110唱
100 J.，357 500 339 597 400 2，354 118唱

緊急雇用 4，000 4，666 1，000 1，293 1，293 5，000 5，959 119% 

※緊急雇用の実績は、通年雇用換算後の数値(例 :6か月雇用×延べ2人当 1人/年)

2 主な事創業造内容
雇用 l万人プロジェクトを推進・加速するため、宮民連携の推進会議を開催・運営する。

( 1 )号車鳴35S積房2a程5用度造7創にi施けF鞍替え献体bE私書誌伊労働帥
〔役割〕各 造向育策たへの協力・他協調

雇用 助言

〔〔所回要額数〕〕 2l回，程434千円(委員報酬、旅費、会場借上等)

(2 ) パート割成ナー各プシ分ロップ会議間実ト【務進官け者捗民管追実(務委レベル会ブ議ザー】
〔〔構役 〕〕 野ジ民ェク 理員、オ パー)、庁内関係部長

雇用創程造に向 た加施策検討等

〔〔所回要額数〕〕 31回91度千円(委員報酬、旅費、会場借上等)

※その他、経済雇用対策推進チーム会議(庁内会議)を随時開催する。

3 
これプ 93人の雇用を創造し、創平造成25標年度は
約2，400)¥.(7) 13 tl'U::J:'I J...， '(3， 077 )¥.(7)JjjLIll ~ J[)Z，Jut::s G， 4年間でl万人の雇用 目は達
成で
県 による大量の者が生じるなど依
然と である平成26 は雇用(求)の

し取り組んでいく。
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財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国鞍出金 起債 その他 一般財源

フンス強ドデ化支ィ援フ事ェ 15， 000 。15， 000 15， 000 
業

トータルコスト 15， 774千円(前年度 O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工標程(表指標の政)策目

事業内容の説明

事業の目的・概要

食品全製安対造全策確工強程保化ににの対お取すけ組るるを異要支望物援混がす入高るまといとてうで消い、費る県者こ内へとののを食重踏品大ま産なえ業健、の康緊一被急層害対の策を信及と頼ぼし性すて向事、上案食をが品図発製る生造。し、等食品の つ 業者
の安 こ

2 主な事業内容

県デ内の食品製造業)者等要がす行う意費図的な異を物助混成入す等を防御するための安全管理体制の強化(フ
ードィフェンスに る経の一部 る。

<フードディフェンス強化支援補助金>

対象者 県内の施設で食品加工生産を行う中小企業者

対象事業 !γ嗣一や蝉一導入 …入坤胤一等斡抑を時防設 システムの

セキュ知止グリティカメラや照明装置ゲの設置
1 C によるセキュリティ ートの設置

異開物封探防タ 装た置発めのの導封入提印や製造ロットを印サ字す委る機械の導入
システム開又は案のためのコンル託 等

補助上限額 日肝円 l補助率 1_~3以内
補助期間 最長12カ月(債務負担行為:平成27年度)

対象経費 設備購入、施設改修費、システム開発委託費など

予算額 補助金 15， 000千円 <H26新規分+H25継続分)

3 これまでの取組状況、改善点
「食的の安異全物・安心事プロジェクト推け進事業緊急」で策食品と製造安業の管認理証強取化得等の支支援援を実行っているが、
意図な 混入案の発生を受て、 対 して全 への を施する。
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商工政策課(内線:7212)
(単位:干円J

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

{新)超導小型モビ業リ
ティ 入実証事 8.850 。 8.850 8.850 

トータルコスト 11. 946千円(前年度 O千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 制度検討、補助金事務、事業実施者との協議など

工程表の政策目標(指標) 地安域活性満化度総県合特に対区の推進成・とっとり幸せ証の感すじ方指指標標)(生活上満足各度、デ生活事業不
-現不 、 する長期待度から検 る の向、 モル
の実

事業内容の説明

1 
事新す業鳥たるの。取な交発目的通次サ世・慨代ー要社ビ会モデル創造掛特か区でな目指超す ie-モビリティ交導通サービス」 の助実現事に向創け、

ス創出の足 りとる小型モビリティを入実証する補 業を設
。

とっとりE をビVと使リカにテっ、ーたィ運シ新)用ェ、た面ア観な推、光交進メ・通事ン日サ業テ常ーナと型ビ連なンス携スどの面各し創、種、出対収条を面件支目下面・指で無、す最使人。適貸いな勝出交、手通等EサでVー車のビ種課ス題(を軽を実抽自証動出す車しる、、 普通車、 超実ビ小型モ
本証リテをも 超小
型モ ィ

※超自小型車モビリティとは
動 よりコンパク車なトで小導回りがきき、環境り性能に優れ、地域の手軽ずな移観光動手地次段とな

る 1~2 人乗り程度の 両。 入段・普高及齢によ 、C02削減のみなら 、 - 域的振
興益、都期待市や地域の新た 交通手 、 者や子育て世代の移動支援等の多くの高IJ 便
が される。

2 主な事業内容
事業主体 超小型モビリァィを使ったサ ビスを提供する者・協議会

超小型モビリァィの導入及び運用に要する次の経費
対象経費 -車両購入・リース料[1/3J (+国土交通省 [1/2】)
[補助率】 -車両管理費など [5/6 J 

※対象外経費:充電設備、経常的な人件費、他の補助事業(国土交通省「超
小型モビリティ導入促進補助金」は除く)の対象経費、運行上の安全対策
(運転者講習、標識設置、監視員配置等)に要する経費

補助上限額 [車両購入の場合]初期経費 500千円/台、運転経費1.300千円/年・台
[車両リースの場合11. 700千円/年・台

補助期間 3年間(債務負担行為:平成27年度~29年度)
予算額 8. 850千円

(初期経費500千円x6台(3者X2台)、運転経費1.300千円x9/12月X6台)
主な条件 -超小型モビリァイを用いて、地域課題の解決又は新たな交通サービス提供

のための事業を実施すること(社用車・自家用利用は対象外)。
-市町村等と連携して、安全確保に十分な配慮を行うこと。
-補助事業実施に当たっては、事業実施場所となる市町村を含む「超小型モ
ビリティ活用協議会」を設立(参画)し、円滑な事業実施を図ること。
-補助事業終了後も事業継続が期待できること。

3 

中これ平でま成E?でお超2錨5の小年取5型度v組4モにE状3スピ更況Jタ錨リーテ改誌ィえト善をhし点使た号の撰コE室たV主込新カモた噂厳なシ交ェ守説通ア首サリ喜ーLノ23ビグ2スのEの3取壁創組3皇出は室%を苦目現手指在号怯す鳥室取適泊市主内主三5霊世ケ所Z理で事了費業グサ実施ビス
既 業を

行証うし を実

40 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
1項商業費
4目貿易振興費

事業名 本年度 前年度 比 較

経済産業総室[通商物流室1(内線 :7659)
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

自庫支出金 起債 その他 一般財源

ロシアビジネス (雑入〉
サポート体制強 26. 071 26. 200 ム129 33 26. 038 
化事業

トータルコスト 32. 262千円(前年度32.555千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 補助金関連手続、サポートセンター運営管理、連携実施等

I程表的政章目標(指標) 県内企業の販路拡大、市場開拓:商談会の開催、ビジネスマッチングによる海
外販路の開拓の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要
日露関のビジネス創出に向けた企業支援体制を整備するため、とっとり国際ビジネスセンター
を運営する(公財)鳥取県産業振興機構への助成を通じて、ウラジオストクにビジネスサポート
センターを設置・運営し、本県の情報発信や環日本海貨客船航路を活用した日露関の企業の取
ヲ|の拡大等を推進する。また、沿海地方とのネットワーク強化に向けた両地域官民関係者によ
る連絡会議等を新たに実施するとともに、沿海地方における経済共同プロジェクトへの県内企
業の関与等、ロシア需要掘り起こしのため、ロシア専門マネージャーを新たに配置する。

2 主な事業内容
( 1 )沿海地方とのネットワーク形成事業 3. 200千円
「鳥取県・沿海地方経済官民連絡会議」及フび「経済共同プロジェクトWGJ開催
新たなビジネス分野の発掘、経済共同 ロジェクト(例:自動車、水産、建材等)に関
する調整、技術説明会の開催、課題解決に向けた協議(通関等)等を実施する。

(2) r鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」運営事業 14.800千円
及「ウ境びラ港収ジ冶集オ、シス販アトク市内に設置したビジネスサポートセンターの運営費助成を行い、情報発信

路開拓等の企業支援を行う。なお、従前の3名体制を2名体制に見直す。また、
ビジネスサポートセンター」は廃止し、「とっとり国際ビジネスセンター」が、

鳥取県側の窓口機能を担う。
当初開設臼 平成22年 2月9日(火) I場 所 iウフジオストク港海洋タ ミナル
役 割 現地情報収集、販路開拓、輸出入手続サポ ト、企業等受入支援等
実施主体 (公財)鳥取県産業振興機構

( 3 )ロシアビジネス専門マネージャー配置事業 7. 759千円
ロシアに関する専門知識と経験を有するマネージャーを、県商工労働部内に配置し、ロシ
ア需要の掘り起こし、経済共同プロジェクト実施及びネットワーク形成を行うための体制構
築、ウラジオストクビジネスサポートセンターと連携した企業支援等を行う。

(4) (社)ロシアNIS貿易会負担金 3 1 2千円
ロシア・中央アジア地域に関する幅広い情報の収集、ロシアとの新たなビジネスモデルの
提案・助言を受ける。

3 これまでの取組状況、改善点
平成22年2月より、「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」の運営を行った結
果、現地における本県知名度向上及びスーパー等における本県産品の販路拡大が図られた。他
方、更なる地域経済の発展に結びつけていくためには、多様な産業分野での連携や経済共同プ
ロジェクトの実施など、次の段階へステップアップする支援体制lの強化が必要である。このこ
とから、ロシア沿海地方とのネットワークを強化する体制整備に取り組むとともに、ロシア専
内マネージャーを配置し、ロシア需要の掘り起こしを行う。なお、情報収集・発信及びビジネ
スパートナー紹介等の現地拠点となる「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」は、
人員体制を見直し引き続き運営していく。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費

1目 工鉱業総務費

立地戦略課(内線 :7664")

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

自庫支出金 起債 その他 一般財源

企助業金立地事業補
2.738. 694 2. 504. 698 233. 996 2. 738. 694 

トータルコストI 2. 758. 042千円(前年度2.522. 175千円) [正職員:2. 5人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程表の政策目標(指標)
県県(平外内成企企1業業9のの~誘新3致増0設の年推の度進促の進:間県.に外県企か内業企ら立業の地新の件規新数誘増1致設5のを0実増件現加) するを図る

1事企業事本業内業県に容の対のの企目し説業的、明立鳥・概地要を促企進業す立るため補、鳥助取県企交業付立地等事業助成条例に基づき、 工場等の新増設
取県 地事業 金を する。

2 主な事企業業立内容地補助制度の概要(1) 
対象事業 製造業 所自然・研科修学所研究 ソ業フ、トウェア業、機械設計 情供サ報ー処ビ理ス業・提

|特定製造業 コンテンツ事
要件 投資額 1億円超 1億円超 3千万円超 3千万円 3千万円超
新規常時雇用 10人以上 10人以上 技術者等5人 技術者等5人以上(※) 20人以上(含

1いり投ー整下ス一回料一・一賃資一借産一4額5十
(※) (※) 以上(※) ノ《ート)
10-15% 30% 30% 10% 10% 

補助 操業調始から1年間のリ ス料・賃借料><1/2
金額 補助限度額

53億0億円円~ 30億円 10億円 10億円 2億円

加算措置 0先進的技術、県内資源、の活用又は著しい雇用を伴う事業等で知事が特に認めるもの

O0特製造に著・開L発ど等雇を用集増約担す主るi半拠うと点包と知事益事認が認めるめもるE工L場等

0リスク分散により立地を行うもの
0海外から工場等の全部文は一部を移転する場合で知事が認めるもの

O県内に本社を大有を行すうる事中業小で企知業事がが、認独、自技術やサ ピスなどを活用して行う新たな市場
開拓や需要拡 めるもの

※県内中小企業の場合は、投資額3千万円超、新規常用雇用者数3名以上

(2 )所要経費 2， 738， 694千円 (20社)
<内訳> (単位:件、人、千円)

項目 製造業 白黒科学研究所・研修所 ソフトウェア業、ツ櫨事捕業詰計業‘ 2ンテン 情報処理・提供サ-eス隼 合計

県向タキ 県内 県外 県内 | 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 合計

新増設件数 1 41 1 1 17 3 20 
新規雇用者数 511 10 1081 5 220 159 235 394 

投資額 10.690.9321 245.350 5.604.7~21 56.185 1，634，000 16，295，714 1.935.535 18.231，249 

補助金額 1.092.552 1 24，535 1，202，601 1 10.506 408，500 2，295，153 443.541 2，738，694 

※既に企業立地事業補交助金の認定定を受企けている企業及び今後認定を受ける企業のうち、平成
26年度に補助金を付する予の業

3 

企るに補業対助ニす率ーるズ、 経措げ済情勢内引上 、県
加算置、研
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7款商工費
1 lji 商業費
4目 貿易振興費

事業名

(新)GT Iとっとり
フォーラム推進事業

平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室](内線 7659)
(単位:千円)

財 源 内 訳
本年度|前年度 1比較備考

i国庫支出金|起債|その他|一般財源

16， 480 01 16， 480 16， 480 

トータルコスト I 25， 767千円(前年度日千円) [正職員:1. 2人]
主な業務内容 |ωI北東アジア地方協力委員会関連事業の開催、連絡調整など
工程表の政策駅間 |県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明 J

1 事業の目的・概要
GT  1 (大図柄江開発計画)地域における輸送回廊の物流円滑化の推進等の取組に呼応し、 D
BS航路を活用した物流ルートの確立、さらにはGTI地域と日本をつなぐゲートウェイとし
て本県地域経済の発展に資するため、北東アジア地方政府間の経済協力を推進するGTI北東
アジア地方協力委員会の第2回会議を本県で開催する。行政関係者だけでなく、物流、観光分
野の民間企業も参画する「県民参加型」とし、本県とGTI地域との経済協力を官民共同で推
進させる。
2 主な事業内容
・開催のねらい

-主催
・予定開催時期
.予定開催場所
・予定行事

.予定参加者

GTI地域やGTI関連事業に関する情報収集、人的ネットワークの構築、
日本海を通じた物流、人流のソフトインフラ面での課題と解決に向けた方
策の共有及び境港、 DBS、豊富な観光資源などを通じた本県の北東アジ
アゲートウェイとしてのアピール等を行う。
鳥取県(共同主催者 :GTI事務局)
2014年夏から秋の問
米子市
北東アジア地方協力委員会、地域開発フォーラム、県内視察等
(※議題は本県とGTI事務局との問で協議、調整)
GTI北東アジア地方協力委員会加盟地方政府代表団 (5ヶ国11地域)
民間企業、関係団体等
[想定参加地方政府]※=オブザーバー参加
-中 国吉林省、黒龍江省、遼寧省、内モンゴル自治区
・韓 国江原道
-ロシア沿海州、※ハバロフスク地方
・モンゴル ドルノド県、へンティ県、スフパートル県
・日 本鳥取県、※新潟県

・事 業 費 16， 480千円「会議運営業務、同時通訳業務に係る委託料 13， 600千円 1
L会場・車両借上料、レセプション開催経費他 2， 880千円J

[GT 1の概要1
• GT  1 (大図何江開発計画)は、北東アジア地域における経済協力の強化、持続可能な発展を
目的とした政府間協力機構であり、 UNDP(国連開発計画)の支援のもと、中園、韓国、ロシ
ア、モンゴルの4カ国が加盟し、運輸、貿易推進、観光等の5分野を優先分野として、共同事業
を通じて地域協力の強化を推進している。
.GTI北東アジア地方協力委員会は、 GTIを推進する大図伺江地域及びその周辺地域の地
方政府間の協力機構である。

[大図柄江地域の対象エリア]
中国東北3省(吉林省、黒寵江省、遼寧省)、内モンゴル自治区、モンゴル東部地域、
韓国東岸沿岸地域、ロシア沿海地方
3 これまでの取組状況、改善点
.2013年8月に吉林省・長春にて開催されたGT1北京アジア地方協力委員会発足会議に正式参
加。
・向10月にロシア・ウラジオストクにて開催された第18回北東アジア地域国際交流・協力地方
政府サミットにおいて、 GTI地方協力委員会の枠組みを活用しながら、北東アジア地域内
の物流、観光客往来の円滑化に向けた取組への連携強化について合意。
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費興振業
費
企
業
小

費
鉱
中

エ工
商

目項
2

款
2
ヲ，

平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室](内線:7657)
{単位:干円)

事業名 |本年度|前年度|比較
財 源、 内 訳

備考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

(新}ウェアラブル
技術コンソーシアI 1， 720 
ム戦略事業

トータルコスト 17， 137千円(前年度 O千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容|コンソーシアム設置・運営、関係者との連絡調整・情報収集等

工程表の政策目標(指標)1県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

。 1. 720 1， 720 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
産学官で構成される「ウェアラブル技術コンソーシアム」を設置し、ウェアラブルデバイス等
の最先端ICT技術動向や先端産業分野への参入可能性等を研究し、県内企業のウェアラブル技術
等によるイノベーションの誘発、新製品開発及び新たな市場への参入促進を図る。

(参考)
【ウェアラブルデバイス1
通信機能を持った身体に身につけることができる情報端末。部品の小型軽量化・モパイルインターネット環境
の普及・各種センサーの発展等により実用化し、スマートフォンの次のデバイスとして新たな市場が創出される
と注目を集めている。

【ウェアラブルデバイスの具体例1
0めがね型
めがねに小型のディスプレイやカメラが取り付けられており、必要な様々な情報を目の前に表示したり、自
で見たままの光景を写真に撮ることができる。
例ーグーグルグラス(グーグル)、テレパシーワン(テレパシー)
O腕時計型
腕時計にディスプレイやカメラが取り付けられており、時刻以外に付加的な情報を表示できる。
スマートフォンと連動し、メール受信などを腕時計に表示できる。
伊1):ギャラクシーギア(サムスン電子)、スマートウォッチ(ソニー)

r-1-33-
出典:SAMSUNGホームベージより出典:googleホームページより

2 主な事業内容
ウェアラブル技術コンソーシアムを設置する。
コンソーシアムは、県内製造業者・県内ICT企業・大学・公設試等で構成し、イノベーション
の誘発に向けて、以下の活動を行う。

事 三重雇 内 打廿句 予算額
研究套 ウェア究体フフルァはバイスをメインァーマとし技た術研究・市会を動行

う。研会で、最先端びの講、師から最先端 場
向、具 的給開発事例を学や 、コンソーシアムメンバーに 1， 320千円
よる部品供 の可能性新商品開発について議論する。

先進地視察 研究解会で学んだ最先端技術・市場動向等について、進更に
理 を深機めるため、コンソーシアムメンバーにて先 的 400千円
な研究 関・企業等を視察する。

3 これまでの取組状況、改善点
県ではこれまで製造業の新分野進出等の支援を行っているところであるが、最近ウェアラブル
デバイスが注目を集めており、県内企業においてもこのような先端技術分野への部材供給や商品
化の可能性検討を准めあ必要があるの
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企
業
小

費
鉱
中

工
工
商

自項
2

款

2
マ，

経済産業組[産業振興室1(内乍計結j

Rオ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目i支出金 起債 その他 一般財源

推l新進)事医工業連携
11， 022 。11， 022 11，022 

トータルコスト 11. 796千円(前年度 O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務、説明会の開催、関係機関との調整等

工程表母国軍目標(指揮) 鳥及取び新県規経雇済用成創長出戦の略実の現推進:持続可能な経済成長戦略の実現による県民所得の増

事業内容の説明

構県事県業内に企の、内医業中目工的小の連企医・携概業療コ要の・ー介医デ護療分ィ・ネ介野ー護へタ機のー進器の関出配連を置支分、援野研へす究のる会進。設出置をに支よ援るす研る究た開め発、拠(公点財や)人鳥材取育県成産を業通振じ興て機、

2 主な事業内容
(単位・平岡)

灰 て平F ? 1充 容

医工1金畢携推進事業 大ネタの l名〕連
補助 学、メー との絡調整や研究会、ア

襲?2業の拠戦 Jを 置し、県内技術
10. 378 ニー 器ッド等パチン呈連民グぬ又を行うとともに、

よる イ関分を野行への具体的な
課題 スう。

北東ア産ジ業ア地域支医 江開原催道時期医療機器企業場による一一市ズ説(予明会定)を開催する。
援療機器 参入 644 : 6月 所・米子
事業

3 産これ平業成まで2の5取年組1状1況月と、、 改医と善療り取点医・福療り祉組機分ん器野で関へい連のる産産。業学戦官略の研新究た会な」取を組設を立支。援県す内る企た業め等、約(公4財0社)鳥が取参県加
し、 振医療興機機器構参が入「に向っけて

J 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企
業
小

費
鉱
中

工
工
商

目項
2

款

2
ヲ'

;
 

7
E
I
 

R
u
p
T
 

au--. 

7
B
U
 

内一l
 
l
 

室一振一産一室一総一産一

訳内源財
儒考

一般財源その他起債国庫支出金
較比前年度本年度名業事

護
戦
介
来
・
未
療
ト
医
ツ
業
mボ
事

保
口
略

25.475 25.475 。25.475 

26. 249千円(前年度 O千円) [正職員:o. I人]トータルコスト

補助金交付事務、展示会への出展、関係機関の調整等主な業務内容

鳥取県経済成長戦略の推進:持続可能な経済成長戦略の実現による県民所得の増
及び新規雇用創出の実現

工程去の雄東目標(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内中小企業の医療・介護機器関連分野への進出を支援するため、試作製品への部材供給の
実証など戦略的な取組を実施する。
また、関東・関西での展示会参加等を通じて、県内企業の医療・介護分野への進出促進を図
る。

主な事業内容2 

これまでの取組状況、改善点
医療機器企業の県内進出や医療機器分野への進出に関心を有する県内企業が増えている状況
等を踏まえ、医療機器企業との技術的な交流の機会、マッチングや先端の製品・情報に触れる
場の提供など、県内企業の医療機器分野への具体的な参入に結びつける支援を講じていくこと
が必要である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費興娠業
費
企
業
小

費
鉱
中

工
工
商

目項
2

款
2

『

r
経済産業総室[産業娠興室1(内線品等記

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目1支出金 起債 その他 一般財源

機(新器)医国開療際催フ・介護 5.000 。 5.000 5.000 
ラム 事業オ

トータルコスト 5.774千円(前年度 O千円) [正職員:0， 1人]
主な業務内容 イベントの開催、関係機関との調整

工程表即日軍目標(指標) 鳥及取び新県規経雇済用成創長出戦の略実の現推進:持続可能な経済成長戦略の実現による県民所得の増

事業内容の説明

1聖吉事議書業鰐の目iZ的iFFめ梅、要医i療彊iiに語関零点長有識Ef県揺内を幹学にの悪事集iうロ5sizii
たする第医一線の 器者と の進産医 官国器関内外係者が 発発国信際フォーラム

2，主な事業内容
(単位・千円

区 分 予算 内 ?if. 

医療催際 ・介護機器
携識のな者議医や論療ど県やに・介情関内産護す報学交るロ講換官ボ演関をッや係行ト分パ者う野ネが医ル参療に産おデ加業けィしスてるフ今カ、ォ後鳥ッ取のシラ展発ムョ望のをンやな開グ催地ロど域、す経パ国る済ル。内視外と点のの連有で

国 フ業ォーラム 5. 000 
開事

【会開参催者イ場メー米バi医ジ療子イ疫出等】機工オモコンベン ョンセンター 会議場
加 学関・ロボシサット等の研ト究機県国際関内・ベン官チャー企機業、

連コンルタン、 の産学の関係

内 容 器デ産ル事業業の動な向と、に最関す先端る技講術演、・展医療示産等業への

3 や業こ振医国れ療興内ま機外をで器へ本の格分の取情野化組報へす状発のる況信参た、入をめ改行のを善契う目点。指機す取し組は全鳥取国発的な動最先向であり、 鳥技取術県における医工連企携業による産
とて、 の 端の医療 について、県内 への普及
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費 商 工 政 策 課(内線・ 7212)→事業実施:販路拡大・輸出刊局毎栗
2項工鉱業費 経済産業総室[産業振興劃[内線・ 7657)→事業実施:食のみやこ推進課
2目 中小企業振興費 t単位:、千円}

備考
訳内源財

較比前年度本年度名業事
E庫支出金|起債|その他|一般財源

鳥取フードバレー
戦略事業 100，685 ム1.020 101， 705 100， 685 

113，621千円) [正職員:1.5人]112， 294千円(前年度トータルコスト

主な業務内容|コンソーシアム設置・運営、関係者との連絡調整・情報収集、農商工連携に係
る支援ネットワークの推進、補助金交付事務等

工程表町田軍目車(指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要
食に関する各種施策や食品関連企業の取組をパワーアッフして、園内・海外市場における競
争力強化を図るため、産学金官によるコンソーシアムを組織し、食の産業振興に関わる個別テ
ーマの戦略的検討を行うとともに、様々な関連施策を一体的に運用し、鳥取県版フードバレー
形成に向けた県内食品産業の基盤づくりを進める。

実

)

2 主な事業内容
(U{新}鳥取フードコンソーシアム推進事業 (1，110
食に関わる民間事業者、農林水産団体、商工団体、金融機関、大学研究機関等で構成す
るコンソーシアムを組織し、食をテーマとする課題研究、情報共有、連携協力のための組
織を構築する。
.戦略検討会議の開催〔テーマに応じたオープン参加〕
「農商工連携等の商品開発JI国内外のマーケット戦略JIブランド強化・情報発信」
「一次加工食品の生産JI食の安全・安心対策」など

.フードコンソーシアム・アドバイザーの設置
食に関する専門的な知見を有し、第一線で活躍する県内外の有識者の参加により、
ηな戦酪検討に資する。 r事業費11. 110千円(アドバイザー謝令、旅
蔵資源活用・愚商工連携促進事業 (34.757干円}
「とっとり農商工こらぼネット現地支援チーム」の運営 (2. 049千円)
東・中・西部に設置している農商工連携の取組に関する|とっとり農商工こらぼネ
長トJによる個別相談対応業務と、公的支援策活用に向けた支援や研究機関による技
アドバイス等を行う。

②農商工連携コーディネーターの設置 (7.708千円)
(公財)鳥取県産業振興機構に農商工連携専門コーディネーター2名を配置し、売れ
る商品企画、マッチング、販路開拓等の支援を行う。

③鳥取県食品加工施設整備補助金 (25.000千円)
県内食品加工業におけるバリューテェーン(付加価値連鎖)の構築を促すため、県内
に不足している加工機能を有する通年稼働できる食品加工施設の整備促進を行う。

[限度額・ ~500万円補助率: 113) 

を配置し、認

これまでの取組状況、改善点
農商工連携、衛生管理、食品開発、販路拡大等の食に関する施策を一体的に展開するため、
鳥取フードコンソーシアムを設置し、ブランド化、商品化、マーケティング、食品開発研究所
の機能強牝など各種施策と連動して戦略的な検討を行う体制を構築する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2l頁工鉱業費
1目 工鉱業総務費

事業名 本年度 前年度

力l新発)見県支内企援業事業魅
(16， 588) (0) 12，481 。

比較

(16， 588) 

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位.千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(4，107) (12，481) 
12， 481 12， 481 

トータルコスト 14， 803千円(前年度 O千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 委託業務の管理、業務委託先との連絡調整、委託業務の成果検証 等

工程表的融制喜(指標) 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明
上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額

1iiii塁審議議襲警霊212妥結騒臨時
2 主な事業内容

委託先:鳥取県中小企業団体中央会

区分 対象者 事業概要

教高校育生のキャリア選喜24j
「尋して;it2F2Z重J喜童様話語子言語当i草EEit it I 言葉毒;

大ア学教生育等のキャリ

管轄j進いに大実す、学践有る生。的力等なに携就j低職わ候年る次補こ〉先とでのを対、県象っ内にと企、し県業て認内の企魅知業力されのを感仕る事じこやてと技をも術促ら
大保学支援生等の人材確

寝大室学怠生等躍を対鉱象喜と美した伝イ説ンタ説ン識シッ字プ会を主実施へのし就、県職

叫業中堅)較でリ実喫施ダー]著の書育
企業t従の業中員堅)層

課県経題長営等診諒を断明等確幕にに議よした長り経、続事営業銭者拡が大そ安のに課援向題けをた行に取中う長こり期組と的むになよ中経堅り営、リ

鳥取県産を持央業振興機中
ウハ体ウ 会ち、
業団中 へ、
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
1 l頁労政費
1目 労政総務費

雇用人材総室[労働政策室] (内線・ 7223) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度|前年度|比較

目庫支出金|起債|その他|一般財源

鳥取県戦略産業雇
用創造プロジェクI711.960 
ト事業費

01 711. 9601564. 595 147. 365 

備考

トータルコストI719.699千円(前年度 325.915千円) [正職員:1.0人非常勤職員:0.0人]
主な業務内容|在職者の人材育成等

工磁の政策目標(指標)I産業鰍股立つ胤棚:職業訓練を行い、県内産業を支える産業人材を育成
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「超モノづくり人材とテクノロジー・イノベーションによる新産業創成Jをテーマに、従来の製
造部門に留まらず新産業展開のキーとなる最先端の技術を有するイノベーション型製造人材と海外
展開を視野に入れたグローバル型製造人材の育成を柱とし、相互連関の下に技術を有する総合的な
産業人材の育成・強化を図り、もって、県内の安定的で良質な1. 000人の雇用を創造する。
本プロジェクトの産業人材育成は鳥取県に留まらず、産業人材育成の「日本モデル」として取り
組む。

2 主な事業内容
指定した主要製造業について、これまでの人材育成とは違い在職者を中心として、個々の企業に
入り込み課題抽出からその課題を解決できる人材の育成までの一貫した支援や、高度専門性を有す
る人材を育成するため各企業ごとに必要な研修を実施する。
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寄附講座開設事業

高度ICT人材育成
事業

ニーズに合わせた
ものづくり等人材
基礎研修事業

指定事業主雇入れ

接競詰セン
ター施設整備事業

戦略産業雇用創造
プロジェクト関連
融資利子補給金
※別途要求

3 これまでの取組状況、改善点
・人口減少下においても持続性のある安定した経済成長を目指すため、環境・エネルギー、バイオ、
健康関連産業など成長分野への構造転換を促進する「鳥取県経済成長戦略」を平成22年4月に
策定した。
・成長戦略策定以降、グローバル競争激化と急激な為替変動等を背景とした大企業の統廃合や製造
拠点の海外移転などにより生産ピラミッドが崩壊した主要製造業の立て直しとモノづくり産業の
高度化による再生、成長分野として脚光を浴びている医療イノベーショシやサービスイノベーシ
ヨンによる新産業創造、産業の国際分業化による競争力の強化を行い、県民所得の増加と新規雇
用の創出を図るため、平成25年4月に「鳥取県経済再生成長戦略」を策定した。
-平成25年10月から事業を開始し、参加企業は103社(平成26.1. 20現在)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

4項林業費

2目 林業振興費
県産材・林産振興課(内線:7264) 

(単位.千円)

本年度
財 源 内 訳

備考事業名 前年度 比較
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

薬用きのこ栽培実用化推
12，835 。12，835 12，835 

進事業

トータルコスト 15，931千円(前年度 O千円)[正職員0.4人]

主な業務内容 補助金父付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

しいたけ、チョレイマイタケ、冬虫夏草など創薬や生薬に使われる薬用きのこの安定供給に向けた栽培

技術の開発を一般財団法人日本きのこセンターに委託し、県内での安定した栽培・生産に繋げ、鳥取発の

新たなきのこ産業を創出する。

2 主な事業内容
新たな栽培技術の実用化に向けた基礎的な研究の委託

(薬用成分等への活用・生薬きのこ栽培実用化・食用きのこ栽培実用化に関する研究)

(単位千円)

区 分 . H26年度委託費 備 考

人件費 8，000 研究員2名、賃金など

研究費 4，835 消耗品費、賃借料など

合計 12，835 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度から実施している本事業の取組状況は次のとおり

項 目 取 組 成果(状況)

無胞子エリンギ スギオガ、スギパークによ スギパーク100唱使用による栽培に成功

(食用) る栽培試験 し、今後、商業化に向けた実証試験を行

フ。

白色アラゲキクラゲ スギオガ使用による袋栽 スギオガを使用した栽培に成功し、今

(食用) 培試験 後、使用割合等の栽培試験を行う。

ブクリョウ マツ等原木を用いた培養 原木で菌核を作ることに成功し、今後、

(生薬) 試験 屋内・屋外で実用化試験を行う。

チョレイマイタケ 寒天培養における菌核形 寒天で菌核を作ることに成功し、今後、

(生薬) 成を試験 菌核を大きくする試験を行う。

〆
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
日款農林水産業費

1項農業費 市場開拓課(内線:7767)→事業実施:販路拡大・輸出促進課

(単位千円)1目 農業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

「食のみやこ，鳥取ヤン県ベ」首ー
都圏メディアキヤ 73，226 66，429 6，797 73，226 
ン事業

トータノレコスト 88，704千円(前年度 82，317千円)[正職員・2.0人]

主な業務内容 県産農林水産物の首都圏でのPR活動実施及びこれに伴う連絡調整

工程表の政策目標(指標)県産農林水産物のブランドカ形成を支援

事業内容の説明

事業の目的・概要
首都圏における全国的なメディア露出など、従来の試食宣伝型に留まらないPRを展開し、県産農林水産
物のブランドカ形成を図る。

2 主な事業内容
(1)フ、ランド化情報発信プロジェクト会議(1，207千円)
[内容]首都圏での情報発信に関する具体的な内容について検討

[構成]関係団体、県関係課
(2)ブランドカ形成に向けたPRの実施(72，019千円)
首都圏で広く認知拡大を図るイベント、キャンペーンを新甘泉等を中心に実施

区分 想定する P R 内 容の例 金額(千円)

梨新品種 -新甘泉X新幹線関連イベント 8，640 
「新甘泉」・「なつひめJ -高級フノレーツ庖や人気パティシエタイアップ

-野菜の日イベント 等

鳥取和牛オレイン55 -両級レストランでのフェア 8，100 
-“55"に関連した企業・商品との連携PR(55周年等)

同省 -スポーツ×食関連イベント 等

大山フ、ロッコリ 'PRイベントの開催 4，968 
ねばりつこ -梨新品種、鳥取和牛オレイン55と連携したPR等

共通PR、効果測定 '/レビ、フジオ等とのタイアップ企画 50，311 
-雑誌掲載、ブロガーの活用

-企業との連動キャンペーン
-メディア誘致、キャンペーン資材、販促ツーノレ

-効果測定 等

合計 72，019 

3 これまでの取組状況、改善点
(1)情報発信効果が高い首都圏において、リーディングブランドとなることが期待される本県農林水産物の大
々的なPRを実施することで「食のみやこ鳥取県」を定着させ、県産農林水産物の価値向上を図っていく
ため、平成25年度から本事業を開始した。
(2)平成25年10月までに実施したメディア掲出による広告費換算は、 471，683千円となり、効果は高く、事業開
始前後に行った認知度調査においても認知度は上昇している。日本農業新聞f2014トレンド調査売れ筋
ランキングJにて「新甘泉」が2013年80位から2014年21位と大幅に順位をあげた。しかし、イベント等で話
題を提供することに特化した取組であったため、掲出内容がメディア主導となり、アピールしたい内容が消

費者等に直接伝わりにくし、ものであった。このため、イベント等の話題性によりメディアへの露出を図り、興

味を持った方々に「食のみやこ鳥取県」をより理解していただくために、連動してメディア広告等を実施す

ることにより話題性と情報発信効果を高めることが必要。

(3)梨新品種、鳥取和牛オレイン55とともに、優れた特徴を持つ大山ブロッコリー及びねばりつこもPRし、「食

のみやこ鳥取県Jの定着を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
1項商業費
2日 商業振興費

東京本部(電話:03-5212-9077) 
(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)首都圏アンテ く雑入〉
ナショップ・ビジネ 258， 161 258，161 7 258， 154 
スセンター運営事業
ト タルコスト 270， 543千円 (前年度 O千円) [正職員:J. 6人、非常勤職員:J. 2人]
主な業務内容 県産品・県産食材等の展不・紹介・販売・提供、催事スペ ス、移住・観光コ

ーナーのビジネスセンターの運営等
工程査の政章目標(指標) アンテナショ産ッ物ブがを拠点として、県産品(県内産農林水産物、県内加工消費財、

県内産農林水 原料の県外加工消費財)について、首都圏の消費者や関係事
業者のニーズ等に合った商品開発や販売方法の展開を促し、首都圏における販
売促進・販路拡大を推進する。

事業内容の説明

事業の目的・概要
鳥取・岡山両県で、首都圏において共同でアンテナショップを開設(東京都港区新橋一丁目11番
7号)し、両県の物産の展示・販売や両県の食材や食品を使った軽飲食の提供、観光・移住情報の
提供・発信、ビジネスセンター(県内事業者用の貸しオフィス)の運営等を行う。

<共同アンテナショップの機能>
① 両県の優れた食材・食品その他の特産品を展示・紹介販売する機能(物販庖舗)
② 両県の地酒や県産食材・食品で作った軽飲食物を提供する機能 軽飲食庖舗)
③ 両県の市町村や事業者、関係団体等が、それぞれの物産の製作実演や試食販売、独自の文化・芸能
の公演、観光や移住に関するイベント等を開催する機能(催事スペース)
④ 両県の観光や移住等に関する説明・案内や情報提供、相談対応等を行う機能(観光・移住コーナー)
⑤ 両県企業の首都圏における情報収集や受注開拓、販路拡大等、新たなビジネスチャンスの開拓を
支援する機能(ビジネスセンター)

2 主な事業内容 (単位:千円)

細事業名 事業内容 予算額 摘要

(1)運営協議会の運営
施うた設めの、管運理営・協運議営会をを円設滑置にし行、 職観光員人・移件住費コのーほナかー、、15， 751 
常勤2人、非常勤4人の職員 催事スペース、ビジ

のうち半数を配置するととも ネスセンターの運営、

に、施設内の調整、情報発信 施設全体の管理やP
等を行う。 Rなど、協議会の事

業執行に要する経費

(2)賃料、敷金、仲介手 新庖舗設置場所(新橋センタ 94 J. 35rri (1階354.01、
数料 一プレイス)の賃料等 163， 377 2階587.34) 

(3)情報受発信・販路開 HP保守管理、催事出展者旅費 県執行分

拓 支援、チャレンジ商品販売委 5，306 下期分。上期分は現
託等を行う。 底舗の運営事業に計

上

(4)運営会議の設置 施設運営に県内事業者及び有 委員7名
識者等の意見を反映させるた 483 
めのもの。

(5) [臨]施設の整備 機能的な施設とするために、

実施設計及び改装工事等を行 67， 761 
つ。
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(6) [臨]オ プン記念 共同アンテナショップの開設
イベントの開{崖 を記念して、イベントを開催 5， 000 

する。

(7定)委[臨員]会運の営設事置業者選 物営事販業庖者舗を及選び程定す飲る食。底舗の運 483 
(委員7名

言十 258，161 
※原則、(1)、 (2)、(町、(刷、 (7)は、岡山県と折半。

3 これまでの取組状況と今後のスケジュール

時 期 項 目

H25. 12.4 共同アンァナショップを開設することについて、両県知事記者会見

H26. 1. 16 共同アンァナショップを開設することについて、両県で協定を締結
基本設計策定業務の委託業者の募集開始

2月中旬 基本計画策定業務の委託業者を決定

3月上旬 共同アンァナショップの運営事業者(物販・軽飲食)を募集

3. 31 基本計画を策定

4月中旬 共同アンァナショップの運営事業者を決定
基本計画に運営事業者の意見を反映
実施設計・改修工事を一括発注

. 

55 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
3項農地費 経営支援課(内線:7269) 

(単位:千円)3目農地調整費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

(基金繰入金等}
農地中間管理機構支援

事業 336. 244 37. 185 299. 059 66. 282 179. 173 90， 789 

トータルコスト 354.501千円(前年度 47，512千円) [正職員:2. 2人l

主な業務内容 補助金交付事務、固との調整、制度運用に係る実施主体との調整等

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

事業の目的・概要
平成26年3月に指定する予定の農地中間管理機構(以下「管理機構j という。)Jが、農地の賃貸借を通じ
地域農業の担い手への農地の集積と集約化を行うために要する経費等を助成する。

併せて、(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構(以下「担い手機構」という。)に対して、新規就農者等

に対する就農相談、研修、農地確保支援等の業務を委託する。

※農地中間管理機構:農地利用の効率化等の促進を図るための事業を行う県カt指定する法人。

本県では、従来から農地保有合理化事業を行い、農地の集積等に実績を持つ担い手

機構を指定することとしている。

2 主な事業内容

区 分
事業予算額

補助率 事業内容
主体 (千円)

農地中間管理機構支援事業

事業運営費 114.729 国7/10 管理機構が農地の中間管理業務を行うために
県3/10 必要な運営費の助成(職員人件費、非常勤職

員賃金、事務費、市町村への委託費等)

借受農地管理等事業 担い手 196， 065 国7/10 管理機構が、耕作者がいない農地等を借受け、
機構 県3/10 担い手に貸付けるまでに、農地として維持す

るために必要な保全管理経費(草刈り、耕う

ん等)や農地の出し手への賃借料等を助成
※国の補助率は、管理機構の農地の貸付率に

応じ、事業費の11.5~25%が加算される。
県推進事務費 県 4， 000 事業推進に係る県事務費

基盤強化法特例事業

農地売買業務費、農地 担い手 2，354 国6/10 農地の完買に係る業務に必要な経費や中間保
継承円滑化事業、業務 機構 県4110 有した農地を新規就農者の研修農地として活
推進事業費 ほか 用するのに必要な経費の助成

県推進事務費 県 472 事業推進に係る県事務費

担い手業務推進事業 担い手 18， 624 担い手育成業務の委託(就農相談、就農研修

機構 業務、関連する総務関係業務)
Zロ〉ー 計 336， 244 

3 これまでの制E状況、改善点
平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」の中で、農業の生産コストの低減等のため国全体の全農
地の8割(現状5割)を担い手が利用する農業構造を目指すこととし、その実現に向け、各都道府県に管理
機構を設置し、管理機構が規模縮小農家等から農地を借入れ、「人・農地プラン」に位置付けられた地域農

業の中心経営体などの担い手への貸付けを市町村や農業委員会、 JA等と連携し実施する乙ととされた。
中山間地が多い本県では、管理機構の活用により、担い手が利用する農地の集積割合を現状の2割から5
害jに高めることを目指すこととしている。
担い手機構は、管理機構として担い手等への農地の集積・集約化に取り組むとともに、引き続き、就農相

談、アグリスタート研修支援事業による新規就農者の確保・育成等、県の農業施策の推進に重要な役割を担

うものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

新規就農者総合 (諸収入)

支援事業 493.437 428. 046 65. 391 353.095 140. 342 

トータルコスト 563. 862千円 (前年度 491.598千円) [正職員:9. 1人、非常勤職員:1. OA] 

主な業務内容 制度周知、補助金交付事務

工(指程標表)の政策目標 新(規新就規雇農者用就の確農保者40平0人成、23新年規度独か立ら就平農成者262年00度人)までに600人確保する

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

喜階ま望的な鵠支新援た雪の競行農良家研う 践をEEに 著書車種詩句諸島民豊富誌の里氏吟噌の負担軽段 し農交及び 金 い 農のニーにわせて

た 就をに 後修継者対の就農支促援進を・定う着を図るため、青年就農給付金の対象とならない農家後継
者の親元での にする 行

2 主な事業内容 [差イすー平岡1
事業名 事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

韓条件整備

警【補護助事炉業費上限額開]襟附事る;jiii 
270， 000 90， 000 県市町村ll/A3 

就1.2農00後万3円年(間3年間)

塁年就農給付韓関察特苦難1Eii23霊憲章 353， 299 353， 299 1f霊
基農応援交付

31[1交年3付目Z額融lO(万月円額‘)持2]年目 6主5万蹴円、3年持目:4万前円
認定就農者 12， 662 8，441 

者町村悦

就農支援事業

級。言語協豪農議者難l誌易想実欝証戸円号/章月常襲警事
県 6， 648 6， 648 

産量売豪華案
号主界諸3島要量度易以機降借入態の新管規諮採択な停止し)諾憲能草書官

3， 049 3，049 県 10/10

32主権進 農成し家以す[交後がる付継。ら期者、間親が]麹元2年での以経1，内掌つ就に[交従農付事研額修」]親に月有対額事し1t0農て万)助円
奪定農業者 48， 000 32， 000 

害町村!?i
ぷE〉3、 計 693. 658 493._437 

3な各こ就れ事農ま業とで定のの着実取に施組一に状定よ況のり、効J就改果農善が希点得望ら者れがて営い農る。及び生活面、資金面で安心して就農できる環境がつくられ、円滑

今後も、国の新規就農者支援策と一体となった支援を進めるとともに、新規就農者が円滑に就農・定着でき
るよう市町村、農業団体等と連携した適切なフォローアップ体制の整備を行っていく。
平成26年度においては、I]Uターン者などの新規就農者支援に加えて、新たに、認定農業者等の後継者
が親元で就農研修を行う場合に助成措置を講じることとする。

[新規就農者数の推移]
年 新規自営就農者数 農業法入等就業者数 言↑
平成24年 39人 91人 130人
平成23年 47人 45人 92人
平成22年 46人 66人 112人
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費 生産振興課(内線:7272) 
(単位:千円)6日 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源、

(新)

園芸作物の施設化推
6，817 。 6，817 6，817 

進事業

トータノレコスト 8，365千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 検討会開催、県外調査、事業推進

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

日照が少なく、冬場の積雪の多い本県において園芸作物の有利販売や安定生産を進めるために

は産地の施設化が必要であり、出荷前進化、高齢化に対応した軽量品目の導入、雇用を活用した周
年栽培等を進めることが産地の活力増進につながると考えられる。
しかしながら、建設コストが年々高騰し、施設化の推進を大きく阻んでいるため、県内外のハウス施
設を調査研究しながら、低コスト化を検討することにより、本県園芸産地の施設化のさらなる推進を図

る。

2 主な事業内容 (単位千円)

項 目 内 $ ゴー 事業費 補助率

低コストハウス研究会の 0構全成農員、]A、農家代表(すいか農家等)、
設置及び県外先進事 県内施工業者、鳥取大学、関係市町 337 県10/10
例調査 村、県など

0事例調査研究及び検討
(県外調査2回、検討会4回程度)

低コストモデルノ、ウスの 0研ノ暴(レ3ハ究風カウ所会等ス)の耐を検候現討性地結を農備果家えにほた基場低づにコき設ス、置積トモ雪デ・ 6，480 県10/10
設置

，g. 昔十 6，817 

事業実施年度 平成26年度

3 これまでの取組状況、改善点
[現状・背景I
(1) 国の「農業・農村の所得倍増」の動きに対応して、平成25年9月に「鳥取県農業活力増進研究会」
を立ち上げ、今後の本県農業の展開方向を検討した。農家の聞き取り調査の結果、パイプハウスの

導入等施設化と年間雇用を活用した経営の希望が多かった。
(2) 県は、平成23年に県単独事業でパイプハウスの導入を支援する等、施設化を継続して推進して
いるが、パイプハウスの価格は年ヶ上昇しており、農家がらは補助事業を活用しでもメリットを感じら
れないとの芦があり、設置コストの低減が求められている。

(3) 梨の網掛け施設については、平成25年に低コスト化を検討し、関東方式の網掛けを導入すること
で設置コストの低減に目処がついたところであり、パイプハウスについても県外事例を含めて価格や

構造の検討が必要である。

I期待される効果]
(1) 施設化が推進され、ストックやほうれんそう等の後作によるパイプハウスの高度利用により、農業

所得の拡大と新だな担い手の確保が期待される。
(2) 天候に左右されにくい環境で年間雇用等を活用した企業的な農業経営の展開が可能となる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
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 生産振興課(内線:7280) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

飼支(新援料)事用業米集出荷対策 10，000 。10，000 10，000 

トータルコスト 10，774千円(前年度 O千円) [正職員:0目l人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)飼料用稲、飼料用米の作付面積(平成30年度・ 1，000ha)

事業内容の説明

1 自とあ事米Eわ賠業のせの生て鍔産目、的数共同5量提2面乾要A接燥の調減出製少範や設品園におの吉経ける正営集Z所Z出得米相安手事定制協対の策官盤見僻直話をb図にるl現よ.り民軍成需2が6年お度ふ以降協の飼組料周米主

2〈1主)な事事案業内内容容節君〈塁CEF手)同諮に組対合長しZてfz選f別E機たを高通幸さ吉なfいJ迂話回ラ段イJZの持設置里等と〈ず杭還期1]) をトリーエレベーター
の改修を支援する。

( 2 )jbO O 事事特JJ 業AA霊E主烏烏体童れ(((435 る県10，象ば0施00千円 I 

取取い中対な央部・:設J鴨大鳥取水CC E E、湖周CE、大灘CE、東伯CE I 
取西 : 山水系CE

3 これまで
米が 策が きる主食用以外の
米国さ で県流通を前提

を視受的各け、 ち上 、県外流通
を野rに入
JAと ライン設置等、効

率に飼料

【参考】が
1 圏 平i成生25年し度補正予算において創設した畿『水凶フル効活率刈実践緊急対策J(予算領 282 
億的円支該)を 用 て、県としても米政策の転 に向けた 的な生産体制への転換等を積極
にる。
2 務降当 量では、平成問度中に鳥取県農業再生協議会(会長:高見 JA鳥取県中央会長、
事 局: 産事振業興を課実等施)が国のと補が助可金能にlよる基金造成を行うこととしており、平成26年度
以に下表の するこ

補助率

<水田フル活用実践緊急対策の主な内容>

区分 事 業 内 廿釘与・ 、 事業主体等

効産転率体制的支等な生へ 水田フノレ大活等用に資すリるー効ス率方的式なに機よ械る利導用体既系の構機築
地域農業再生協議 1/2以内|

に必手要リな型機械の 入や存械 コ乙=b言、

の換援 の再用を支援

効加率的な流
既めめに存施必の設要乾のな燥機設調備能製の向施リ上ー設やス等既方の存式再施に編設よ合るの導理有入化効等を活を推用支進を援す図るるたた

農事業業者者等団体、民間 1/2以内
通 工処理転

換体制支援への

飼等料の向自給上や度率
飼米よ飼料畜要る等な料用産量機機の生米敏械産営自等導給受にの入託飼お本を組料り作支織るの化援飼等利を科の用進経を自め給営鉱、大増産が見込まれる飼方料式

交業付先(独)農畜産
用 するため、リース 振興機構

経機化械営に支の必援高要な ① 率や生産性の向上に必
事産る公業業募主振体興 (独)農畜

①: 1/3 
機構によ

② の高度化に必要な機械 ②・1/2
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6款農林水産業費
2項畜産業費
2目 畜産振興費

事 業 名

(新)

飼推進料事用業米利用拡大

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

13，557 。 13，557 
18，974千円(前年度 O千円)[正職員・0.7人]

事前調査・協議、実績確認・支払業務

事業の目的・概要

内 訳

その他

畜産課(内線:7291) 
(単位:千円)

一般財源
備考

13，557 

畜産農家が安心して飼料用米を利用できるよう乳牛や和牛肥育等への飼料用米給与試験を行い、畜産への影

響を確認することにより、県内飼料用米の利用拡大を図る。

2 主な事業内容
(1)飼料用米給与試験

平成25年度補正(経済対策)の飼料用米給与技術確立事業に引き続き、手L牛及び和牛肥育において、飼料用
米の給与実証試験を実施する。また、現在飼料用米を利用している肥育豚及びブロイラーについて、飼料用米の

給与割合を高める試験を実施する。

区分 試験頭数 試験内容 検討内容 備 考

長期間(14ヶ月)、トウモロコシ 給与期間中の乳量、乳質、 飼養形態の異なる
乳牛 200頭 (lkg/日・頭)と麦(lkg/日・ 繁殖成績、血液成分 7戸を選抜

頭)を飼料用米(2kg/日・頭)

に代替して給与

200頭 全肥育期間(20ヶ月)、配合飼 給与期間中の血中ビタミン 1牛舎の半分を試

和牛肥育 (去勢・雌 料の1O~15% (去勢1.5kg/ 量、血液成分 験区・対照区とし、

各100頭) 日・頭、雌1kg/日・頭)を飼料 去勢・雌牛群を作っ

用米に代替して給与 て試験

肥育豚 2，000頭 飼料用米の割合を10%から 給与期間中の増体等

20%に増量

ブロイラー 50万羽 飼料用米の割合を10%から 給与期間中の増体等

20%に増量

事業内容給与試験に要する飼料用米への助成

事業主体農業協同組合、畜産農家等

予算額 13，240千円

(2)飼料用稲専用品種種子増殖確保支援

飼料用稲専用品種種子を安定的に確保するため、種子増殖に要する経費を助成する。

事業主体飼料用稲種子を生産する集団等

補助率 1/2
予算額 317千円

3 これまでの取組状況、改善点

0平成21~23年度にかけて、乳雄肥育牛や鶏、豚へ飼料用米を給与するために必要となξ機械導入支援や給与
試験を実施し、利用拡大を図っ丸その結果、飼料用米の定着に一定の効果が得られた。

0他方、乳牛や和牛肥育への給与は、肉質や乳質等への効果や影響が不明なため農家段階では実施されていな
いことから、平成25年度補正(経済士様)で6か月間の給与実証試験を実施することとした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
2項畜産業費 畜産課(内線:7291)
2目 畜産振興費 (単立.千円)

財 源 内 訳
事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

次世代につなぐ酪農 (36，682) (2，000) (34，682) (4，682) (32，000) 
支援事業 32，000 2，000 30，000 32，000 

トータノレコスト 36，643千円(前年度 20，944千円)[正職員:0.6人]

主な業務内容 関係団体との調整、事業進行管理

工程表の政策目標(指標)議七量産量若男量権j;iro昌平県産牛乳の国内販売・輸出等はりブランド化を進める
※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内生乳生産62，000tを目標とする中で、酪農生産基盤を維持及び拡大するため、「新規就農・農家継承と雇用促
進対策Jを実施する。
2 主な事業内容
(1)酪農へノレバー対策事業
0激変緩和対策 (平成26~35年度)
県と大山乳業が造成した酪農へノレバー事業円滑化対策事業基金を活用して、酪農へノレバー事業の経費のー

部に補填し、国事業(酪農へノレバー事業円滑化対策事業)廃止に伴う利用農家の急激な負担増加を緩和する。

O酪農へノレバー確保支援対策 (平成26年度)
酪農へノレバー事業組合が新たにへノレパー職員を雇用し、酪農の実務(OJT)と酪農講習会受講(OFF寸T)に

より、酪農業(搾乳作業)に造詣の深い人材育成を行うことで、酪農へノレバー組織の自立を図る。(委託先:鳥取県

酪農ヘノレバー事業組合)

※商工労働部の緊急雇用創出事業で対応する。

(2)担い手施設整備対策事業(平成26~30年度)
酪農継承を支援するため、規模拡大、生産性向上に取り組む酪農家の施設・機械整備に対して助成する。

(単イ立千円)

区分 対象事業 事業主体 補助率 予算額

増頭対策 就農後概ね10年以下の後継者(45歳未満)の従事する酪農経営体 大山乳業 県113 20，000 
支援 がリース方式で行う、牛舎増改築とそれに伴う堆肥舎整備及ひ搾乳 農業協同 市町村1/6

等の機械整備 組合

※乳用穫の成牛を20%以上かつ10頭以上増頭する場合に限る

(上限 30，000千円/1経営体)

生産性 担い手(45歳未調)が経営または従事する酪農経営体がリース方式 県113 10，000 

向上支援 で行う、生産性の向上及び省エネルギーに資する整備(牛床マツ 市町村1/6

ト、飼槽改造、発情発見機、自動給餌機等)

(上限・3，000千円/1経営体)

ムロ 言十 30，000 

(3)畜建連携自給飼料作モデル実証事業(平成25~28年度)
建設業者等が畜産農家と連携して自給飼料生産を受話する場合、その技術取得に係る研修経費等に対して助

成する。

事業主体 大山乳業農業協同組合・酪農家等が組織する県内農作業受託組織

補助率 112 

予算額 2，000千円

3 これまでの取組状況、改善点
-平成3年度に国が策定した「酪農へノレパ一事業円滑化対策事業Jで固と県及び大山乳業て官自農ヘルノf一事業
円滑化対策事業基金を積み立て、利息による運営を支援してきた。しかし、平成25年度で国の基金事業が終了
するため、国費積み立て分は国に返還される。そこで、新たな支援策として、基金の残存部分(県と大山乳業の造

成分)を酪農へノレバー事業の経費の一部に補填する。

-平成25年度から、本事業において、酪農家で組織する農作業受託組織が行う飼料作の飼料収穫作業等を県内
の建設事業者等に外部委託することが可能か実証中である。
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6款農林水産業費
2項畜産業費
畜産振“H 興費

事 業 名

(新)畜産物消費拡大
チャレンジ支援事業

トータノレコスト

主な業務内容

平成26年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線:7290) 
(単位・千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
金 起債 その他 般財源

(14，818) (14，818) (8，818) (6，000) 
6，000 。6，000 6，000 

8，322千円(前年度 0千円)[正職員・0.3人]

補助金交付事務、事業関係調整、調査

工程表の政策目標(指標) 「鳥取和牛オレイン55J平成35年度生産目標:1，000頭、「鳥取地どりヒ。ヨ」平成26年度生産
目標:20，000羽、「大山ルビー」平成26年度生産目標 1，000頭

※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

事業の目的・概要
県産畜産物のブランド化を推進する流通業者が県内外で行う販路拡大活動や、ブランド畜産物の流通過程が適
切かどうかを確認する取組に係る経費を助成することで、県内音産物の取扱量及び生産量を増加させる。

2 主な事業内容
(1)所要経費

(i桂位・壬円

区 分 事業内容 事業主体 予算額.

叛路拡大対策 県内に本社がある流通業者に対して販 県内畜産物流通業者 6，000 
路拡大に必要な経費の一部を定額助成

する

ブ、フンドアドバイザ 畜産物ブランドの管理や検証等を行う人 鳥取県牛肉販売協議(牛肉)、 (8，818) 
対策 材育成を委託する (公社)鳥取県畜産推進機構(豚肉

、 他)

※( )書きの金額は商工労働部の緊急雇用創出事業で対応する。

(2)事業実施期間平成26~28年度 (3年間)

3 ;::れ肉のま流で通の耽は、姐生状産況者、か改ら善直点接0食 消費者への販売ができる青果物や魚介類など他の生鮮食料品とは大きく異なり、

法的に「と畜→枝肉製造→部分肉製造→精肉製造Jという段階を経なければ食品として流通できないため、生産

と消費が直結しないという問題があり、生産振興や消費者へのPR等の取組だけでは、ブランドの浸透や流通拡大

が困難な状況となっている。

0そこで、平成25年度に緊急雇用創出事業を活用して、流通業者が自ら企画して販路拡大する事業を実施し、関
西圏、首都圏での鳥取和牛取扱唐が10月末現在で64庖舗増加し、大山ノレピーの販売頭数の増加に成功したの

で、引き続き流通業者に対する支援を実施する。

平成24年度実績大山ノレヒ、ーの供給過剰(150頭分)

平成25年12月末現在大山ノレピーの供給不足(30頭分)

0さらに、平成25年度に問題となった一流ホテル等による食材偽装を受けて、消費者のブランド畜産物に対する不
信感を取り除き、安心して食べていただくために、団体による畜産物のブランド確認の体制を強化する。
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6款農林水産業費
2項畜産業費

2目 畜産振興費

事 業 名

(新)
とっとりdeミート開催支援
事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・槻要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

買す 源
本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

4，000 。4，000 
7，870千円(前年度 0千円)[正職員 0.5人]

開催手伝、関係団体調整、調査、補助金交付事務

内

その他

畜産課(内線・7290)
(単位千円)

訳

一般開原
備考

4，000 

「鳥取和牛オレイン55J平成35年度生産目標:1，000頭、「鳥取地どりピヨ」平成26年度生産
目標 20，000羽、「大山ノレピー」平成26年度生産目標 1，000頭

県内外の消費者に鳥取県の畜産をPRし、し「て肉活」に性対化すさるせ理る解ことをを深目め的てといしたてだ当くイとベとンもトにを、他県生産者と意見交換
や交流をすることにより、鳥取県を「肉J産地と 開催する。

2 主な事業内容
(1)所要経費 (単位:千円)

区分 ー事業内容 開催場所(予定) 予算額

シンポジウム
知事、県内生産者、県外生産者と

とりぎん文化会館(鳥取市尚徳町)
のパネノレデイスカツ‘ンョン等

4，000 

飲食しながら語り合うプログラム 鳥取市内飲食底

消費者参加型イベント

「肉」に関連した料理の販売・提供 わったいな(鳥取市賀露町)

等 ノミードハット(鳥取市駅前)他

(2)開催時期
平成26年11月中旬
(3)事業主体
実行委員会(鳥取商工会議所青年部と(公社)鳥取青年会議所のメンバー、流通業者、販売業者、県等で構成)

(4)補助率
定額

3 これまでの取組状況、改善点
生産者や流通業者の多くは、首都圏や関西圏への販路拡大だけでなく、多くの観光客に来県してもらい、肉を消

費してもらうことによる生産拡大や流通拡大を希望している。そのため、鳥取に来ればおいしい「肉」が食べられると

いう基礎をつくり、また食べに来たいと思わせる仕掛づくりをすることで、県内畜産の活性化を図る必要がある。
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6款農林水産業費

4項林業費
2目 林業振興費

事業名

(新)
鳥取発CLT等生産支援
プロジェクト事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

平成26年度一般会計当初予算説明資料

県産材・林産振興課(内線 7254)

(単位千円)

本年度 前年度 比較
財源内 訳

備考
国庫支出金起債その他 般財源

(9，310) (9，310) (5，000) (4，310) 

4，310 。4，310 4，310 

8，180千円(前年度 0千円) [正職員:0.5人]

補助金交付事務

事業内容の説明
※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額|

事業の目的・織要
県産材製品の需要拡大を図るため、新たな木材利用の動向や市場ニーズに合った県産材製品(CLT=
直交集成板、内装材)の開発及び販路開拓等の取組を支援する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区分 事業内容 事業主体 予算額 補助率等

CLT製品の販売 CLTの'JAS認定工場の資格取得 木材加工業者 (400) 県 1/2

強化対策 を行おうとする事業者に対する支 400 
援

関東・東北方面への販路拡大の 木材加工業者 (5，000) 商工労働部の
ための販売推進員の配置(1名) 。緊急雇用創出

事業を活用

鳥取発の新たな 有識者を招いた研究会で、開発 県 (910) 

CLT製品の検討 の方向性等について検討 910 

リフォーム・マンシ 大手建材メーカーの技術を活用 県内木材関係者等 (3，000) 定額補助
ョン向け内装材の した県産材による内装材の開発、 で構成される団体 3，000 
開発・販路開拓 実証モデル展示などへの支援

メ口主、 計
(9，310) 
4，310 

※(  )は商工労働部の緊急雇用創出事業の計上分を含む額

3 これまでの取組状況、改善点

。森林整備を進めていくためには、木材の出口対策が重要であり、特に良質材の利用先を広げるための取

組が必要である。
0欧米を中心に利用が急増しているCLTは、木材の需要拡大につながる技術として日本でも利用が期待さ
れており、県内企業による新たなCLT製品の開発、 CLT製品の販売強化により県産材の需要拡大が期待
できる。
0市場拡大が見込まれているリフォーム等に活用できる内装材について、県内木材関係者グループと大手
建材メーカーの工場が連携して商品開発することにより、市場ニーズに対応した販路拡大が期待できる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

4項林業費 県産材・林産振興課(内線:7254)
2自 林業振興費 (単f立:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源、 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県産材製品安定供給[債務吋 「務if利 [鵬負担行為
32，0 32，000 

体制構築事業
12，248 486 11，762 12，248 

トータノレコスト 16，891千円(前年度 2，869千円) [正職員 0.6人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
木造公共施設や木造住宅の建設資材として需要が高まっている乾燥材をはじめとする県産材製品につい

て、質・量ともに安定した供給体制を構築するため、木材の加工から流通に係る一連の取組を支援する。

2 主な事業内容
(1)木材加工流通施設の導入経費の支援
県産材製品の供給体制の充実を図るため、木材の加工流通施設の整備に要する経費を助成する。特に必
要とされる木材乾燥機については、県費による上乗せ助成を行う。

(単位:千円)

，俳 予算額
内容 事業主体 事業費 補助率

国費 県費 合計

木材乾燥機・1基 森林組合 18，000 
2/3 (9，000) (3，000) (12，000) 

(国1/2、県1/6) 。 3，000 3，000 
※(  )は鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業計上分を含む額

(2)乾燥j.A:S認定工場の資格取得への支援
県産乾燥材の品質向上を図るため、新たに乾燥jAS認定工場の資格取得を行おうとする事業者に対し、
取得に要する経費を助成する。

(単位・千円)

補助対象経費 事業主体 事業費 補助率 予算額

資格者研修受講費用、認定手数料、検査料 製材業者等 2，496 県 1/2 1，248 

(3) [新規l県産乾燥材の安定供給のための利子補助
工務庖等需要者ニーズに応えるため、県産乾燥材のストックの増加に取り組む木材市場等に対し、木材産
業等高度化推進資金の利子補助をする。

(単位:千円)
対象資金 事業主体 利子補助率 補助期間 予算額

木うち材、産製業品等引高取度の化た推めの進資資金金のI木木材材卸市売場業開者設者、 貸(年付1利.60率%の以全内額) 5年 8，000 

3 債務負担行為限度額
鳥取県産材製品安定供給体制構築事業利子補助 32 ，000千円(平成27~30年度)

4 これまでの取組状況、改善点
0鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業等により、平成21年度以降に7基の木材乾燥機の導入を支援した。
平成25年度は5基の導入を予定している。

0乾燥]AS認定の取得支援 (H20~) により、県内の認定ヱ場数は着実に増加している。
0木造公共施設の増加や、一般住宅における製材品の品質・性能に対する要求の高まりを受け、高品質な
県産乾燥材へのニーズは今後も一層高まることが予想される。このため、需要者(工務唐等)のニーズに対
応するため、県産乾燥材の安定供給が喫緊の課題となっている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
5項水産業費 水産課(内線 7309)

(単位:千円)2日 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国蹴出金 起債 その他 一般財源

(新)

鳥取県版ファストフィ 3，112 。 3，112 3，112 
ッシュ生産促進事業

トータノレコスト 4，660千円(前年度 0千円)[正職員 0.2人]

主な業務内容 関係者への事業周知、事業申請者への説明協議、補助金事務等

工程表刀瞭目標骨鍋 収い産益地性づのく高りいを儲推か進るす水る産。業を実現し、将来にわたって安定的に水産物を供給する強

事業内容の説明

事業の目的・概要

消費ノ〈イヤーから評価の高い県産魚の産地加工品(県産魚ファストフイツ、ンュ)の生産・販売促進を図るた

め、県内水産加工業者が実施する「産地情報・商品提案システムの構築j、「鮮魚、加工人材育成研修J及び

「新しい流通システム構築Jの取組に対して支援する。

I県産魚、フアストフィッシュ]
県産魚を活用した「食べやすい」、「調理しやすいJ、「ゴミが出ない」商品の総称。切り身、フィレ、ブロ

ックなどの一次加工品から、皿に盛るだけ、温めるだけで食べられる高次加工品まで含む。

2 主な事業内容

(1)助成事業 (単位:千円)

事業主体・要件 補助対象経費 予算額 補助率

県内水産加工業者 -産地情報・商品提案シスアム構築

-県内に事業所を置く水産加工業者であ -魚、加工人材育成(鮮魚包丁加工スキ

ること ノレアップ研修)

-県産魚ファストフイツシュを製造販売す -新しい流通ノレートの構築(流通経費)、 3，000 1/2 
lること 必要な備品等

-取組により対象魚種の流通量の増加が 補助上限:1，000千円/1者

十分に見込めること

(2)プラン審査会開催経費 112千円

3 これまでの取組状況、改善点

0水産物は、多種類で大小の魚が水揚げされ、水揚げ量も大きく変動するといった産地の状況を十分に反映
した流通が行われておらず、また、定量、定質等の条件に合わなければ流通せず、流通しても鮮度や食べ

やすさが消費ニーズに合わなければ十分に消費されないとし、った状況にある。

0こうした状況を解消するためには、消費ノくイヤーに対して小ロットからのテスト販売を提案したり、随時相談
に対応するなどして、消費ニーズに合致した県産魚ファストフイツシュを開発・生産していくことが、今後ます

ます必要になると考えられる。

0平成25年8月、量販庖の鮮魚、販売を専門とする経営コンサルタントを講師に招き、漁業生産者や仲買・水産
加工業者を対象にした「水産物の消費者動向セミナー」を県内2か所で開催した(参加者61名)。

0講演では、魚、を食べやすくする加工方法があるものの、量販庖側にそうした加工に取り組む動きがほとんど
ないことや、魚のスムーズな流通販売のためには、漁業生産者、仲買・水産加工業者及び量販庖が、産地

の状況や商品ニーズ、関してより積極的に情報交換すべきであるとしづ考えが示された。

0また、水産加工業者からも、近年、産地加工に対する量販庖の需要が高まっており、消費バイヤーとの連携
による効率的な商品開発を望む芦が挙がってしも。

0県産魚の更なる付加価値向上及び消費拡大のためには、今後、 j魚業だけでなく、消費地に向けた加工流
通を担う水産加工業の活性化が必要とされている。
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6款農林水産業費
5項水産業費
2目 水産業振興費

事業名

(新)

陸上養殖適地調査支援事

業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源
本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

5，000 。5，000 

6，548千円(前年度 0千円)[正職員:0.2人]

補助金交付事務、関係者協議、実施状況確認

養殖漁業の振興

内

その他

水産課(内線 7309)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

5，000 

平成23年度の全国豊かな海づくり大会を契機に強い産地づくりを推進させるため、民間企業等による陸上養

殖を支援している。陸上養殖には、清浄で大量の井戸海水が取水できる広大な用地が必要であり、これまで県

有地を中心に試掘調査を行い、用地を確保してきた。今後は市町村と連携して用地確保を進めていくため、市

町村が行う適地調査(井戸海水の試掘調査)にかかる経費を支援する。

2 主な事業内容

補助金名 陸上養殖適地調査支援事業補助金

事業内容 市町村が陸上養殖の企業誘致を前提に行う適地調査(海水井戸の試掘調査)への

支援

事業主体 市町村

補助率 1/2(上限5，000千円)

3 これまでの取組状況、改善点

-平成24年度に県が実施した井戸海水試掘調査により、網代漁港及び泊漁港で陸上養殖に適した大量の井

戸海水の取水の目処が立った。

'i自治.港では平成25年度に進出企業2社が公募により決定し、養殖施設の整備に着手している。

-網代漁港については、民間企業の3社が進出を希望しており、岩美町としては企業の要望に沿ったきめ細や

かな試掘調査を行い、より多くの企業を誘致させたし、と考えている。

-泊漁港や網代漁港への進出企業以外にも、新規参入を検討している企業があるが、適当な用地がなく受け. 
入れができない状況となっている。

-今後は、原と市町村が協力して候補地の試掘を行うことで、陸上養殖に適した用地を確保する必要がある。
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6款農林水産業費

5項水産業費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

2目 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 自車、 内

国庫亮出金 起債 その他

(新)

未利用資源を有効活
4，400 。 4，400 

用 1蓄養殖・加工実

証試験

トータルコスト 5，174千円(前年度 O千円)[正職員目0.1人]

主な業務内容 制度設計、補助金交付事務、事業者等との打合せ

水産課(内線田7316)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

4，400 

工程表の政策目標描関
収益性の品い儲かる水産業を実現し、将来にわたって安定的に水産物を供給する強

い産地づくりを推進する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

定置網漁獲物、大中型まき網で混獲される未利用・低利用資源(アジ・サバなどの稚魚)の有効活

用及び付加価値向上に資するため、これらの蓄養殖・加工販売の事業化実証試験(フィージビリテイ

ースタディ)を支援する。

2 主な事業内容

事業内容
未利用魚、を活用した蓄養殖・加工販売の事業化に向けた実証試験経費を支援

する。

事業主体 漁業生産者、企業、漁協

[ソフト支援]

蓄養殖用天然種苗の輸送試行経費(海上輸送、陸上輸送経費)

補助対象経費
蓄養殖試験に係る経費(餌代、飼育資材等)

テスト販売経費

[ノ、ード支援]

生け賛、活魚槽などの蓄養殖に必要な備品、資材に係る経費

補 助 率 ソフト 1/2、ハード:1/3

補助上限 ソフト 1，500千円、ハード 700千円

3 これまでの取組状況、改善点

0未利用魚を活用した養殖事業は、県漁協が実施した「海神サノミjの事例(平成15年度から試験を開始し19
年度に試験販売)があったが、県内外からの原魚の入手が不調で、採算が取れないため中止した。現在、県

内に同様の養殖事業はない。

0美保湾でギンザケの試験養殖に2年間取り組んできた大手水産会社が、平成25年間に新会社を設立し|
て県内進出し、養殖から生食用加工、販売事業までの一貫した生産体制を本格化させることとした。新会

社は、自社で養殖したギンザケ以外の魚種の加工にも意欲を持っており、新魚種としてまき網、定置網で混

獲される未利用魚の蓄養殖・加工販売を検討している。

0県漁協等が経営する定置網漁業は、現在操業中の浦富、御来屋及び淀江に加え、平成26年度には夏泊
でも着業予定であり、同j魚協も、定置網の設置拡大とともに、混獲される未利用魚の蓄養殖・活魚、販売を検

言サしている。

0上記新会社と県漁協は、それぞれで独立した事業を実施することになるが、新会社は県漁協に対して技術
的助言が、県漁協は新会社に対して原魚、の提供が可能であり、両者が効果的に連携できる可能性がある。

本事業は、こうした状況も踏まえた上で、新たな沿岸j魚、業振興に向けた実証試験に対して支援するもので、

あるロ
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
5項水産業費 境港水産事務所(電話 0859-42-3167)

(単位千円)2目 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
陣支雌 起債 その他 一般財源

さかいみなと漁港・市
5，303 8，432 ム3，129 5，303 

場活性化推進事業

トータノレコスト 27，746千円(前年度 29，086千円)[正職員 2.9人]

主な業務内容 市場整備基本計商策定、衛生関係マニュアル策定、協議会・意見交換会開催など

工程表刀攻策目標邸調 角度衛生管理型市場の整備へ向けた基盤づくり

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成25年3月に策定した「さかいみなと漁港・市場活性化ヒージョン」を踏まえ、国が平成26年度に策定予定
の「高度衛生管理基本計画」に基づき、市場機能強化を図り、消費者の「安全・安心」のニーズに対応した高

度衛生管理型漁港・市場整備を推進する。

2 主な事業内容
(1)境漁港高度衛生管理型市場整備事業

事業内容
両度衛生管理基本計画の対象外となる施設(事務所、会議室、展望テ"oyキ、津波避難所

等)も含んだ漁港・市場全体の総合的な基本計画を作成するロ

事業費 3 ， 993千円(総事業費 5， 704千円、事業実施期間平成25~26年度)

(2)さかいみなと漁港・市場活性化協議会の開催及び衛生管理体制の検討等
-活性化協議会、各委員会(荷受、仲買、生産者)及び各ワーキンググループ(i魚港、市

事業内容 場、食と観光)の開催

-市場衛生管理に関する研修会の開催(専門家を招聴)

-高度衛生管理体制(管理マーュアノレ)の検討

事業費 632千円

(3)県民への広報及び意見交換会の開催
-小学生を対象にした「将来のさかし、みなと」絵画コンク ノレ(仮称)実施

. rビジョン」及びr基本計画JPR説明用パネノレ・要約版ノ号ンフレツト等の作成

事業内容
-水産まつり、マグロ感謝祭等での展示PR
-消費者団体との意見交換会の開催

-観光分野(水木しげるロード関係者等)との意見交換会の開催

-自治会との意見交換会の開催

事業費 678千円

3 これまでの取組状況、改善点
「さかいみなと漁港・市場活性化協議会Jでは、消費者の「安全・安心Jのニーズに対応した高度衛生管理

型、かっ、災害に強い漁港・市場整備を推進するため、平成25年3月に「さかいみなと漁港・市場活性化ピジ

ョン」を策定した。

今後も、圏直轄で進められている高度衛生管理基本計画の策定に協力するとともに、平成26年度から設
計に着手するなど漁港・市場整備に取り組む。

[今後の漁港・市場整備のスケジューノレ(想定)) 

平成26年 3月 -角度衛生管理基本計画(案)の意見集約 (県)
6月 -市場全体の総合基本計画の素案を策定 (県)

→特定漁港j帯、場整備計画(素案)(※)の水産庁協議及び提出

B月 -角度衛生管理基本計画の策定(公表) (国)
9月 -特定II!!、港漁場整備計画の公表 (国)
-設計着手 (県)

※高度衛生管理基本計画の対象外となる施設及び岸壁整備についても計画が必要となる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
5項水産業費 境潜水産事務所(電話:0859-42-3167)

(単位・千円)2目 水産業振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)
魅力発信 17グロブeラ 2，950 。 2，950 2，950 
ンド強化事業

トータルコスト 3，724千円(前年度 0千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 委託事務、補助金事務、連絡調整、実績調査及び評価など

工程赤羽櫛目標絡協 親しまれる漁港・市場づくり(観光連携及び地域活性化の推進)

事業内容の説明 、

事業の目的・概要

(1)境港産マグロのPRイベントの実施やフマロック(1-2kg)販売の促進等を行い、知名度向上、付加価値向

上、消費拡大を図る。併せて、まき網漁業が行っている資源管理の現状を正しく理解してもらうためのシ

ンポジウム等を開催する。

2 主な事業内容

項 目 補助率 内容 事業主体

船上凍結ブランド
1/2 
-船上凍結したマグロを陸上で低温保管し、需要の多

漁業生産者
検証事業 い時期に出荷した際の採算性の調査

マグロシンポジウムの
1/3 
-シンポジウムを開催し、資源管理の現状をマスコミを 境港天然本マグロ

開催 通じて情報発信 PR推進協議会

フeロック販売促進 1/3 
-地元での消費拡大を図るため、品質の両いブ‘ロック 境港天然本マグロ

の販売を促進 PR推進協議会

マグロPR映像制作
-境港産マグロのイメージアップを図るため、 PRビデオ

県
を制作

3 これまでの取組状況、改善点

(1)マグロの漁獲規制
太平洋クロマグ、ロの漁業ノレールを決める国際機関「中西部太平洋まぐろ類委員会J(WCPFC)の保存

管理措置に基づき、大中型まき網漁、業は平成23年から未成漁(3歳以下)漁獲規制に取り組んでおり、あ

わせて保存管理措置に基づかない成魚の漁獲規制にも取り組んできた。平成26年は、WCPFCの保存

管理措置に基づき未成魚の漁獲量を、平成14年から16年の平均神、獲量に比べて15%以上削減するj魚

獲規制が実施されることとなっており、平成27年以降については今後協議される。

(2)マグロ資源管理に関する情報発信

マグロを漁獲するまき網漁業は、他漁業に先がけて資源管理を行ってきたが、国民に対する情報発信

が不足していた。沿岸漁業を含めた資源管理の気運も高まっており、正しい情報を発信する必要があ

る。

(3)マグロの付加価値向上対策

平成21年度及び22年度に実施した「冷凍マグロの高品質化試験Jでは、良質な原魚を鮮度のよい状

態で冷凍すれば十分な商品価値があるが、コスト面の改善が必要であることがわかった。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費

1日 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線:7962) 
(単位:千円)

事業名

移住2000人達成事業

トータルコスト

I . I I 財源 内

本年度 |前年度| 比較 |回融雌|割責| その他

日 61 45. 960 I 26. 7判|
79. 661千円(前年度 49.138千円) [正職員0.9人]

jjR 

卜寸宣財源| 備考

I 72. 69引

工程表の政策目標儲欄
住んでよしの鳥取県の持つ彩り、輝君をアピールし、 1 J l'ターンを関西圏のみならず首都圏等で
も働きかけ、平成23~26年度の4年間で2千人の移住者を受け入れる。
<平成26年度末指標> 2，000人

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

d新主者を増やすための情報発信・・・平成26年度までの4年間での移住者2.000人受入目標を達成するため、東
京での市町村合同相談会の初開催や、全国へのとっとり暮らしの魅力発信など、移住朝聞に向けた情報

発信を強化する。 ※平成23~25年度上半期までの 2年半で約1.600人の移住者を受け入れ済

⑮似或における受け皿づくり・・・移住の受け皿となる地域での受入体制の強化を進める。

2 主な事業内容
(1)情報発信の強化により、移住者を樹呆 1

<首都圏からの樹主者をガッチリ掴み、移住者2000人を達成>
ア 市町村合同相談会の東京初開催、首都圏アンテナショッアでの観光・移住コーナーの設置など首都圏展開を

強化するとともに、先輩移住者の相談会へのアドバイザー参加など移住相談体制を充実・・・52.462千円
0市町村合同相談会の開催(大阪2回、 [新]東京l回)
O田舎暮らしコーディネーター(相談員)による移住相談(鳥取、大阪、東京)
C移住セミナーの開催(大阪4図、東京4回)
C移住体験ツアーの実施(大阪発2回、東京発2回)
Oふるさと回帰支援センターと連携した情報発信(大阪、東京)
<とっとり暮らしの魅力を全国発信>

イ 【新1r子育てするならとっとり!J r教育するならとっとり!J r生活を楽しむならとっとり !J~全国
への情報発信強化・・'13.326千円
Oとっとり暮らしの魅力について、鳥取県出身者のネットワークや釧s(インターネット上の}ソーシャルネッ
トワークサービス)を通じた動画発信、ふるさと大使等著名人を活用した情報発信・ '3.787千円
-森のようちえん・芝生の園庭など緑豊かな保育環境、充実した子育て支援制度など、子育て環境のPR

-地域の未来を創造できる人材を育む教育環境づくり(検討会の開催等)とPR

Oとっとり暮らしPRイベントの東京開催・・・5.400千円
・移住者・受入地域の方によるトークセッション+親子を惹きつけるI寅劇による、子育て環境・自然環境

等の魅力の紹介によるとっとりファンの掘り起こし

0自然・文化(アート、民芸等)をベースに都市住民に魅力的な地域の創造を支援 (2地域、 10/10補助)
.. ，4. 139千円

(2)干針主者を受け入れi舌性化させたい地織を増やす!
<f針主者を増やすための受け皿づくり>
ア 【新]地域による自己分析・検討の支援.. '1. 973千円
0人口減少や高齢化等、地域の将来像の可視化や、移住者受入を検討する地域へのアドバイザ一割iO置(3地域
イ [新]受入環境整備への支援・・・3.000千円
。移住者受入のための紺蛾の自主的な取組の支援(移住体験ツアーの受け入れ、住居の掘り起こし、生業おこ

し等) (3地域、 10/10補助)
ウ [新]仕事の掘り起こしへの支援・・・1.935千円
。起業資金の調達や助成金活用を検討中の地域へのアドバイザ一派遣 (3地域)、仕事の掘り起こし・情報発

信のための仕組みづくりの支援 (5団体、 10/10補助)
0地域おこし協力隊員による自主的な起業塾の開催支援(10/10補助)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

6款農林水産業費
1項農業費 東部振興課(内線:7970) 
1日 農業主主務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 1原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

とっとりジビヱ利
用促進総合対策事 10. 629 4，095 6， 534 10，629 
業(いなばのジビ
エ開発普及事業)
トータルコスト 12， 177千円 (前年度!i， 684千円1[正職員:O. 2人]
主な業務内容

「いなばのジビエ推進協議会」の運営に係る関係機関との調整、打ち合わせ
等及び未利用部位の活用事例調査

工程表の政策目標(指標) 有望案件を選択の上、モデル事例を育成(猪、鹿の活用等)
事業内容の説明

事業の目的・概要
(1)県東部のジビエ肉の供給側から利活用側までが連携してジビエのイメージアップや有効活
用、消費拡大を促進するために結成された「いなばのジビエ推進協議会」にプロモーション
活動等を行うコーディネーターを配置し、また、販路開拓や消費拡大に向けたファンクラブ
の設置、ジビエフェスティバルの開催等を委託する。

( 2)今まで活用が進んでいない鹿角、皮、内臓、肉の部位の資源価値の調査研究等を鳥取大学
等に委託し、まるごと一頭の有効活用を図る。
※ジビエ(仏:gibier) =主にフランス料理の用語で、狩猟によって食材として捕獲された

野生の鳥獣のこと。

2 主な事業内容
(1)ジビエコーディネーターの配置(いなばのジビエ推進協議会へ委託) 4， 196千円
各獣肉処理加工施設の精肉在庫状況等に関する情報収集管理、販路開拓、マッチングの推
進(猪・鹿の肉・皮・内臓等)、プロモーション活動等を行うジビエコーディネーターを配置。

(2) [新】県民へのジビエの普及(いなばのジビエ推進協議会へ委託) 2，293千円
(ア)ジビエファンクラブの組織化
猪・鹿の有効活用に賛同する消費者を組織化、商品・庖・イベント情報等を発信し、
その活用を促進する。
(イ)いなばのジビエフェスティバルの開催
猪・鹿の有効活用取組事例発表。パネル展示で紹介、ジビエ料理の試食提供、猪・鹿
を活用した加工品の商品展示を行う。

(3) [新]未利用部位(角・皮・内臓)の資源価値の調査研究 2， 960千円
(ア)鹿角に含まれる有望成分(コラーゲン等)の抽出検査(鳥取大学へ委託)
(イ)活用事例調査(ドッグフード・健康食品等)

(4) [新]販売の多様性を模索するための肉の二ン有等効)活用調査(食品加工研究所へ委託) 1， 180千円
(ア)健康機能成分(アミノ酸・カルニチ )の抽出検査
(イ)新たな加工開発(例:発酵熟成)に向けた調査

3 これまでの取取組組状状況況、 改善点
[これまでの ] 
0平成24年5月17日.協議会発足、平成25年12月現在.会員数56 (内、民間団体48)
O解体処理技術の向上や衛生管理体制の構築に向けた研修会等を実施。
0肉にとどまらず、皮・角・内臓等の活用に向けた検討を開始。
[平成25年度の取組状況、改善点]
0多くのメディアに取り土げられ、ジビエの認知度が向上。
0ジビエ料理提供庖舗、旅館が増加佃24.5月・ 1庖錦→H25.12月:14居舗)
0肉以外の部分を活用した商品化への取組(洗顔布・鞄・小物・アクセサリー・ペットフー
ド等)
[平成26年度の取組方針]
0これまでの取組の成果を踏まえ、更に県民に対するジビエの普及・啓発活動を強化する。
0これまで活用の進んでいない角、皮及び肉の部位等について有効活用を図る調査研究を進める。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 文化政策課(内線:7843) 
2目 計画調査費 (単位:千円)

~t 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

アーテイストリゾー
(基金繰入金)

トとっとり芸術祭開 67， 830 24， 479 43， 351 28， 847 
38，614 369 

催事業

トータルコスト 70， 152千円(前年度28，451千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 関係機関との連絡調整、実行委員会用務、補助金父付事務等

工程表の政策目標(指標) アーアイストと県民泊さ訴iを介して活発に交流する「アーテイストリゾート」の展開を偲草
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
国内外アーテイストによる県内での滞在制作・展示活動(※rA 1 RJ)を促進し、地域とアーティ
ストとの関わりを地域活性化につなげるため、「アーテイストリゾートとっとり芸術祭」を開催す
る。

※r AIR(アーティストインレジデンス)Jとは、アーティストが自分の本拠地以外の場所に滞在し、地域の自
然・歴史・文化との関わりのなかで作品制作に取り組む活動。

2 主な事業内容

|全体計画|
(実施時期) 平成 26 年 9 月 ~1 2月
(開催場所) 鳥取市内他県内各地

(主 催) アーテイストリゾートとっとり芸術祭実行委員会(仮称)

※総合プロデューサーによるテーマ設定等によりイベントとしての一体感を生み出しながら

県内外子¥の情報発信を実施。

|個別の事業内容|

(1)鑑賞事業(頂点イベント)

舞台系芸術と現代アート展示により非日常的空間を創出し、県民に最先端の芸術を鑑賞してい

ただく機会を提供する。

①鳥の演劇祭等への支援 33，700千円

区 分 内 廿~ 

補助対象者 鳥の劇場運営委員会、アーテイストリゾートとっとり芸術祭実行委員会(仮称)

補助事業の • r鳥の演劇祭7Jの開催(平成26年9月) (会場:鳥取市鹿野町)

内容 ア 国内外の芸術家による作品の上演

イ 周辺文化事業(体験型講座、トークイベント、鹿野地区まちあるき)

-国際現代美術展の開催(平成 26 年 9 月~ 10月) (会場:鳥取市)

国際的に評価の高い現代アート作家を招致し県内で滞在制作

総事業費 41，050千円(概算)
負担内訳 鳥取県33，700千円(定額補助。うち 20，275千円は文化庁補助金を財源充当。)

鳥取市2，000千円;その他5，350千円
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(2 )県民参加型事業(裾野拡大イベント) 34，130千円(うち8，572千円は文化庁補助金)
県内NPO法人や市町村等が、県外アーテイストの滞在制作活動を受け入れる事業に対して支援
を行い、地域活性化に向けたアート活用の取組の輪を広げる。

①アーテイストリゾート推進組織育成事業 15，947千円
地域課題を解決する手法としてAIR事業を行おうとする団体の育成を支援する
区 分 内 ~ 
補助対象者 [暮らしとア トとコノサキ計画J実行委員会

〔構成団体〕
. NPO法人明倫NEXTI00(倉吉市)
. NPO法人こども未来ネットワーク(倉吉市)
-大山町築き会(大山町)
. NPO法人智頭町森のようちえんまるたんぼう(智頭町)
-米子建築塾(米子市)
-米子市文化協議会
. NPO法人鳥の劇場(鳥取市)

補助事業の -国内外の芸術家の招鴨・滞在・創作・発表
内容 -推進組織の育成、強化
補助率等 定額

②(新)アートによる温泉街活性化事業 4， 500千円
区 分 内 全~量「

補助対象者 各芸術祭実行委員会(岩井温泉現代美術展、浜村温泉映画塾、関金温泉芸術祭)
補助事業の -温泉街を会場としたア ト作品の制作展不、映画上演
内容 -ワークショップによる人材育成
補助率等 3/4 (上限1， 500千円X3件) ※別途、地元市町負担を予定

③(新)まちなか芸術学校開催支援 770千円
区 分 内 ?G・

補助対象者 ア アイストリゾ トとっとり芸術祭実行委員会(仮称)
補助事業の -中心市街地の空き庖舗を会場とした講座開設(芸術創作体験等)
内容 ヨ・国内外アーテイストによるトークイベント
補助率等 定額

④(新)実行委員会事務局運営経費(スタヴ7・tロヂュート人件費、広報費等) 12，913千円

[事業の全体像】
芸術祭実行委員会
総者プ正iデ:l-!:Iヘ問、関係筋勾

長一「

長班点事業{鑑賞3

戸函孟I

3 これまでの取組状況、改善点
0平成20年度から毎年開催されている「鳥の演劇祭」は、本県アーテイストリゾー卜構想の象徴
的取組として定着している。また、平成24年度からは、 AIRを通して地域課題の解決につな
げるため、「暮らしとアートとコノサキ計画」を実施し、受入団体の育成が図られてきた。
0今回、芸術学校などの参加型事業を組み合わせ、一体感のあるイベントとして実施・発信してい
くことで、アーテイストが活動しやすい環境(=アーテイストリゾート)としての鳥取県の魅力
を発信する。

74 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費
2目 計画調査費

文化政策課(内線:7134) 

(単位千円)

Jl:t 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)唱歌「ふるさ
(基金繰入金)

と」誕生 100周年 6， 700 。 6， 700 
記念事業

6，700 

トータルコスト 8， 248千円(前年度 0千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 補助金交付事務、実行委員会準備・参画、イベント準備・当日支援

工程表の政策目標(指標)地域の持つ優れた芸術・文化資産の掘り起こし

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

唱歌「ふるさと」が誕生して100周年を迎える今年、唱歌「ふるさと」を生んだ地としての認

知度を高めるとともに、観光誘客などの県内移入者増加につなげるため、ふるさとの原風景が残

るνl鳥※取文1県部0省の0唱年魅歌目力。を県内外に発信する。「ふるさと」が『尋常小学校唱歌第6学年用』に発表(大正3年)され、平成26年で ) 
(作曲:岡野貞一(鳥取県鳥取市出身)、作詞:高野辰之(長野県中野市出身))

q 

2 主な事業内容

[総事業費]12，000千円 (内訳)鳥取県6，700千円、鳥取市4，300千円、入場料収入1，000千円
[事業主体]r童謡・唱歌のふるさと鳥取」企画実行委員会

( 1 )県内外への唱歌「ふるさと」発信

①ふるさと誕生100周年記念全国フォーラム

開催時期 平成26年6月18日(唱歌「ふるさとJ発表の日)
必z=hz 場 とりぎん文化会館、久松公園、わらべ館

プログラム -唱歌「ふるさとJlOO周年誕生記念コンサート
(想定案) -童謡唱歌100曲マラソン(県民参加による童謡コンクール)

-ふるさとトークセッション

-久松公園「ふるさとj記念碑の除幕式(記念碑のリニューアル)

-わらべ館「ふるさと100年記念展示J開幕式

②首都圏での唱歌「ふるさとJ全国発信(長野県と調整中)

-首都圏でのアピールイベント開催

-サイトウ・キネン・フェスティバルによる情報発信

(2 )唱歌「ふるさと」に親しむ事業 1

①記念展示(わらべ館と高野辰之記念館(長野県)との資料交流)

②県民コンサート(岩崎宏美と地元合唱団による県民コンサート)

cr唱歌「ふるさとJあふれるまち(県内空港、主要駅におけるチャイムに「ふるさと」を使用)

3 これまでの取組状況、改善点

0唱歌「ふるさと」作曲者である岡野貞一氏は本県出身の偉人であり、これまで生誕周年事業の
際、主に県内対象で普及啓発事業など実施してきた。

0同曲誕生 100周年を契機に、唱歌「ふるさと」誕生の地としての鳥取県の魅力を県内外に発l
信する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 観非政策課(内線 :7421)→事業実施:観光戦略課

(単位:千円)1目観光費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)キフめく 100
万球ウインターイル (基金繰入金)

ミネーション支援事 50， 000 。50， 000 50， OOC 
業

トータルコスト 50， 774千円(前年度 0千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務、実施主体との連絡調整等

工程表の政策目標(指標)地域自らが、自然、温泉、歴史、食、文化、人物等に着目し、知恵とカを結

集させて地域資源を磨き、行政がその取組内容に応じたサポートをする。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県内空港の航空路線拡大、山陰自動車道等の高速道路開通等により、山陰における周遊を活

性化する好機を捉え、入込客が減少する冬期観光の起爆剤となるウインターイルミネーション

の実施に対して支援を行う。

2 主な事業内容

。「とっとり花回廊ウインターイルミネーション」に対する支援(定額補助 4 5， 0 0 0千円)

とっとり花回廊の15周年記念企画及び冬季観光誘客のため実施する「とっとり花田廊ウイ

ンターイルミネーションj を支援する。

補助対象者 (一財)鳥取県観光事業団

事業内容 電球の購入、設置・撤去、デザイン等

総事業費 45，000千円

支援期間 単年度(次年度以降の維持費等は観光事業団が負担)

or鳥取砂丘イリュージョンJに対する支援 (定額補助 5， 000千円)
従来、鳥取砂丘新発見伝事業の公募事業として実施されてきた「鳥取砂丘イリュージョンJ

をより集客力、発信力のある観光イベントとして進化させる取り組みを支援する。

補助対象者 新生鳥取砂丘イリュージョン実行委員会(仮称)

事業内容 電球購入、設置・撤去、デザイン等

総事業費 12， 000千円

[内訳]県 5， 000千円、市 5，000千円、残余は協賛金等

支援期間 3年程度とし毎年度誘客効果等を検証
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 まんが干国官房(内線・ 780i) 

(単位:千円)l目観光費

~t 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金 起債 その他 一般財源

備考

まんが王国発
(基金繰入金)

ソフトパワー事業 247， 793 306，310 ム58，517 50， 057 
191. 006 

6， 703 
機入) 27 

トータJレコスト 286，488千円(前年度353，974千円)[正職員:5人非常勤職員3人]
主な業務内容 まんが・ア メイベントの企画立案・運営業務

工程表の政策目標(指標) まんが・アーメ等を活用した新たな魅力づくり

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「国際まんが博」、「国際マンガサミットJ開催によって、県内各地で芽生えてきた取組や国内外
のネットワークを本県における地域振興、観光客誘致、人材育成、知名度向上など様々な面での推

進力へと発展させるため、元気のある地域等と連携して「まんが王国とっとり」の聖地化、国内外

への強力な情報発信、「まんが」のあふれるまちづくりに取り組む。

2 主な事業内容
( 1 )元気のある地域等と連携した「まんが王国とっとり」の聖地化

(単位千円)

事業名 事 業 内
H廿τ， 金額

(新)新たな聖地連 0アニメの舞台となった琴浦町及び岩美町と連携して、聖地
携促進事業 巡礼の地としてのまちづくりを進める取組を促進する。 5， 547 

-事業内容:トークショー等イベント開催支援
-事業費:2， 000千円X2地域
0県内観光施設等のコスプレ聖地化の可能性を見いだすた
め、コスプレ有識者による観光施設等のロケ地の発掘・受

入れ研修等を実施する。

-事業費 1. 547千円
市町村・民間団体 冗気でやる気のある市町村、民間団体の、まんがを活用し

への取組支援事業 たまちづくりやイベント等の取組を積極的に支援する。 74， 500 
補助率 上限額 予定件数 予算額

まんが拠点整 1/2 8，000 4市町 32，000 
備支援事業

協働推進事業 1/2 2，000 5団体(市町 10，000 
村・民間)

地域イベント 定額 米子映画事変、 32，000 
への支援事業 アニカルまつ

り、中華コスプ
レ、ゆるキャラ
カップ

県内漫画家活 定額 描くひと 500 
動支援事業

コンァンツビジネ 県内でコンァンツ産業に携わる人の技術向上の場として、

スサロンの開催 全国的に活躍しているプロデューサー等を講師とした研修 1， 690 
会等を開催する。

-開催時期等:年4回
-事業費:1. 690 千円(~苦師謝金、会場費等)

漫画家・クリエイ 国際マンガサミット、国際まんが博等を通じて構築した人

タ一等との意見交換 脈を維持・活用するとともに県内業界関係者とも連携して企 1. 601 
の開催 画立案・事業実施に取り組むため、随時意見交換を行う。

言十 83， 338 
(文化庁補助) ( 2，318) 
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( 2) iまんが王国とっとりj ならではの情報発信
(単位:千円)

事業名 事 業 内 k廿』 金額

(新)世界制覇まん 海外で人気が高い鬼太郎、コナンのキャフクターを活用
が博覧会出展 し、香港、フラシス等のまんが博覧会へ出展、外国人観光客 21， 185 

誘致を促進する。

名称 開催国 時期 来場者数

ジャパンエキスポ フランス 7月 25万人
香港動漫電玩節 香港 7月 75万人
台湾漫画博覧会 台湾 8月 65万人
富川国際漫画祝会 韓国 8月 10万人

(新)i名探偵コナ 「鳥取県オリジナルの謎解きラリー」を開催し、国内外に
ン謎解きラリー 情報発信するとともに、県内周遊を促進する。 27. 000 
(仮称)Jの開催 -開催時期:平成 26年 7 月 ~9 月
(債務負担設定済) -開催地域:県内全域

(新)i名探偵コナン コナンの声優、アーアイストが一堂に会した参加型イベン
まつり(仮称)Jの トを開催する。 10. 000 
開催 -開催時期:平成26年8月
(債務負担設定済) -開催地域:県中部地域

(新)i水木しげるの 「水木しげるの妖怪の世界(仮称)Jを開催し、水木しげ
妖怪の世界(仮 るロード等の拠点の魅力を、国内外に情報発信する。 9.000 
称)Jの開催 -開催時期平成26年秋頃
国際マンガサミッ 国際マンガサミット台湾大会へブース出展し、まんが王国
ト台湾大会への出展 とっとりを海外へ強く情報発信するとともに、国内外の著名 5. 810 

漫画家との連携を強化するロ

-開催時期平成26年 11月
-開催地域台湾

両知県との情報発 平成25年3月に締結した「友好通商条約」に基づき、前
信交流事業 知県との交流を一層促進する。 12. 840 

-首都圏での「まんが王国会議J開催

-まんが甲子園交流試合

-マンガイベント出展

明治大学連携展の 明治大学が保有するまんが・アニメ関連資料を県内で展
開催 示、情報発信を行う。 5. 613 

-開催時期:平成26年 11月
-開催場所.県西部地区

ヒトコマまんが連 「ヒトコマまんがの会」と連携し、究極のまんが「ヒトコ
携展の開催 マ」による情報発信を行う。 6.340 

-開催時期:平成 26 年 7 月 ~9 月

-開催地域・県内3地域(東・中・西部)
-開催内容.本県観光・食などオリジナル展示

食・観光などの漫 まんがを活用し、食、観光などをわかりやすく、楽しく情 9. 976 
画雑誌発行等 報発信する漫画雑誌の発行

-まんカt王国とっとり×めめたん

-コミック舌LTWINS ほか
市町村等と連携し 市町村・民間団体主催のイベントに県外から集客を図るた
た情報発信 め、県主催や市町村のイベントを複数組み合わせて県外向け 6.000 

に情報発信を実施するロ

-全国紙大阪本社版X4季
言十 113. 764 

(文化庁補助) (31， 062) 
(経産省補助) ( 9. 342) 
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(3 )まんがのあふれるまちづくり
(単位:千円)

事業名 事 業 内 t打~ 金額

(新)まんが手話百 手話百語条例の制定の意義等をまんがで分かりやすく解
諸条例PR事業 説したリーフレット作成配布 2. 361 

-作成部数:32，000部
-配布先:県内全小学生

(新)まんがによる 本県を訪れる外国人観光客を対象に、外国人が戸惑う日本
外国人おもてなし の慣習をまんがでわかりやすく解説したりーフレット作成 3. 188 
事業 配布

-作成例:浴槽にタオルを巻いたまま、下着をつけたまま、

スリッパをはいたたま入ってしまった。

-作成部数 :10，000部 (4か国)
-配布先・米子鬼太郎空港、境港クルーズ等

(新)まんが王国と 県内のまんがのロケ地を訪れる観光客にまんがロケ地概
っとり満喫演出事 要をPRするSNSを作製し、まんがであふれるまんが王国 6， 681 
業 とっとりを演出する。

国際マンガコンァ 本県発の「第3回国際マンガコンナスト」を開催し、新た
ストの開催 な人材の発掘、育成とともに、海外ネットワークを拡大する 13，558 

ことで、全世界に誇れる「まんが王国とっとり」の確立を目
指す。
-募集作品:1コマ、 4コマ、ストーリーの3部門
-テーマ・友情

-表彰式:時期 平成26年11月
会場 米子市内
内容 各国マンガサミット代表者等を交え
たパネルディスカッション

-作品展示会
時期:平成26年 11月 7日間
会場:米子市内

-優秀作品作品集の全図書庖販売

計 25， 788 
(文化庁補助) (4， 084) 

(4)事務費(非常勤職員報酬(3名分)、標準事務費等) 24，903千円

(文化庁補助:3. 2 5 1千円)

*参考 金額欄の(文化庁補助)、(経産省補助)は、それぞれ次の補助金に申請予定である。

(文化庁補助)~文化庁メディア芸術地域活性化事業補助金(補助率 1/2)

(経産省補助)均ジャパン・コンテンツローカライズ&プロモーション支援助成金

(補助率 1/2)
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2款総務費
2項企画費
三E一"・'"W~.-=-

事 業 名

とっとり県民の日総合推
進事業

ト タルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標
(指標)

主な事業内容
取組

市町村・教育委員会・
民間事業者等との連携

効果測定の実施
(県民意識調査等)

平成26年度一般会計当初予算説明資料

鳥取力創造課(内線 :7071)
(単位:壬円)

自オ 源 内 訳
本年度 前年度 比較 国庫支出金 起債 その他 般財源 備考

985 1， 957 ム 972 985 

10.272千円 (前年度6，723千円) 亘け小亙冊E子 1.2人]
県民の日意識調査の実施、小学生向 の作成、県民の日広報企
両、関連事業の周知、施設無料開放協力の呼びかけ

|社多様会なを活実現動を行う様々な主体が自主的かっ連携して地域づくりに取り組む
する。

(単位:千円)
内 Rセ相? 予算額

0【新育規委員・拡充】ふるさとに誇りと愛着を持った人材育成
(教 会との連携実施)
(ア)学校でふるさとについて学ぶ学習の推進
[内容]・鳥取県の成り立ちなどの指導に活用できる
ように小学生向けのわかりやすい小冊子を
作成
-授業等で小冊子を活用し、ふるさとについて 855 
の学習を推進
-歴史の専門家や地域の高齢者等を各学校に
講師として派遣し、鳥取県の歴史や地域の
魅力を講義いただく。

r[[実対施象]回数小]中高校及び特別支援学校の児童，生徒
県内全域にて年間30回程度

(イ)図書館と連携した取組
-県民の日にちなんだ内容のパネル作成
-県民の目前後に県立図書館、市町村立図書館、学
校図書館等で巡回パネル展示

(ウ)県民の日学校給食の取組充実
-学校給食での「県民の日メニューJの提供
-地産地消の食材や県民の日の意義等を校内放送で
紹介
-栄養教諭によるふるさとの食の魅力を伝える食育
指導

(エ)ふるさと鳥取見学(県学)支援事業 (1， 260) 
県内の小学校が県民の日に関する学習に併せて校 ※教育委員

外学習等を実施する際の経費を支援 会で計上

0県庁、各市町村役場等での県民の日啓発の取組
. [新規】県庁及び各市町村役場等に県民の日のぼり
を掲出、町内放送等で周知

0企業、市町村等と連携した広報展開
-大型商業施設で開催する県民の日フェアと連携した
PR  50 
. [新規]農協、商工会議所等の機関誌及び市町村報や

ホームページ〆ビなニどエへ:の記事掲載
. [新規]コン ンスストアでの啓発資料の配架

0各種媒体による広報展開
県の広報媒体等を活用したPRを実施
. [新規]テレビCM、新聞広告の活用
-駅前広告塔、県政だより等の活用

0県民の日関連事業ζ実の施実施
県民の日直官後 する事業を関連事業として周知

0体育県施内設各 ・観光施設の無料開放・減免
施設に対し、無料開放・入場料減免の協力依頼

0効果測定の実施(県民意識調査等)
[新規1rとっとり県民の日」意識調査の実施
-県民の日に対する取組の効果等について電子アン 80 
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ケートによる意識調査を通じて効果測定を実施 | 
・学校現場でのアンケートにより、児童・生徒の意 | 
識調査を実施 | 

合計 ‘ | 
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平成 16~2 1年度

取組内容
。平成16年度から平成19年度までは先人の功績をたたえるフォーラ
ムを開催
。平成20年度及び21年度は、 NPO等と協働で県民の日を盛り上げ
るフォーラム等を実施
D大規模イベントと連携した県民の日 PRを実施
-平成22年度(食のみやこ鳥取県フェスタ)
-平成23年度(とっとり産業フェスティバル)
・平成 23~25年度(ガイナーレ鳥取ホームゲーム)
0大型商業施設と連携した「とっとり県民の日フェアJを開催
0学校給食やパンフレットを通じた子どもへの啓発、施設の無料開放、
関連事業の実施、広報媒体を通じた啓登ほか

平成 22~25 年度

( 2)改善点
。平成25年度の事業棚卸し結果
・評価抜本的見直し
・総括(コメント)の抜粋
適切な効果測定を実施するとともに、教育委員会や市町村・民間事業者との連携等、一
層効果的、戦略的な取組について検討する必要がある。

0事業棚卸し結果をふまえた平成26年度の取組
効果測定については、県民意識調査、学校現場アンケートを実施する。
また、連携の強化については、各主体と連携する事業を新たに実施することとした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費 鳥取力創造課(内線 :7071)
(単位:千円)2日 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
st 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり県民活動 (基金繰入金)

活性化センタ一事 59， 398 69， 788 ふ10，390 58， 777 621 

業

トータルコスト 77， 198千円(前年度 88，059千円) [正職員:2. 3人]
工程表的政置目標(指標) 総合ボフンァィアパンクを開設するほか、県民のボフンァイア参加やNP

O、自治組織等の支援体制を構築し、県民参画による活動を推進する。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
一般財団法人「とっとり県民活動活性化センター」にボランテイア、地域づくり、 NPO活動
の支援業務を委託して、関係機関や行政等と連携しながら、県民によるさまざまな活動の推進

を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 廿信且，

「とっとり 58， 777 0];'ランティ7活動、地域づくり活動、 NPO活動に係る各種相談に
l 県民活動活 対応

性化センタ -出前相談による相談、団体訪問による相談対応、各種専門家

一」への委 の派遣
託 0各種団体の活動基盤強化のための講座、研修の実施

-人材養成研修、団体の運営・活動のための各種講座 等
O各団体問や異分野団体とのネットワーク・連携の促進
-交流会等、県内団体の視察、県外研修視察助成等
0ホームページ、メーリングリスト、情報誌等を用いたボランテ
ィア団体、地域づくり団体、 NPO団体の紹介やその活動等の
情報の収集と発信
0非営利公益活動広報補助金 (2，000千円)

標準事務費 621 

計 59， 398 

<センターの概要>
0所在地:鳥取県倉吉市
。代表者:理事長山根到 (非常勤)
0役員:評議員5名、理事長他理事8名、監事2名
0事務局体制:毛利葉セシター常務理事兼事務局長他、常勤3名、非常勤1名の合計5名
※H25年度は、 3名(事務局長他常勤1名、非常勤l名)
0支援部門:ボランティア活動、地域づくり活動、 NPO活動
※支部の設置を検討

3 これまでの取組状況、改善点

0平成25年2月に、任意図体「とっとり県民活動活性化センター」を立ち上げ、地域に出向いた
相談会、広報カアップセミナーなどNPO等マネジメント能力向上を図る講座を実施した。
0鳥取県及び県内全19市町村から出えんにより、平成26年1月23日に、一般財団法人とっとり県
民活動活性化センターを設立した。

0県民の社会参画機会の創出、地域づくり活動の継続・発展、 NPO等の育成・活動基盤の強化
を目的に、より充実した相談対応、研修・講座の開催等支援業務を実施する。
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2款総務費

l項総務管理費

3目広報費

事業名

県民課

協働提案・連

携推進事業 鳥取措儲果

言十

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的f 概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

2項企画費
2目 計画調査費

県民課 (内線:7848) 
鳥取力創造課(内線 :7071)

(単位:千円)

目オ i原 内 訳
本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

1. 841 960 881 
(基金繰入金)

641 
1. 200 

(基金繰入金)
16. 270 8. 083 8. 187 

14. 000 
2. 270 

18. III 9.043 9. 068 15. 200 2. 911 
32. 041千円(前年度 13.015千円) [正職員:1.8人役]
(内訳:県民課 6. 484千円[正職員:O. 6人役]
鳥取カ創造課 25. 557千円[正職員:1.2人役])

事業実施に係る提案募集、審査会の運営、研修の実施、各種調整、委託事務の

実施

多様な活動を行う様々な主体が自主的かつ連携して地域づくりに取り組む社

会を実現する。

地域課題解決のため、「民」と「宮」が協働で実施することが適当な事業について、計画から実

施までを民間主導のもと官民協働により実施するために必要な経費を支援し、県民参画及び協働の

モデルを創出する。
. 平成26年度は、県民から地域課題を募集する「民間提案型」に加え、県が民間団体と協働で行
いたい県政課題について募集する「県提案型」を創設し、一層の充実を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円) ( )内は昨年度予算

区分 予算額 内容

県との協働により主導的に地域課題解決に取り組む団体

協働提案・連携推進事業
に対し、具体事業を募集し、採択された事業の実施計画

(960) の策定に係る経費を支援する。
(計画策定補助}

1. 841 0補助金額:上限300千円(補助率10/10) 4件
【県民課実施】

審査に係る経費:641千円
0実施時期:平成26年度
0上記事業により協働で策定された計画の実行可能性等
を審査し、採択された事業の実施への経費を支援する。
-平成25・26年度事業分(債務負担行為)
補助金額:上限2.000千円(補助率10/10)、3件
審査に係る経費 140千円
-平成26・27年度事業分(債務負担行為)

協働提案・連携推進事業
(8. 083) 補助金額:上限2.000千円(補助率10/10)、4件

(事業実施補助l
16. 270 

審査に係る経費:587千円
【鳥取力創造課実施】 0協働に関する理解を深める研修を実施する。

-平成25・26年度事業分
事業振り返り研修(1回)に係る経費:229千円
-平成26・27年度事業分
基礎研修(1回)、アドバイス研修(団体毎に4回分)
に係る経費:1. 144千円
0標準事務費:170千円

計
(9.043) 
18. 111 
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鳥取県協働提案・連携推進事業イメージ

-・・圃圃園匝，_.，司・・・・E

《従来型}民間提案型

県民のみなさんが

県と協働して解決
したい地域の言悪感
を募集

《新設》県提案型

，ーーーーーーーーー一
擦が考えるf鳥取
県の察麺Jを解決
守るすべ守?やJ
ウハウを持つNPO
等を募集

【平成26年度】

r周・県』
が.・で
計国停車露

【平成26・27年度]

3 これまでの取組状況、改善点

。取組状況

平成25・26年度事業においては、 11件の応募に対し、 3件を採択。現在、いずれの団体も計画策

定中であるが、平成25年度末までに計画策定が終了し、事業実施補助のための審査会を開催する予

定。

[平成25.26年度事業採択団体]

団イ本名 事業概要

NPO法人智頭町森のよう 森のようちえんの取組を推進するため、その活動の魅力を損なうこ

ちえんまるたんぼう となく認可が得られる仕組み作りを行う。

南部町商工会 地域の活性化と課題解決のため、センスと行動力のあるlJUターン者
の誘致や集いを行う。

山形地区振興協議会 智頭林業の歴史を継承し、まちづくりの起爆剤とするため、沖ノ山

森林鉄道を主軸として林業資料収集・展示やイベントを開催する。

0改善点

平成26年度は、県民から地域課題を募集する「民間提案型Jに加え、県が民間団体と協働で行

いたい県政課題について募集する「県提案型」を創設し、一層の充実を図る。
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2款総務費
2項企画費

計画“口 向調査費

事業名

鳥取カ創造運動推進
事業

ト タjレコスト
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

鳥取カ創造課(内線 :7248)
(単位 千円)

本年度 前年度 比較
目才 源 内 訳

国華組主主 起債 その他 一般財源 備考
(財産収入)

29，691 

50， 129 73，825 ム23，696 僅金繰入重量 10， 331 10， 100 . 
(雑入)

7 
73. 346千円(前年度100.835千円) [正職員:3.0人非常勤職員:1.0人1
多様な活動を行う様々な主体が自主的かつ連携して地域づくりに取り組む社
会を実現する。 (鳥取力実践団体の登録:平成26年度末200団体)

「みんなでやらいや未来づくりJパートナー県政の実現にあ向るけ地、域県づ民く、NPO、住民団体、事業
者などの様々な主体が連携し、地域の特性を活かした魅力 りに取り組む活動の支援
や機運醸成、ネットワークづくり及び人材育成などに取り組み、活力ある地域の創造を図る。

2 主な事業内容ポ
( 1 )活動のサ ート(鳥取力創造運動支援補助金) (単位:千円)
区 分 予算額 内 d廿甘

地域づくり活動に意欲のある団体が行う 新たな歩を踏
スタートアップ型 7， 000 み出す取組、これまでの取組の拡充、試行的に行う取組に対
(新規分) し支援

0補助金額:上限10万円(補助率10/10)、70件程度
地域づくり活動を継続的に実施する団体がこれまでの取組

スタートアップ型 2， 000 に工夫を加えて継続する取組に対し支援(過去スタートアッ
(継続分) プ型の補助を受けた取組が対象、 26年度以降1回限り)

0補助金額:上限10万円(補助率3/4)、20件程度
過去にスタ トアップ型(継続)の補助を受けて実施した取

(新) 4，500 組で、事業を中・長期的に継続・拡大していくための取組に
ステップアップ型 対し支援(事業に必要なハード整備費をl回限り対象とす

る)
0補助金額:上限30万円(補助率3/4)、15件程度
地域づくり活動に意欲のある団体がこれまでの活動を発展

発展型 8， 000 させる取組で、他のモデルとなり地域の活性化に寄与する活
動に対し支援(事業に必要なハード整備費を対象とする)
0補助金額:上限100万円(補助率3/4)、8件程度
発展型の取組で、複数の市町村と協働・連携して成果を生み
出す事業に対し支援(事業に必要なハード整備費を対象とす

市町村連携コース 2， 410 る)
0補助金額:上限100万円(補助率3/4)、2件程度
0実25施年時度期:平成26年度~27年度(債務負担行為)
※ からの継続分410千円を含む
複数の活動団体が協力・連携(ネットワーク化)して新た

ネットワーク型 8，000 な成果を生み出す事業に対し支援(事業に必要なハード整備
費を対象とする)
0補助金額:上限200万円(補助率3/4)、4件程度
ネットワ ク型の取組で、複数の市町村と協働・連携して
成果を生み出す事業に対し支援(事業に必要なハード整備費

市町村連携コース 2， 100 を対象とする)0補助金額:上限200万円(補助率3/4)、l件程度
0実施時期:平成続26年分度lO~27円年を度含む(債務負担行為)
※25年度からの継 O千

(廃止)
ビジネスモデル創 。平成24~25年度の2年継続事業であり、平成25年度で終了
出型

言十 34， 010 
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( 3)ネットワークづくり・情報発信 (単位:千円)
区 分 l予算額 I

鳥取カサイトの運
営(鳥取力実践団
体登録制度)

鳥取力創造運動P
R 

鳥取カ創造まつり

，I!iI;取刃扇7蚕逗薮7言
動事例書三

宣

2， 517 

3， 084 

2，000 

仏件子守謝

内

鳥取力実践団体登録制度により登録された活動団体等による
主体的なネットワークづくりを支援するとともに、各種情報発
信を実施
0登録団体に係る活動状況のPR
O活動団体問の交流の場の設定
0助成金情報等の配信
※サイト保守委託料・非常勤職員人件費
Oマスコミとのタイアップによる活動団体と活動丙蚕丙嘉言
0まちづくり事業を県で集約し、月 1回程度まとめて報道
機関等へ情報提供
。情報誌等、各種メディアを活用したより効果的な情報発信
鳥取力実践団体や県民の地域づくりに対する機運を醸成し
盛り上げるイベントを開催
0トークセッション(地域づくりに携わるパネリスト等に
よる対談)
O分科会(テーマを設定し、実践事例を基に意見交換)
。活動団体による活動PRブースの設置、受流の場づくり
鳥取力実践の先進・成功事例等を取りまとめて、全県的な
取組の底上げを図る。(追加事例の取材と電子媒体での発信)

(4)某金積立金・標準事務費 (単件:千円)
区分|予算額| 内 容

基金積守令 1 4.51310運用主主の鳥取力創造運動推進基金への積み立て
標準事務費 1 2.7371 

計 I 7. 250 

3 これまでの取組状況、改善点
(1)取組状況
0平成25年度は鳥取力創造運動支援補助金の対象事業137件を採択し、県内各所での新たな地域づ
くりの機運の醸成につながった。また、既存の団体の活動に刺激を受けた他の団体が新しい実
績をあげるなど、地域の力を引き出す補助制度として認識が高まってきている。
0鳥取力実践団体登録制度により、 268団体(平成26年l月10日現在)の登録を行うとともに、各登
録団体の活動内容を鳥取力サイトに掲載し、情報発信や活動団体問の交流を促進した。
0鳥取力創造まつりでは、活動団体の紹介コーナーの設置や交流会等を行うとともに、鳥取力創
造運動活動表彰で他団体の活動のモデルとなる優良事例の表彰を行い、活動団体が自らを発信
し、交流する契機として有効な場となっている。
0鳥取力創造運動PR事業では、県内各地の地域づくり活動の代表例を新聞紙面、ホームページ
等で紹介し、県民への啓発や活動団体のモチベーションの高まりを図った。
0株式会社日経リサーチが各種自主調査に基づき実施する「日経リサーチアワード地域ブランド
大賞」において、鳥取県の県民愛着度が前回(平成22年度調査)40位から10位に躍進し「県民愛
着度躍進賞」を受賞したが、講評の中で「鳥取カ創造運動により県の底力を上げようとする産
業、教育等への取り組みが、県民に支持され定着してきた成果」との評価を受けた。

(2)改善点
。スタートアップ型補助金の採択団体が活動の基盤を整備し、さらに継続的に活動できるよう、
鳥取力創造室動支援補助金に「ステップアップ勤を新設する。
0補助事業の効果を高めるために、発展型・ネットワーク型補助金事業については成果目標の設
定及び事業評価のプロセスを導入する。
0補助事業の概要・成果をホームページ等により公表し、鳥取力創造運動のさらなる普及や、他
団体の取組充実に向けて参考になるものとするの
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
4目博物館費

事業名 本年度 前年度 比較

博物館 (0857-26-8042)
(単位:千円)

財 源 内 訳

国産支出金 起債 その他 一般財源
備考

(新)今後の博物館
のあり方検討事業 2，404 。2， 404 2， 404 
トータルコスト 14，013千円(前年度:0千円) [正職員:1.5人]
主な業務内容 あり方検討委員会の開催、既存施設診断委託事務
工程表的政策目標(指揮) 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の概要
博物館の今後のあり方を検討するため、これまでの活動等を検証・評価し、課題の整理を行
う。

2 事業内容
( 1 )検討委員会による外部評価
県内外の有識者で構成する検討委員会を設置し、外部評価を実施する。(年4回程度)
検討内容:これまでの活動の検証・評価、将来的課題の整理

(2 )県民との意見交換
-博物館の現状や課題、外部評価の概要について県民に提示し意見を聴取
-県内3地区で開催

3 これまでの取組状況
-博物館は昭和47年の開館以来、自然、歴史・民俗、美術の3分野において、本県における貴|
重な資料を収集し、それらの意義や重要性について、調査研究・公開し、学びの拠点として
の活動に努めている。
-博物館は開館から40年経過し、施設の老朽化とともに収蔵スペースの狭隆化や駐車場不足
の慢性化などの様々な問題があり、今後の対応について博物館協議会などの意見をいただい
ているところである。

<博物館協議会での主な意見>
-博物館が現在抱えている問題点、整備する際のメリット、あるべき姿などをしっかりと
主張しながら、県民の声を拾ってほしい
-博物館は教育的な活用がとても大切。美術、自然などの分野に限らず、博物館に来た人
が自分を活かせる、そういう人間を育てる空間とすることが大きな役割

-博物館の問題点が致命的・危機的であるということを県民に感じていただくことが大事
-雨漏れなど直ちに改修すべきものもあり、まず現在の建物や設備の不具合を早くきちん
としたものに整えることが大事

【入「館者年数推夏移一寸】
平成22年度 平成23年度 7 平成24年度

[入館者数1 103， 994人 89，815人 104，210人
※入館者数は、県立博物館への来館者(常設展、企画展、普及講座、研究相談、貸館)数
であり、山陰海岸学習館入館者を含まない。

【収蔵品の状況】(平成24年度末)
区分 1 自然 人文 美術 合計 l左のうち未整理資料|
|資料数 I173，756点 I74，830点 | 9， 390点 I257， 976点| 約97，500点
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
1項総務管理費
8目 私立学校振

事業名 |本年度 前年度 比較

私立学校教育振興
補助金

主量量ト
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1. 857. 191 1 1. 808. 878 48.3131 175.075 

1861. 061千円(前年度1.812. 850千円) r正職員:0.5人1
補助金の申請書の審査、交付決定、補助金の支払い 等
県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

1 事業の目的・概要

1. 682. 116 

私立学校(高等学校、中学校、専修学校)の生徒・保護者の負担軽減及び、学校の教育環境の維持
向上に必要な経費に対して助成を行い、県内生徒へ多様な教育の機会を確保する。

2 主な事業内容

(一般分:人件費一設備費
特別分・経営改善支援、舎監の配置に要する経費、専門ソフト整備に要する経費、土曜日授業実

施に係る経費、 ICT活用教育に係る経費、心豊かな学校づくりに係る経費 等

く〉補助制度の見直し
①私立中・高等学校の学力向上やキャリア教育の推進のため、土曜日授業実施及びICT活用教育
へ新たに助成。(高校・中学特別分)

[新]土曜日授業実施校への助成(予算額 9. 038千円)
私立中・高等学校の土曜日授業(※)実施に必要となる管理費の112を助成する。
※標準的な授業時数を上回って、学力向上やキャリア教育の推進を居的として実施する、生
徒の代休日を設けずに土曜日等の休日を活用した学校教育活動。

[新J1 C T活用教育の促進(予算額 4. 214千円)
教育用 ICT機器整備経費及び、教員の ICT活用指導の向上のために行う先進校等への視
察及び研修への参加に係る旅費の112を助成する。

②消費税率引き上げに伴う生徒単価及び学校単価の改正。(高校・中学一般分)

③中学校単価について、学校規模が小さい実情を考慮し、算出に当たって想定する学校規模を見直
し。(中学一般分)

④心豊かな学校づくりに係る経費への補助について、国補助制度の変更に伴う補助額の上限変更。
(高校・中学特別分)

3 これまでの取組状況、改善点
-平成19年度に設定した学校単価及び生徒単価について平成22・25年度に見直しを行った。
・平成25年度に専門ソフト整備助成事業を新設し、心豊かな学校づくり推進事業補助金の補助対象に
私立中学校を新たに加えた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

1項総務管理費 教育・学術振興課(内線:7022) 

(単位:千円)8目 私立学校振興費

事業名 本年度 前年度 比較
~j 源 内 訳

備考
回帰支出金 起債 その他 般財源

(新)フリースター
9. 089 。9. 089 9.089 

ル連携推進事業

トータルコスト 6. 137千円(前年度 O千円) [正職員 :0目 2人]

主な業務内容 ガイドフインの検討参画、補助金の交付・検査、関係機関との連絡調整等

工程表の政策目標(指標) 県内の私立学校が魅力的学校として持続的に発展するための支援

事業内容の説明

事業の目的・概要
小中学校の不登校児童生徒の集団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の
改善等の相談指導について、民間(私立学校等)のノウハウを活用しながら児童生徒、保護者のニー
ズに応え選択肢を提供するフリースクールを運営する事業者を支援することにより、児童生徒の学校
復帰や社会的自立に資する。

[フリースクールとは]
専ら、不登校のこどもの受け皿として、その学習権の保障や安心して過ごせる居場所を提供する施設、さ
らに、通信制高校での学習をサポートするサポート校など、不登校のこどもを対象とした既存の学校とは異
なる機関、施設の総称。

[背景]
国の調査によれば全国の小中学校の不登校児童生徒は11万人余りで、そのうち適応指導教室で相談・指
導を受けている児童生徒は l割余りに過ぎず、学校以外の関係機関(児童相談所、保健所、病院、民間団体
等)や学校内での相談・指導を受けている児童生徒を合わせても7割程度で、およそ3割の生徒は相談・指
導を受けていない状況.
※市町村教育委員会が設置する適応指導教室県内11カ所

2 主な事業内容
( ') r民間適応指導教室」設置運営事業に対する助成 9. 000千円
県内において私立学校等の民間事業者が鳥取県版「民間適応指導教室ガイドライン」に沿って適
応指導教室を設置運営する場合にその経費の一部を助成する。

[補助対象者] 県内において鳥取県版「民間適応指導教室ガイドライン」に沿って適応指導教室
を設置運営する私立学校等の民間事業者

[補助対象経費] 指導員賃金、カウンセラーの謝金、教材・実習費

[補助率] 1/2以内

(2)教育委員会事務局との共同実施事業 89千円
0鳥取県版「民間適応指導教室(フリースクール)ガイドライン」の策定・運用
文部科学省の「適応指導教室整備指針(試案)J 、「民間施設ガイドライン(試案)J、「不主主校児
童生徒が学校外の民間施設等で相談指導を受けている場合の出欠の取扱」を参照しつつ、鳥取県に
おいて民間事業者が小中学生向けに出席認定の対象となる適応指導教室を設置運営する場合のガイ
ドラインを策定し、関係者に周知し、適切に運用する。

<事務費> 89千円(ガイドライン策定自治体から講師を招聴する経費ほか)

0公立・私立が連携して行う不登校・発達障がい等に係る教職員研修の実施
不登校の児童生徒に対する授業、生活指導について、公私を超えた研修を開催することにより、
教職員のさらなる指導力向上を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費 教育・学術振興課(内線 :7814)
2目 計画調査費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 i 一般財源

未来に役立つ「もの 07. 267) (3. 401) (13. 866) (12. 624) (4. 643) 
づくり教育」実践事 4. 643 3.401 1， 242 4. 643 
業
ト タ)vコスト 8. 513千円 (前年度 4.195千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 ものづくり実験工房FabLabの創設・普及、教育モデル研修、道場の活動支援
工程表の政策目標(指標) 科学・ものづくりに関する催しの実施および指導者の育成、ものづくり人材育

成システムの立案
事業内容の説明 ※上段( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

事業の目的・概要
製造業の空洞化に対処し、技術革新を推進するためには、次代の地域産業を担う「ものづくり人
材」の裾野を広げる必要があるが、学校教育による技術教育は充実しているとはいえない。
これを解決するために、鳥取大学や鳥取環境大学などが産学官協働で取り組む「ものづくり協力
会議Jが行う、子どもから大人まで一気通貫の「ものづくり教育Jの実践活動を支援する。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 予算額 内 n廿h 

【新]日本初!子ど 1. 324 0ものづくり教育実践の日常的拠点がない等の課題を
も中心屋根瓦方式Fa 解決するため、次世代のものづくりインフラと目さ
bLab創設・普及事業 れるFabLab(ファブラボ:個人による自由なものづ

くりの可能性を広げるための実験工房)をモデル設
※屋根瓦方式:教え 置し、普及のためのイベントを開催する。
られた人が他の人に <概要>
教え学ぶ教育。 -普及イベント

先進地実践者による講演、参加者による実践ワー
クショップ等を予定
-設置場所
鳥取ものづくり道場(鳥取市文化センターこども
科学館内)に併設
-運営経費
県緊急雇用創出事業(地域人づくり事業)を活用予
定
(開設経費は県緊急雇用創出事業(起業支援型事
業)を活用)

ものづくり教育実践 2. 241 。気通貫の「ものづくり教育」実践の課題を発見す
体系構築モデル研修 るために、前年度に引き続き試行錯誤を通じて創造
事業 力を育むモデル研修を実施。

[対象]中学生、高校生各20名程度
[内容]・レゴブロックによるロボットアームづくり
-産業フェスティバル見学、 FabLab体験なと、

※ものづくり等の体験型研修に実績のある企業に委託

ものづくり道場支援 1. 078 orものづくり協力会議Jが、東中西部で運営するIもの
事業 づくの道場」の指導者養成等の取組を支援(補助金)。

-内 容・ものづくり指導者の養成講座の実施
-補助率定額

3 これまでの取組状況、改善点
次代の人づくりのため、ものづくり教育充実に向けた継続的取組の必要性が、産学関係者から叫
ばれる中、小学生を中心としたものづくり道場の活動支援や、中学生以上の各層を視野に置いた
モデル研修等による関係者との課題解決検討により、一気通貫型のものづくり教育の推進に取り
組んだ。
その結果、ものづくりが学べ啓発できる日常的な拠点がない、学校教育での取組が不足している、
といった課題も浮き彫りになってきた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費

2項児童福祉費

l目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
買主

国庫支出金

子育て応援課(内線:7868) 

(単位・千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一醐板

放課後児童クフブ設 (基金繰入金}

置促進事業 520白344 352. 732 167.612 209. 923 40. 255 270. 166 

トータ jレコスト 524. 214千円(前年度355.910千円) 〔正職員:O. 5人〕

主な業務内容 補助金事務、研修会の開催

工程表3峨目標母国軍事 放課後児童クラブの設置を促進するとともに、開設時間等の内容を充実させる。

事業内容の説明 [rこども未来基金」充当事業】

事業の目的・概要

仕事と子育ての両立を支援するため、昼間保護者のいない家庭の児童を預かる放課後児童クラブ

の運営費、放課後児室クラブを実施するために必要な設備の設備等に係る費用について、市町村に

対して助成を行う。また、指導員を対象とした研修会を開催する。

2 主な事業内容
平成27年度開始予定の子ども・子育て支援新制度において、放課後児童クラブの対象児童は現

状の r3年生まで」から r6年生まで」に拡大されることから、従来の運営費、施設整備費助成に

加えて各市町村における新制度への移行が円滑に進むよう、平成26年度に前倒しして行われるク

ラブの量と質の充実に対してハードとソフト両面の支援措置を拡充する。

( 1 )運営費助成[放課後児童健全育成事業J420.747千円 (前年度349.911千円) (単位:千円)
区分 内容 予算額

1.国庫補助事業 児童数、開設日数に応じて運営経費の補助を行う 336. 641 

(国1/3、県113、市町 ( 16市町村139クラブ)

村113) ※小規模クラブについては単県で補助 (3町村5クラブ)

2 単県補助事業 (1)小規模クフブ(19人以下)の運営費、及び児童数10~ 7. 652 

(県112、市町村ν2 19人・開設日数250日以上の国庫補助対象クラブの運営費に

又は県3/4、市町村114) 552千円の上乗せ助成を行う。(県112、市町村112)
(2 )長期休暇開設加算

夏休み等の長期休暇期間に1日8時間以上開設する場合、 26. 364 
平日の開設時間との差分の運営費の補助を行う。

0新制度に向けた前倒し支援く臨時>(県3/4、市町村1/4)
ー----------・ーーーーーーーーーーーー・ー----ー----------------------
新たに夏休みのみの利用児童を受け入れる場合又は;

|夏休みのみのクラブを開設する場合に、かさ上げ助成j
(1年間限り)を行う。 (4市町11クラブ) 1. 106千円;

(3 )障がい児加算〈拡充>(県1/2、市町村1/2)
市町村が特別な支援が必要と認めた児童 l人につき専門 46. 310 
的知識を有する担当職員を1人以内配置する場合に配置人

数に応じて補助を行う。

(4 )資格を持つ放課後児童指導員への加算〈新規〉

放課後児童指導員の資格を有する者を雇用し、現に処遇 3.780 
の改善を行う場合に補助を行う。(県3/4、市町村114)

メE会1h 計 420.747 
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(2)設備整備助成【放課後児童クラブ環境改善事業12. 666千円 (前年度2.666千円)

放課後児童クラブを実施するために必要な設備の整備等に係る費用について助成。

区分 I 26年度予定 | 予算額 | 負担割合

設備の整備 I 2市4クラブ I 2. 666千円 | 国1/3、県川、市町村1/3
(3)研修会の開催[指導員資質向上事業1155千円(前年度155千円)

区分 I 26年度予定 | 予算額 | 負担割合

指導員研修 | 年l回実施 1 155千円 | 国1/3、県2/3

(4 )施設整備費助成く臨時〉 見 776千円

1i'l.課後児童クラブの施設整備の促進を図るため、市町村などに対し、 j対象年齢を拡大して受け主i
jれを行う場合に施設整備費の単県かさ上げ(1年間限り)をして助成する。 16.336千円 j
負担割合・国1/3[1/3)、県1/2[1/3)、市町村ν6 [1/3) 

※[  )内は国庫補助スキーム上の負担割合

<実施予定> (単位・千円)

実施主体数 | 施設数 |整備区分!被助基準額|補助金額| 内訳

国庫 | 県費

3市l町 6クラブ |改築・拡張 I120.660 96. 776 40. 220 56. 556 

92 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
2項児童福祉費 子育て応援課(内線 :7150)

(単位:千円)1目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
自オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)中山間地域市町 (基金提入金)

村保育料無償化等モ 43， 300 。43， 300 38， 970 4，330 
デル事業

ト タルコスト 44， 848千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容ー 関係機関との連絡・調整、補助金業務

工程表の政策目標(指標) 多子世帯の保育料の軽減措置など、子育て家庭の経済的負担を軽減し、子

育て支援制度を充実する。

事業内容の説明 rrこども未来基金」充当事業】
事業の目的・概要

少子化、人口減少の危機に直面している中山間地域において、自治体独自に保育料の無償化等によ

る子育て支援施策の取組により、若者の移住定住など地域活性化に果敢に挑戦する市町村に対して助

成をf王う。

2 主な事業内容
中山間地域の市町村において、保育料等の負担軽減を行う場合に、それに要する経費の一部を助成

する。

ア 実施主体 市町村

イ 補助率 算定基準額の1〆2
ウ 対象経費 中山間地域※に居住し、地域の保育所、幼稚園、認定こども困を利用する子ども

の保育料等を、市町村独自に無償化(軽減)するのに必要な経費

※鳥取県中山間地域振興条例で定める中山間地域

<保育料軽減等の想定パターン例>

区分
無償化(軽減)の内容 ( )内は軽減率

第 1子 第2子 第3子以降

~ ~ 
無償

ケース 1 {桔宜費等の
〈第3子以降の軽減等実施〉 翼賛負担が有る

場合を吉む)

~ 
無償

ケース 2 軽減 (桔食費等の
(第2子からの軽減等を実施〉 (1/2) 実費負担が有る

場合を含む)

ケース 3 無償

{第1子からの軽減等を実施) 軽減 軽減 (給食費等の
(1/2 ) (1/31 実費負担が有る

場合を含む)

ケース 4 
無償 無償 無償
(給食費等の (給食費等の (給食費等の

(第1子からの無償化を実施} 実費負担が有る 実質負担が有る 実費負担が有る
場合在含む) 場合を含む) 場合を含む}

エ 予算額 予定市町村 6町
算定基準額 86，600千円X1/2=43，300千円

3 これまでの取組状況、改善点
少子化対策として、子育てしやすい環境づくり及び「もう一人出産したい」という気持ちを持って

いただくため、国の保育料軽減制度に加えて、多子世帯 (3人以上の児童がいる世帯)の保育料を軽
減する市町村に対し単県助成を行っている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

前年度| 比較

1 事業の目的・概要
近年、多様な保育・幼児教育が求められ、また、自然体験活動の大切さが見直される中、本県の恵
まれた環境を活かした自然・地域のフィールドを活用した野外(圏外)保育における子どもの発達を
支援し、平成27年度に向けて県独自の新しい認証制度の創設を検討するため、モデル事業として事
業者への運営支援を行う。

2 主な事業内容
(1)運営助成事業 21，861千円
自然・地域のフィールドを活用して野外(圏外)保育等を行う事業に対し、新しい認証制度(鳥
取型)の創設を検討するため、モデル事業を実施する。

ア実施主体 県
イ補助率 3/4 
， 

事業主体樗襲亭 (NP_Q、任意団体個人)
利用定員 最大20人
利周年齢 3 歳児~就学前~'C童( の下、年度途中に満3歳となる唱童も封象)
職員配置

l必グ1ル要グルー資格ープ、プに研は1修最5低人受講を2人以上の職員を配置
※( 超等えの要る場件合を検に討は、更に1人の職員配置を推奨)

施設基準 -複休数憩ののフ施ィ設ール建ドが物)あること
用 ( があることなど

エ補助単価 ・基本基準額(年額) 2，673千円
-資格加算額(年額) 225千円
※保育士又は幼稚園教諭の資格を有する者に対し加算

オ予算額 6施設7グループ
-基本基準額 2， 673千円X7 =18，711千円
・資格加算額 225千円X7X2= 3，150千円

計 21， 861千円

(2)効果研究事業 3， 000千円(※H26-H28の債務負担行為)
自然・地域のフィールドを活用して野外(圏外)保育等を行うことにより、幼児の発達にどのよ
うな影響を及ぼすか研究する。

ア委託先 鳥取大学地域学部
イ 研究内容 県内の森のようちえん及び認可幼稚園等の入所児童の発達について、児童の身体

性、精神性、知性、社会性等の観点から調査を行い、自然を活用した保育事業の効
果を検証する。

ウ研究期間 平成26年度~平成28年度

3 これまでの取組状況、改善点
鳥取県では、平成21年に智頭町で「森のようちえんまるたんぼう」が開設され、その後広がり
を見せている。特に、「まるたんぼうJはメディアに取り上げられたこともあり、県外からの通園や、
移住者もあるなど、県外からも注目を浴びている。

<県内の森のようちえん (H25)> 町一軒一
" 
講一
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3款民生費
2項児童福祉費 子育て応援課(内線 :7148)
l目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)男性の子育てし

やすい企業支援奨励金 4. 500 。4. 500 4. 500 

トータルコスト 9. 917千円(前年度O千円) (正職員:0.7人〕

主な業務内容 奨励金要綱作成、奨励金の支給事務等

工程表の政策目標(指標)雪男F悲喜平鳥羽詰襲警肩522B義務銀理47-ク・フイフ・パラ
事業内容の説明

事業の目的・概要

配偶者の産前、産後休業期間は夫である男性の育児参加が重要な時期であるため、企業に対して、

子育ての最初の段階で男性が育児に積極的に関わることのできる休暇制度の整備・利用を推進するた

めの奨励制度を設け、男性の育児参加休暇・育児休業の取得を促進する。

2 主な事業内容

(単位.千円)
.._-町

項目 事業内容 予算額

(新)男性の子 労働者に対して育児参加休暇及び育児休業等を取得させた事業主に対し 4. 500 
育てしやすい企 て奨励金を支給する。[従業員数が100人以下の事業主1[平成30年度まで
業支援奨励金 5年間実施予定】

区分 内容 奨励金

① 育児参加休 配偶者の産前・産後休業期間中に、労働者 100千円
暇(特別休 に子の養育のための就業規則で定める特別休

暇) 暇(有給)を2日以上取得させた事業主に支

※出産休暇 給する。

も司 休暇単位:1日又は1時間単位

② 育児休業 労働者が連続5日以上育児休業を取得し、 100千円
原職等に復職させた事業主に支給する。

※育児休業取得者に一時金等の経済的支援が

ある場合、 100千円加算

(注)対象となる子1人につき、申請はl回限りとし、①と②の併用も可能。

3 これまでの取組状況、改善点

男性の育児休業促進奨励金については、平成25年度事業棚卸しにより「抜本的見直し」の評価を受
けたため、奨励金受給企業、育児休業取得者等からの意見を参考に新たな制度とした。

県内の“男性の育児"に対する認識は高まっているが、子育て世帯における父親の家事・育児時間

は、母親と比較しでも依然として短く、一層の取組が必要である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
2項児童福祉費 矛育て応援課(内線:7148) 
1目 児童福祉総務費 (単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
金 起債 その他 般財源

子推進育事て業しやすい企業
1， 565 9，799 ム8，234 1. 565 

トータルコスト 4， 661千円(前年度18，537千円) [正職員:0.4人〕

主な業務内容 関係機関との連絡調整等

工程表の政策目標(指標)育ン児ス休)業なをど取、得子育しやてすしない職が場ら働づくくたりやめ仕の事支援と生を活充実の調さ和せる(。ワーク・ライフ・バラ

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

子育て世帯の仕事と育児の両立支援及び母親の負担軽減を図るため、男女共に働きやすい職場環境

の整備及び企業風土の改善のための取組を推進する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

項目 事業内容 予算額

(新)子育てし 男女共に働きやすい職場環境を整備するための取組について、商工団体、 1. 266 

やすい企業の取 労働団体等との連絡会議を開催し、情報共有、施策検討等を行う。

組検討経費

父子手帳アプリ 平成25年度に制作した父子手帳の携帯アプリ(携帯電話から父子手帳を 299 

保守管理費 閲覧等できるソフト)の保守管理を行う。

合計 1. 565 
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10款教育費
l項教育総務費
2目事務局費

事 業 名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

教育総務課(内線 :7914)
(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他 一般財源
(新)チャレンジす
る市町村を応援する 4. 800 。 4. 800 4.800 
教育交付金
トータjレコスト 6. 348千円(前年度O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 市町村との連絡調整、申請の審査・支払
工程表の麟目標欄 市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携、協力の推進
事業内容の説明

事業の概要

少子化が進み学校の統廃合も進む中、市町村の教育委員会の行政体制の見直し検討は喫緊の課
題となっていることから、複数の市町村が地域の視点で課題を解決していくために連携して行う
先導的な取組について支援を行う。

2 事業内容

対象事業 各地域特有の教育事情や教育課題を広域連携により解決しようとする取組

(事業例)
ぺ教育行政が連携するシステムの研究

、

教科広域研究会の設置(各都研究会の広域化)など

-教育資源の共校有化
町を超えた学 指導(指導主事、エキスパート教員の連携による授業力向上等)
、教育支援センターの広域連携協定など

J 

補助率 1/2 

対象経費 対象事業を実施するために必要な経費(ただし、正職員の人件費、庁費を除く)

補助限度額 市1.000千円 /町村500千円

予算額 4. 800千円

等の委託や補助金の対象となる事業※〔本・交国当付該金県市の町対そ村象のでと他のし事団な体業い事業

開始から3年山の事業(取組L 2年開動を支援)J 
3 背景、現状等

-学力向上やいじめ、不登校の問題など、教育を取り巻く課題が多様化する中で、教育委員会キ
学校には、多様な課題へのスピード感を持った適切な対応が期待されている。
-行政組織の規模の小ささや、児童・生徒数の減少に伴い l町村1学校という所もあるなど、単
独の取組には限界がある市町村もある。
-広域連携による取組に意欲のある市町村の成功事例を全県で共有し、他市町村の取組につなげ
ることで、県全体の教育のレベルアップを図っていく必要がある。
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